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脱 炭 素 先行 地域 の 範囲 の 類型 


【 想 定 し て いる 類型 】 
類型 1 住宅 
類型 2 自治体 新 電力 いこ ま 市 民 パワ ー 費 が 再 エネ 100% 電 力 の 供給 を 
予定 する 公共 ・ 民 間 施設 衝 


重点 選定 モデ ル へ の 応募 希望 欄 
① 施 策 間 連携 


「 系 統 側 蓄電 池 の 運 用 に より 高度 な 再 エ ネ 100% 電 力 供給 を 実現 」 
応募 欄 念 余剰 電力 の タイ ムシ フト 等 の エネ ルギー マネ ジメント に より 、 再 エネ 1009% 電 力 
ン 供給 に よる エネ ルギー の 地産 地 消 が 実現 し 、 市 域 の 脱 炭 素 化 に 貢献 
「 コ ミュ ニテ ィ メ ミ 地 域 活性 化 x 脱 炭 素 」 
候 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり 、 い こま 空き 家 流通 促進 ブラット ホー ム 事 業 を 活性 化 
する こと で 、 定 住 意 向 の 高まり に よる 転出 抑制 及び 地域 コミ ュ ニ ティ の 活性 化 を 
通じ た まち の 魅力 発信 に よる 転入 促進 に つなが る 


② 地 域 間 連 携 
「 木 質 資源 < バイ オマ ス 火 力 で サー キュ ラー エコ ノ ミー を 実現 」 
応募 欄 人 大東 市 (大 阪 府 ) の T コグ ルー プ ホ ー ル ディ ング ス 幌 と の 連携 に より 、 生 駒 市 内 
2 で 排出 され る 葛 定 枝 等 の 木質 資源 及び 近隣 府県 か ら 調達 され る 木質 資源 を 、 い こ 
ま 市 民 パ ワー( 帆 の 電源 と な る 木質 バイ オマ ス 火 力 発電 所 の 燃料 と し て 活用 
「 い こま 市 民 パ ワー 幌 に よる 再 エ ネ 電 力 供給 を 広域 連携 で 補完 」 
ジャ パン ・ リ ニュ ー ア ブル ・ エ ナジ ー 人 側が 全国 各地 に 保有 する 再 エ ネ 電 源 を いこ 
ま 市 民 パ ワー 則 の 電源 と し て 活用 する こと で 再 エ ネ 1009% の 電力 供給 を 実現 


③ 地 域 版 G X 
「 系 統 側 蓄電 池 の 運 用 に より 高度 な 再 エ ネ 1009%6 電 力 供給 を 実現 」 

応募 欄 信太 陽光 発電 と 併せ て 大 規模 系 統 側 蓄電 池 を 導入 し 、 市 場 を 通じ た 収益 化 を 目指 す 
ン と と も に 、 日 中 の 余剰 電力 を 夕刻 等 の 不足 時 間 帯 に 放電 ・ 供 給 す る こと で 再 エ ネ 
電力 の 安定 供給 を 実現 

「 い こま 空き 家 流 通 促進 プラ ッ ト ホ ー ム 」 等 を 通じ た 空き 家 の 断 熱 改 修 

久本 市 で は 、 宅 建 士 や 建築 士 な ど 不動 産 流通 の 専門 家 か ら な る プラ ッ ト ホ ー ム で 個 
別 の 物件 ご と に 流通 促進 支援 を 実施 する な ど 、 空 き 家 対 策 と し て 、 省 エネ 断熱 改 
修 補助 等 の 省エネ リフ ォ ー ム ・ リ ノ ベ ー シ ョ ン 支 援 を 実施 する 


④ 民 生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 削減 の 取組 
「 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり で 地域 を 脱 炭 素 化 」 
応募 欄 @ 歩 いて 行け る 地域 の 交流 拠点 づく り に 取り 組む こと で 、 遠 方 へ の 車 の 利用 や 各 家 
ン 庭 で の エネ ルギー 消費 を 抑制 し 、 脱 炭素 化 に 貢献 
「EV カー シェ アリ ング で 地域 を 脱 炭 素 化 」 
@⑱ ブ ロック チェ ー ン 技術 を 活用 し た EV の カー シェ アリ ング を 実施 する こと に よ 
り 、 温 室 効果 ガス 削減 に 寄与 
「 置 き 配 ボ ックス の 普及 強化 」 
人 @ 言 き 配 ボッ クス の 普及 に より 、 郵 便 物 等 の 再 配達 に 伴う CO2 排出 量 の 削減 と と も 
に 、 宅 配 業 者 の 労働 時 間 の 削減 や ウィ ズ コ ロナ 時 代 の ライ フス タイ ル の 実現 に 貢 
献 


1. は じ め に 


1.1 提案 地方 公共 団体 の 社会 的 ・ 地 理 的 特性 


沿革 
1971 年 11 月 市 制 施行 に より 生駒 市 が 誕生 
1991 年 10 月 奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 (NAIST) 設置 
2014 年 3 月 環境 モデ ル 都 市 に 選定 
2017 年 7 月 自治 体 新 電力 「 い こま 市 民 パ ワー 幌 」 を 設立 
2019 年 7 月 SDGs 未来 都市 に 選定 
2019 年 11 月 ゼロ カー ボン シテ ィ 宣 言 
2021 年 11 月 市 制 50 周 年 ・NAIST 創立 30 周年 
② 位 置 


奈良 県 の 北西 端 に 位置 し 、 県 内 4 市 町 、 大 阪 府 5 市 及び 京都 府 2 市 町 と 接し て いる 。 
大 阪 市 中 心 部 か ら 電 車 で 約 20 分 、 奈 良 市 中 心 部 か ら 電 車 で 15 分 と 近接 し た 距離 に 位置 し て 
お り 、 主 要 都 市 か ら の アク セス が 良く 、 典 型 的 な ベッ ド タ ウ ン と な っ て いる 。 


③ 面 積 
総 面積 は 53.15 平方 キロ メー トル (県 域 の 1.4%) で ある 。 


④ 地 形 等 (自然 環境 や 交通 状況 等 ) 
東西 約 8.0km、 南 北約 15.0km と 南北 に 細長 い 形 状 で 、 西 に 標高 642 メー トル の 生駒 山 を 主 
峰 と する 生駒 山地 が 、 東 に 矢田 丘陵 と 西の京 丘陵 が 並 走 し 緑 豊か な 自然 環境 に 恵まれ て いる 。 
交通 状況 に つい て は 、 近 鉄 生 駒 駅 を 中 心 に 近鉄 奈良 線 、 け い は ん な 線 、 生 駒 線 な どの 鉄道 路 
線 が 複数 通っ て お り 、 大 阪 府 と 奈良 市 を つなぐ 東西 及び 市 南部 の 移動 手段 と な っ て いる 。 路線 
バス は 市 中 心 部 で ある 近鉄 生駒 駅 ・ 東 生駒 駅 を 中 心 に 運行 し て お り 、 生 駒 市 が 提供 する コミ ュ 
ニテ ィ バ ス と と も に 、 市 民 の 日 常 生活 を 支え る 大 き な 役 割 を 果たし て いる 。 


⑤ 土 地 利用 

市 域 全体 が 都市 計画 区 域 に 指定 され て お り 、 そ の うち 市 街 化 区 域 は 総 面積 の 約 4 割 を 占め て 
いる 。 用 途 地域 区 分 で は 住居 系 用 途 が 最も 高く 、 商 業 系 及び 工業 系 用 途 の 占め る 割合 は 低い 。 
※ 住 居 系 用 途 : 86.596、 商 業 系 用 途 : 6.0%、 工 業 系 用 途 : 7.596 


⑥ 気 候 (気候 の 特徴 や 再 エ ネ 発 電 に 関係 する 日 照 時 間 ・ 風 況 等 ) 

生駒 市 の 年 平均 気温 は 15 で 程度 で 比較 的 温暖 な 気候 で ある が 、 最 低 気温 と 最高 気温 の 較差 
が 大 きい 盆地 気候 で ある 。 気象 庁 の 統計 デー タ に よる と 、 生 駒 市 と 同様 の 気象 環境 で ある 隣接 
する 奈良 市 の 2021 年 度 の 平均 風速 は 約 2.2m/s と 穏やか だ が 、 年 間 日 照 時 間 は 1,936.4 時 間 と 
全国 的 に 平均 的 な 値 で あり 、 太 陽光 発電 に 適し た 気候 と な っ て いる 。 


⑦ 人 口 (直近 の 住民 基本 台帳 人 口 や 近年 の 増減 の 状況 等 ) 

2023 年 1 月 の 人 口 は 、117.946 人 (51,416 世帯 ) で あり 、2013 年 の 121.331 人 を ピー ク 
に 減少 傾向 と な っ て いる 。 人 急速 に 高齢 化 が 進展 し て お り 、2015 年 か ら 2025 年 に か け て の 75 
歳 以 上 人 口 の 伸び 率 の 比 は 、 全 国 平均 (1.34) を 上 回 る 値 (1.65) と な っ て いる 。 


⑧ 産 業 構造 (第 一 次 産業 か ら 第 三次 産業 の 状況 や その 特徴 等 ) 
市 内 の 事業 所 数 は 全国 的 に も 多い と は 言え ず 、 県 外 就 業 率 が 高く 、 地 域 消 費 が 低い 。 ま た 、 
奈良 県 及び 全国 と 比較 する と 、 第 1 次 産業 の 割合 が 低く 、 第 3 次 産業 の 割合 が や や 高い 。 


第 1 次 産業 第 2 次 産業 第 3 次 産業 その 他 

生駒 市 0.9% 18.896 78.496 1.996 
奈良 県 2.496 21.496 73.196 3.296 
全国 3.4% 23.0% 70.696 3.0% 


※2020 年 国勢 調査 就業 状態 等 基本 集 


計 (総務 省 ) を 元 に 生駒 市 作成 


1.2 温室 効果 ガス 排出 の 実態 

本 市 の 温室 効果 ガス 全体 の 排出 量 は 2020 年 度 で 277.9 千 ttCO2 で ある 。20183 年 度 実績 と 比 
較 す る と 、2020 年 度 は 16.89%% 削 減 し て いる 。 

部 門別 の 温室 効果 ガス 排出 量 の 基準 年 度 比 の 増減 率 を 見 る と 、 新 型 コ ロナ ウィ ルス 感染 拡大 に 
伴う テレ ワー ク の 導入 ・ 拡 大 等 に より 家庭 で 過ごす 時 間 が 増え た こと 等 に よる 影響 が 大 きい も の 
と 推察 され る が 、 民 生 家 庭 部 門 が 5.19% 増 加 し た 一 方 で 、 民 生業 務 部 門 及 び 運 輸 部 門 が それ ぞ れ 
49.79% 及 び 11.0% 減 少し 、 全 体 と し て 16.89% の 減少 と な っ て いる 。 

本 市 で は 、 継 続 し て 実施 し て きた 創 エ ネ ・ 省 エネ シス テム 普及 促進 事業 (参照 P24) に よ 
り 、 民 生 部 門 (家庭 等 ) の 太陽 光 発 電 シ ステ ム 、 家 庭 用 燃料 電池 (エネ ファ ー ム )、 家 庭 用 リ チ 
ウム イオ ン 蓄 電 シ ステ ム 等 の 設置 を 促進 し て きた 。 民 生業 務 部 門 な ど 各 部 門 の 取組 が 今後 と も 必 
要 と な る が 、 住 宅 都市 で ある 本 市 に お いて は 、 民 生 家 庭 部 門 か ら の 温室 効果 ガス 排出 量 の 割合 が 
な お 多く (全体 の 約 50%)、 温 室 効 果 ガ ス 削 減 に 向け て 、 家 庭 部 門 を 対象 と し た より 一 層 の 対策 
が 必要 で ある 。 


( 千 t-CO02) 
部 門 2013 年 度 | 2020 年 度 (最新 年 度 ) 2030 年 度目 標 (※2) 
(基準 年 増減 率 増減 率 
度 ) (2013 年 度 比 ) (2013 年 度 比 ) 
(※1) (※1) 
SH エネ ルギー 転換 部 門 EE ーー ー — ー 
や AL (※3) 
ミ | 産業 部 門 31.4 31.6 0.5 25.6 人 18.5 
* 民生 部 門 232.5 192.2 4A19.9 127.1 4A45.3 
過 家庭 126. 4 138. 8 5.1 80.0 4A36. 7 
浸 業務 106. 1 53. 4 4A49.7 47.5 A455.2 
運輸 部 門 57.2 50.9 人 411.0 53.5 4A6.5 
エネ ルギー 起源 CO2 以外 5.9 3.2 人 A45.4 4.9 人 人 16.9 
の 温室 効果 ガス 
温室 効果 ガス 合計 327.0 277.9 人 A16.8 211.1 4A35. 4 
※ 1 : 端数 処理 の 関係 に より 、 数 値 が 合わ な いこ と が ある 。 


※2: 


※3 


各部 門 の 2030 年 度目 標 は 、 生 駒 市 環境 モデ ル 都 市 アク ショ ンプ ラン の 策定 時 に 設定 し た 目 
標 値 (2006 年 度 比 35% 削 減 ) の 内 訳 。 現 在 は 、 国 の 目標 を 上 回 る 削減 目標 の 設定 に 向け 、 
並行 し て 同 計 画 の 見 直し を 行っ て いる 。 


: エネ ルギー 転換 部 門 は 、 エ ネル ギー 起源 の 他 の 部 門 と し て 計上 し て いる 。 


1.3 地域 課題 


本 市 の 地域 主要 課題 と し て は 、 以 下 3 つと 捉え て お り 、 多 様 な 主体 や 世代 が つなが り 、 地 域 
コミ ュ ニ ティ を 活性 化す る 「 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり 」 と 自治 体 新 電力 「 い こま 市 民 パ ワー 
帳 」 に よる 電力 事業 を 通じ た まち づく り 、 課 題 解決 を 推進 し て いく 。 


まち づく ぐり 施策 の 相乗 効果 で 
地域 の 脱 談 素 化 と 活性 化 を 目指 す 


【 複 合 型 コミ ュ ニ ティ づく り 】 


【 課 題 1】 ベッ ド タ ウ ン モ デル か ら の 脱却 て 魅力 ある 地域 づく り の 促進 

本 市 は ベッ ド タ ウ ン と し て 発展 し て きた 特性 か ら 、 大 阪 へ の 就業 や 消費 に 依存 し て いる 。 県 
外 就 業 率 は 53.79%% と 全国 トッ プク ラス で 、 県 外 消費 も 奈良 県 は 15.9% (全国 平均 8.3%) と 高 
い 。 し か し 大 阪 へ 依存 し た まち づく り だ け で は 、 持 続 可能 な まち の 発展 は 見 込め ず 、 ベ ッ ド タ 
ウン モデ ル に 代わ る 新た な モデ ル が 必要 で ある 。 

また 、 市 民 の 自治 会 加入 率 が 2022 年 度 は 75.99% で は ある が 、 近 年 は 自治 会 加入 率 の 低下 が 
徐々 に 進行 し 、 担 い 手 不 足 や 住民 どう し の つなが り の 希薄 化 な ど 、 ベ ッ ド タウ ン 特 有 の 課題 も 
ある 。 本 市 で は 専業 主婦 や 退職 者 を 中 心 と し た 自発 的 な ボラ ンティア 活動 や コミ ュ ニ ティ 活動 
が 盛ん で ある た め 、 そ の よう なか 市 民 の 力 を 活か し た 魅力 ある 地域 づく り を 促進 し て いく 必要 が 
ある 。 


【 課 題 2】 少子 高齢 化 ・ 人 口 減少 へ の 対応 

本 市 の 人 口 は 約 11 万 8 千 人 で 、65 歳 以上 の 人 口 割合 は 29.19% と な っ て いる (いずれ も 2022 
年 12 月 1 日 現在 )。 市 の 推計 で は 、 今 後 も 人 口 は 減少 を 続け 、2060 年 に は 約 9 万 2 千 人 に 減 
少 す る と 見 込ま れ て いる 。 一 方 、65 歳 以上 の 人 口 割合 は 増加 を 続け 、 全 国 的 に も 早い ペー ス で 
2050 年 頃 に は 約 379% で ピー ク を 迎え る と 見 込ま れ て いる 。 

さら に 、20 代 を 中 心 に 市 外 へ の 転出 が 多く 、 高 齢 者 の 退職 に より 昼間 人 口 は 増加 傾向 に あ 
る 。 ま た 、2016 年 度 に 実施 し た 空き 家 実 態 調査 に よる と 、 本 市 の 空き 家 は 1,444 棟 あり 、 今 後 
急速 に 進展 し て いく 少子 高齢 化 に 伴い 、 空 き 家 も さら に 増加 する こと が 予想 され る た め 、 対 策 
が 必要 で ある 。 働き 盛 り の 世代 が 転出 する こと や 空き 家 が 増加 する こと は 、 市 民 税 、 固 定 資産 
税収 入 に 依存 する 典型 的 な ベッ ド タ ウ ン で ある 本 市 に と っ て 、 将 来 的 な 財政 状況 の 悪化 が 懸念 
され る 。 市 民 の 定住 意向 の 向上 や まち の 魅力 発信 を 通し た 転入 促進 、 転 出 抑 制 が 必要 で ある 。 


【 課 題 3】 地域 内 経済 の 循環 

本 市 の 事業 所 数 は 、2019 年 度 の 経済 セン サス に よる と 3,630 事業 所 あり 、 こ れ は 奈良 県 内 
の 市 町 村 で は 3 番目 に 多い が 、 奈 良 県 全体 の 事業 所 数 は 全国 で 37 番目 に と どまり 、 ま た 県 外 
就業 率 が 高い こと か ら 、 市 内 で の 雇用 創出 が 弱い と 考え られ る 。 

生駒 市 が 51% を 出資 し て 設立 し た 自治 体 新 電 力 で ある いこ ま 市 民 パ ワー 幌 は 、 市 外 に 流出 し 
て いた 電気 料金 の 市 域内 循環 や 雇用 確保 に よる 地域 経済 の 活性 化 等 を 設立 理念 と し て お り 、 同 
社 の 電源 と な る 再生 可能 エネ ルギー が 市 域 に 確保 され 、 経 営 が 安定 ・ 拡 大 する こと が 、 市 域内 
の 産業 ・ 経 済 循環 の 活性 化 に 資す る も の で ある 。 


1.4 地域 の 2030 年 以降 の 将来 ビジ ョ ン 


【 地 域 の 将来 ビジ ョ ン 】 
複合 型 コ ミュ ニテ ィ を 拡大 する こと に よる 脱 炭 素 住宅 都市 モデ ル 地 区 の 全市 展開 、 い こま 市 民 パ ワー 
A i MN I 
・ 実 装 を 通じ て 、 持 続 可 能 な サス ティ ナブ ル シ テ ィ を 実現 する 。 


最 先端 技術 の 率先 採用 ・ 
実装 


各区 の 衝 訂 用 
複合 弄 コ ミュ ニテ ィ づ くり ] 


「 NAIST と の 連携 | 


中 心 に 
市 域 全 体 へ の 再 エ ネ の 最大 限 の 普及 末吉 池 ・EV の 普及 で 災害 に 強い まち 
・ 公 共 施 設 群 に 加え 、 家 庭 ・ 事 業者 へ の 太陽 光 発 電 の 普及 再 エ ネ の 普及 と と も に 、 間 電池 (家庭 ・ 事 業者 、 系 統 側 ) の 導入 
・ 木 質 バ イオ マス 発電 所 に よる 再 工 ネ 電 力 の 活用 ・ 公用 車 や コ ミュ ニテ ィ バ ス に 加え 、 市 民 、 事 業者 が 広く EV を 活用 
・ 小 水力 発電 の 活用 ・EV 車 の 普及 に 欠か せな い 充 電装 置 を 始め と し た イン フラ の 整備 


新しい 脱 大 素 ラ イフ スタ イル の 獲得 

・ 空 き 家 等 を 活用 し た リノベーション 

・ ペ ロブ スカ イト な どの 新 技術 を 活用 し た 生活 スタ イル の 変容 
・ 食 品 ロ ス の 削減 


・ 街 中 を 自由 に 回 遊 で きる が リ ->XH- モ リティ 、EV カ か - ラ ュ ア リッ が の 普及 
・ 身 近 な コミ ュ ニ ティ の 活性 化 


サス ティ ナブ プル シティ の 実現 
て 世代 を 超え て 人 が つなが る 、 住 みや すく 活動 し や すい まち 
住宅 都市 に お ける 持続 可能 な まち づく り の 実現 に は 、 ま ず は 地域 の 交流 拠点 づく り が 重要 と な る 。 そ 
こ を 拠点 に 様々 な 主体 が 連携 し た 取組 が 進む こと で コミ ュ ニ ティ が 活性 化し 、 単 に 「 住 む お 」 だ け で な い 
多様 な 暮らし 方 が 広がり 、 地 域 課 題 の 第 1 に 掲げ た 「 ベ ッ ド タウ ン か ら の 脱却 」 が 図ら れる 。 本 市 が 展 
開 す る 空き 家 の 活 用 や EV カー シェ アリ ング 等 の 取組 は 、「 生 駒 市 都市 計画 マス ター プラ ン 」 等 の 関連 計 
画 と 連携 し た も の と な っ て いる 。 


現在 の 状況 2030 年 度 以降 の 想定 


人 口 は 2013 年 を ピー ク に 減少 し て お り 、 財 象 地域 を 始め 市 全体 で は さら に 人 口 減 
対象 地域 も 人 口 は 減少 し て いる 。 少 が 進行 する 。 


生産 年 齢 人 口 は 減少 し て いる 一 方 で 、 高 齢 高齢 者 比率 は 全国 平均 を 上 回 る ペー ス で 
者 人 口 は 増加 し て いる 。 増加 する と 見 込ま れる 。 


複合 型 コ ミュ ニテ ィ が 拡大 し 、 活 発 な 自 
自治 会 加入 率 は 徐々 に 減少 し て いる が 、| 治 会 活動 と と も に 市 民 や 事業 者 の 多様 な 
2022 年 度 に 75.99%% と 高い 加入 率 を 維持 。 | 活動 が 広がり 、 自 治 会 加入 率 も 高い 水準 
を 維持 。 
コミ ュ ニ ティ を 中 心 と し た 多様 で 豊か な 
暮らし 方 が 訴求 され る こと で 、 転 入 の み 


誰 も が 移動 し や すい コン バク トシ ティ 
・MaaS の 違 入 な ど 、 デ ジタル 技術 を 駆使 し た 公共 交通 網 の 整備 


コミ ュ ニ ティ の 活動 


市 民 の 定住 意向 は 微減 し て お り 、 市 全体 で 
市 民 の 定住 意向 魅力 ある まち つく り の 展開 ・ 発 信 に 力 を 人 ここ 市 民 の 定住 意向 も 向上 する こと 


れ て いる 。 を 上 は 

が 見 込ま れる 。 
ベッ ド タ ウ ン と し て 発展 し て きた 特性 か | 本 市 の 北 に 位置 する 学研 高山 地区 第 2 工区 
ら 、 県 外 就業 率 が 高く 事業 所 数 は 少な い 。 | が 新た な 産業 ・ 学 術 研究 拠点 と な る 。 
地方 公共 団体 の 都市 計画 等 と の 連携 


計画 名 慎 馬 市 都市 計画 マス ター ブラン (2021 年 度 策定 
2031 年 度 を 目標 年 度 と し て 、 民 間 事 業者 と 連携 し た 「 い こま 空き 家 流 通 促進 プラ ッ 
概要 ト ホ ー ム 」 の 運営 支援 に よる 中 古 住 宅 の 流通 ・ 利 活用 、 多 様 な サー ビス と 人 的 交流 
が 生ま れる 複合 型 コ ミュ ニテ ィ の 取組 、 カ ー シ ェ アリ ング が 普及 し た 姿 な ど 近 未来 
の くら し の イメ ー ジ を 提示 。 
上 記 の 取組 に つい て は 、 先 行 地域 内 で 重点 的 に 取り 組み 、 市 内 に 限ら ず 全 国 に お け 
る モデ ル 地 区 と し て 脱 炭 素 化 を 実現 する こと を 市 長 及 び 担 当 課 と 協議 済み で ある 。 
計画 名 生駒 市 地域 公共 交通 計画 (2020 年 度 策定 ) 
2031 年 度 を 目標 年 度 と し て 、 公 共 交 通 の 利便 性 向上 の た め 、 市 民生 活用 MaaS 等 に よ 
る 公共 交通 施策 の 実施 に 向け た 検討 を 行う 。 


産業 


鉄道 、 バ ス 等 の 公共 交通 機関 も る 含め た 市 民生 活用 の MaaS 等 に よる 検討 を 進め る こと 
で 、 市 長 及び 担当 課 と 協議 済み で ある 。 


2. 脱 炭 素 先行 地域 に お ける 取組 
2.1 脱 炭素 先行 地域 の 概要 


【 脱 炭素 先行 地域 の 対象 】 
萩 の 台 住宅 地 自 治 会 及び ひか り が 人 丘 自治 会 の 全域 
公共 施設 及び 自治 会 集会 所 、 大 学 、 金 融 、 交 通 、 ご み 処 理 等 の 民間 施設 群 


【 主 な エネ ルギー 震 要 家 】 
戸 建 住宅 1.345 戸 、 公 共 施 設 89 施設 、 自 治 会 集会 所 107 施設 、 民 間 施 設 36 施設 


【 取 組 の 全体 像 】 
公募 に より 2 つの 大 規模 住宅 団地 を 先行 地域 に 選定 し 、 自 治 体 新 電力 いこ ま 市 民 パ ワー 帽 に よる 
電力 事業 の 実践 と 、 地 域 の 集会 所 等 を 複合 型 コ ミュ ニテ ィ 拠 点 と し て 活用 する 2 つの まち づく り 事 
業 を 相乗 的 に 組み 合わ せ 、 既 存 の 住宅 地 を 中 心 に 地域 の 脱 炭 素 化 と 活性 化 を 同時 に 実現 する こと を 
目指 す 。 


【 民 生 部 門 電力 の 脱 大 素 化 に 関す る 主 な 取組 】 
① いこ ま 市 民 パ ワー 帽 と ジャ パン ・ リ ニュ ー ア ブル ・ エ ナジ ーー 帽 、 カ ジノ ン 内 が 中 心 と な っ て 
PPA 事業 会 社 (SPC) を 設立 し 、 約 14MW の 太陽 光 発 電 と 約 24MWh の 系 統 側 蓄電 池 等 を 市 域 


に 設置 。 市 内 で 操業 

に M 支援 会 融 
を 開始 す る 木質 バイ a ーー を 特別 目的 会 社 発電 
オマ ス 発 電 所 か ら の | フロ シク ト を 遂 | 叶 NY 
ーー ニ 、 : 溝 力 調 達 ・ 小 完 に ニニ 
調 達 電力 と 併せ て い 。。 DRE : PP 全体 お "た カト 放 エ へ 陽光 発電 
こま 市 民 パ ワー 帆 の 資 が : PV 設計 ・ 施 管理 管理 設置 施設 
a ‘ = (リー 設立 |※ 施 工 は 地元 事業 者 を 活用 し 、 
電源 と し て 活用 し 、 いこ ま 市 民 パワ ー(ICP) | 地域 で の 経済 価 環 促進 


、 戸 特別 目的 会 社 (SPC) を 通じ た 
ヽ で" 日 ロ 又 
に 供給 し て 脱 炭 素 化 
② 大 型 蓄電 池 の 設 置 並 びに 電力 使用 量 の 見 える 化 に よる 天 要 の 抑制 及び タイ ムシ フト に より 地域 
内 で の 需給 バラ ンス を 向上 


【 民 生 部 門 電力 以外 の 脱 炭 素 化 に 関す る 主 な 取組 】 

③ 複合 型 コ ミュ ニテ ィ で 、 移 動 販売 、 食 事 支 援 、 自 習 室 活用 及び 本 や 不用 品 の 回 収 ・ 交 換 と いっ 
た 様々 な 取組 の 展開 を 図り 、 地 域 住 民 の 拠点 と し て 活性 化 を 図る 。 車 で 遠方 まで 出かけ る 必要 が 
な く な り 、 ク ー ル スポ ッ ト と し て も 機能 する こと に よる 省エネ の 促進 を 図る 。 


また 、 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ を 中 心 に 以下 の 取組 を 普及 し 、 全 市 展開 を 図る 。 

④ 奈 良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 と の 連携 に よる EV カ ー シ ェ アリ ング の 実施 

⑤ コ ミュ ニテ ィ バ ス 、 公 用 車 、 ご み 収 集 車 及び マイ カー の EV 化 並び に 主要 な 公共 施設 、 ガ ソリ ン 
スタ ンド 及び 自治 会 等 へ の 急速 充電 器 の 設置 に よる EV 利用 環境 の 整備 

⑥「 い こま 空き 家 流 通 促 進 プ ラッ ト ホ ー ム 」 に よる オー ダー メー ド の 空き 家 流 通 促進 支援 を 通じ た 
省エネ リフ ォ ー ム ・ リ ノ ベ ー シ ョ ン の 強化 


【 取 組 に より 期待 され る 主 な 効果 】 

① 住民 が 主体 的 に まち づく り に 参画 する こと で 、 世 代 を 超え て 交流 する 場 づ くり が 展開 され 、 既 
存 の 住宅 地 の 脱 炭素 化 が 促進 され る 。 

② 再 エ ネ の 地産 地 消 モデ ル が 安定 ・ 拡 大 する こと で 、 域 内 経済 循環 お よび レジ リエ ンス 向上 が 見 
込ま れ 、 地 域 課 題 の 解決 に 寄与 。 

③ 地域 コミ ュ ニ ティ 活性 化 と 自治 体 新 電力 に よる 地産 地 消 モデ ル の 相乗 効果 に よっ て 、 少 子 高齢 
化 ・ 人 口 減少 の 問題 に 直面 し つつ ある 本 市 の 課題 解決 と 、 典 型 的 な ベッ ド タ ウ ン と し て 大 阪 な ど 
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の 大 都市 に 依存 し て きた 都市 経営 デル か ら 脱 却 。 


【 地 域 の 将来 ビジ ョ ン と の 関連 性 】 

① 複合 型 コ ミュ ニテ ィ を 拡大 する こと に よる 脱 炭 素 住宅 都市 モデ ル 地 区 の 全市 展開 と いこ ま 市 民 パワ 
一 帆 が まちづくり 会 社 と し て 貢献 する 市 民主 体 の まち づく り の 相乗 効果 に 加え 、 奈 良 先端 大 の 最 先 端 
技術 の 採用 ・ 実 装 を 通じ て 、 持 続 可能 な サス ティ ナブ ル シ テ ィ を 実現 する 。 

② 将来 ビジ ョ ン の 達成 に は 、 ま ず は 地域 の 交流 拠点 づく り が 重要 と な り 、 住 民主 体 の まち づく り 
が 進む び むこ と で コミ ュ ニ ティ が 活性 化し 、 単 に 「 住 む 」 だ け で な い 多 様 な 暮らし 方 が 広がり 、 地 域 課 
題 で ある 「 ベ ッ ド タウ ン か ら の 脱却 」 が 図ら れる 。 


【 ス ケ ジ ュ ー ル 】 


RS oe | WWW | 0 | | 


取組 ② 


取組 ③ 


取組 ④ 


取組 ⑤ 


取組 ⑥ 


複合 弄 コ ミュ ニテ ィ づ くり に 取り 組む 自治 会 と 連携 し 、 地 域 の 脱 炭素 を 促進 
バイ オマ ス 発 電 所 
2 号機 の 立 上 げ 


住宅 や 施設 等 に お ける 太陽 光 発 電 パ ネル 設置 


ペロ ブス カイ ト 型 太陽 電池 の 利 活用 促進 


生駒 市 域内 に お ける 系 統 側 


蓄電 池 の 設 置 


複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり を 通じ た 脱 庶 素 ラ イフ スタ イル の 定着 


2.2 対象 と する 地域 の 位置 ・ 範 囲 


【 対 象 地域 の 位置 ・ 範 囲 】 


く 住宅 街 > 
ひか り が 丘 自 治 会 : 646 戸 
萩 の 台 住宅 地 自 治 会 : 699 戸 合計 1.345 戸 


ーー 9 失 た ー- aw ンー 

N ビー = mm-. に 

3 エリ ア 内 電力 需要 3 905 千 klh エリ ア 内 電力 需要 : 3.577 填 kh 
新設 大 陽光 。 :783KI 新設 大 陽光 724Kl 


ご 公 的 施設 等 の エネ ルギー 管理 を 一 元 化 する こと が 合理 的 な 施設 群 > 
生駒 市 内 の 以下 232 の 公共 ・ 民 間 施 設 

O 公 共 施設 : 89 施設 

・ 生 駒 市 、 奈 良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 

〇 民間 施設 : 143 施設 の 名 

・ 高 山 サ イエ ンス プラ ザ (奈良 先端 科学 技 ew " 

術 大 学院 大 学 支援 財団 ) : 1 施設 ・ 

治 会 集会 所 : 107 施設 Hi ; 

・ 金 融 機関 、 郵 便 局 : 14 施設 っ に 

・ 生 駒 商工 会 議 所 : 1 施設 > 

・ 自 動車 ディ ー ラ ー : 16 施設 2 

・ ご み 処 理 ・ 再 資源 化 事業 者 : 4 施設 す 


公共 施設 民間 施設 


Cctc) 


【 対 象 地域 の 特徴 】 
く 住 宅 街 > 
複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり 等 の 日 常 的 ・ 定 期 的 な 地域 活動 に 取り 組む 自治 会 か ら 公募 を 行い 、 
住民 説明 会 等 を 経て 合意 形成 が で きた 萩 の 台 住宅 地 と ひか り が 丘 の 2 地区 を 選定 し た 。 2 地区 で 
は 、 以 下 の と お り 、 生 ご みせ で 資源 ご み の 回 収 、 リ サイ クル を 中 心 に 、 多 世代 が 交流 する 場 づ くり 
に 取り 組ま れ て いる 。 

2 地区 は 、 い ずれ も ほぼ 全域 が 第 一 種 住居 地域 又は 第 一 種 低 層 住 居 専 用 地域 と いう 、 典 型 的 な 
住宅 地 で ある 。 ま た 、65 歳 以上 の 高齢 者 が 占め る 比率 は 、 萩 の 台 住宅 地 で 529%、 ひ か り が 丘 で 
429% と 、 い ずれ も 市 の 平均 (29%) 以上 に 高齢 化 が 進む 地区 と な っ て いる 。 

選定 地区 | 取組 拠点 コミ ュ ニ ティ づく り 活 動 の 概要 


毎日 排出 され る 生 ご み を 肥料 化 で きる 装置 を 中 心 に 、 カ フェ な ど 多 様 な 
コン テン ツ を 組み 合わ せ 、 ご み 出 し の つい で に 交流 する 場 づ くり を 実 


生 ご みか ら 発 生 し た メタ ン ガ ス を 利用 し て 調理 し た 軽食 カフ ェ ( 緑 


ae 多種 多様 な 資源 ご み を 回 収 する 場 を 中 心 に 、 カ フェ や 不用 品 交換 コー 
ひか り が 丘 自治 会 | 信男 ナー、 子 ども 向け の 漫画 図書 室 を 併設 。 多 世代 を 呼び 込む た め に 健康 孝 
室 や 子ども 向け の 駄菓子 屋 等 と 同時 開催 し て いる 。 
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複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり 事業 


地域 コミ ュ ニ ティ の 場 
市 民 余っ た 食料 、 本 (集会 所 な ど に 太陽 光 発 電 ・ 
食器 、 生 ご み 池 の 設 置 ) 


1 
環境 ・3R (コミ ステ ) 


e 生 ご み を 堆肥 化 = @ 乗 り 合い 自動 車 
@ も っ た いな い 食 器 市 | (@ 百 歳 体操 ・ 軽 スポ ー ツ (災害 時 非常 電源 ) 
@ フ リー マー ケッ ト @ 音 楽 、 文 化 、 本 @EV カ ー シ ェ ア 拠 点 


@ 宗 で 余っ た 食料 @ 出前 講座 @ EV 急速 充電 器 
e 資 源 回 収 ・ 分 別 e 移動 保健 室 
@ 地域 の 脱 炭 素 化 コミ ュ ニ ケー ショ ン 一 
@ 地域 Cafe (認知 症 ) 
@ 地域 サロ ン 
子育て ・ 女 性 活躍 
e こども 食堂 (テイ クア ウト ) 
@ デ テレ ワー ク 


| 買物 ・ 生 活 支援 


歩い て 行け る 自治 会 会 所 等 の 施設 を 、 世代 を 超え て 楽し く 集 い 、 暮 らし を 支え る 場 と し て 、 自 治 
会 ・ 住 民 が 主体 と な っ て 運営 する コミ ュ ニ ティ 。 農家 や 移動 スー パー に よる 移動 販売 、 キ ッ チ ンカ ー や 
地域 食堂 に よる 食事 支援 、 自 習 室 活用 、 本 や 不用 品 の 回 収 ・ 交 換 と いっ た 様々 な 取組 が 展開 され 、 地 域 

の 交流 拠点 と な っ て いる 。 

市 内 の 自治 会 128 の うち 、8 自治 会 が 取組 を 実践 中 で あり 、2023 年 度 は 14 自治 会 に 拡大 予定 で 、 順 
次 市 域 の 他 地 区 に 展開 し て いく 。 

【 参 考 】 萩 の 台 住宅 地 の 取 組 https://goodcycleikoma.jp/5108/ 

ひか り が 人 丘 自治 会 の 取組 https://goodcycleikoma.jp/8040/ 
ぐ 公 的 施設 等 の エネ ルギー 管理 を 一 元 化す る こと が 合理 的 な 施設 群 > 

対象 と する 公共 ・ 民 間 施設 群 は 、 生 駒 市 の 本 庁舎 の ほか 、 小 中 学校 、 保 育 園 ・ 幼 稚 園 、 下 水 ・ 
し 尿 処理 施設 等 の 公共 施設 、 国 立 の 研究 ・ 教 育 機関 及び 自治 会 集会 所 に 加え 、 人 金融 、 交 通 、 ご み 
処理 ・ 再 資源 化 と いっ た 民間 施設 で ある 。 こ れ ら は 、 市 域 の 民生 業務 部 門 の 電力 需要 の うち 約 
309% を 占め る 施設 群 で あり 、 耐 岩 性 等 の 施工 上 の 課題 か ら 太 陽光 発電 の 設置 に 至っ て いな い 施 設 
が 多く 、 軽 量化 が 進む 太陽 光 パ ネル や 新 工法 の 採用 に より 、 多 く の 施 設 で 設置 が 期待 で きる 。 


【 地 域 課題 と の 関係 性 や 将来 ビジ ョ ン 等 を 踏ま えた 対象 地域 の 設定 理由 】 

本 市 に お いて は 、 温 室 効果 ガス 排出 量 の 内 訳 か ら 、 民 生 家 庭 お よび 業務 部 門 の 温室 効果 ガス 排 
出 量 の 削減 が 重要 と な っ て いる 。 ま た 、 前 述 の 地域 課題 に も 対応 する 取組 と し て 、 住 宅 都 市 な ら 
で は の 新た な まち づく り モ デル ・ サ ステ ィ ナ ブル シテ ィ の 実現 に 向け て 、① 地 域 の 交流 拠点 を 活 
性 化す る 「 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり 」 と 、②「 い こま 市 民 パ ワー 則 」 を 中 心 と する 電力 事業 を 
通じ し た まち づく り を 推進 し て いる 。 

住宅 都市 に お ける 脱 炭 素 化 の 実現 に あたっ て は 、 ま ず は 複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり の よう に 、 
歩い て 行け る 地域 の 交流 拠点 づく り に 取り 組む こと で 、 遠 方 へ の 車 の 利用 や 各 家庭 で の エネ ル ギ 

ー 消 費 を 抑制 し 、 脱 炭素 化 に も 貢献 で きる も の と 考え 、 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり 等 の 地域 活動 
に 積極 的 に 取り 組ん で いる こと を 条件 と し て 、 市 内 の 全 自 治 会 を 対象 に 公募 を 行っ た 。 先 行 地域 
と し て 選定 し た 2 地区 は 、 申 し 出 の あっ た 5 地区 の うち 、 住 民 を 対象 と する 説明 会 等 を 行っ た う 
え で 、 自 治 会 の 了解 を 得 ら れ た 地区 で ある 。 

さら に 、 市 域 の 脱 炭 素 化 を 実現 する た め に は 、 住 生活 エリ ア の 脱 炭 素 化 に 率先 し て 、 公 共 施 設 
だ け で な く 、 本 プロ ジェ クト を 通じ て 再 エ ネ 1009% の 電力 供給 を 目指 すい こま 市 民 パ ワー 内 の 理 
念 に 賛同 し 、 同 社 か ら の 電力 調達 等 に 協力 する 民間 企業 の 施設 群 の 脱 炭 素 化 に 並行 し て 取組 むこ 
と が 重要 で ある 。 こ の こと か ら 、 温 室 効果 ガス 削減 効果 を 最大 限 高 め る た め 、 市 内 全域 の 公共 施 
設 お よび 速やか な 合意 形成 が 期待 で きる 民間 施設 を 対象 と し て 、 計 232 の 施設 群 を 設定 し た 。 
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ROSA ss 
提案 地方 公共 団体 内 


民間 施設 143 施設 3 359 施設 
ee EE ボボ 〔 〔 トト { ハ 〔0wW〔 


民生 部 門 の 電力 需要 量 ( 合 計 ) 46, 261, 171 kWh/ 年 11.8% 393, 000, 000 kWh/ 年 


導 対 畑 謝 付 打 


【 公 募 に よる 住 生 活 エ リア の 選定 に つい て 】 
< く < メリット > 
・ 公 募 プ ロ セ ス を 採用 する こと で 、 市 内 全域 に 取 
組 の 周知 が で き 、 関 心 を 高め る と と も に 、 自 治 
会 間 の 公平 性 の 確保 及び 自治 会 役員 ・ 住 民 の 一 
合意 を 踏ま えた 円 滑 な 地区 選定 が 可能 ② 自 治 連合 会 と の 協議 
・ 今回 選定 し な か っ た 3 地区 に 加え 、 追 加 公募 ーー テーーーーーー」 
に よる 先行 地域 の 拡大 ・ 脱 度 素 ドミ ノ を 推進 フン ント の 
今回 の 公募 (2022.12.20 て 2023.1.18) で の 師 補 地区 の 選定 
は 、 5 自治 会 か ら 申 し 出 が あり 、2 地 区 を 選定 | 


【 ス ケ ジ ュ ー ル 】 


① 地 区 設定 の 基準 策定 


⑤ 自 治 会 長 ・ 役 員 ・ 地 区 内 住 


・ 脱 炭素 ドミ ノ に より 、 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ が 相 民 と の 合意 形成 

乗 的 に 拡大 し 、 地 域 課題 の 解決 が 促進 EE 
< 応募 要件 ・ 協 力 を 求め る 取組 > 209 生 2 月 ドー | 

・2030 年 ゼロ カー ボン を 目指 し 、 モ デル 地区 と 2023 年 度 以降 |---| の 進 朱 評 価 ・ 選 定 基準 見 直し トー… 

し て 積極 的 に 取り 組む こと ⑧ 追 加地 区 公募 

O「 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 」 を 活 EE 2 

用 し 、 集 会 所 や 各 家庭 に 太陽 光 パ ネル 等 を 設置 [MR CE | 


〇 集会 所 等 に 加え 、 各 家庭 の 電気 も いこ ま 市 民 
パワ ー 幌 か ら 購 入 
〇 電力 需給 ひっ 人 迫 時 の ピー クシ フト ほか 
会 所 等 で 日 常 的 ・ 定 期 的 な 地域 活動 に 取り 組み 、 地 域 住 民 の 交流 拠点 と し て 活用 する こ 
〇 集会 所 等 を 脱 炭 素 ラ イフ スタ イル の 発信 拠点 と し 、 各 種 施策 の 周知 啓発 に 協力 
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生駒 市 は 、 国 が 目標 と する 2050 年 カー ボン ニュ ー トラ ル に 向け 、 
2030 年 まで に 脱 炭 素 を 達成 する "住宅 都市 の 脱 炭 素 モ デル 自治 会 "の 
実現 を 目指 し 、 取 組 を 開始 し ます 。 

地域 活動 を 通じ た 地域 と 家庭 の 脱 炭 素 化 に ご 協力 いた だ ける 自治 
会 か ら の 応募 を お 願い いた し ます 。 


【 募 集 期間 】 
令 和 4 年 12 月 20 日 ( 火 ) 


【 応 募 要 件 】 

〇 2030 年 ピロ カー ボン を 目指 し 、 モ デル 地区 と し て 積極 的 に 取り 組む こと 

〇 自治 会 集会 所 等 で 日 常 的 ・ 定 期 的 な 地域 活動 に 取り 組み 、 地 域 住 民 の 交流 拠点 
と し て 活用 する こと 


^ 令 和 5 年 1 月 18 日 ( 水 ) まで 


」※ 例 と し て 、 生 駒 市 が 推進 する 「 複 合 型 コミ ュ ニ ティ づく り 」 の 取組 を 想定 し て いま す 。 1 
「 複 合 型 コミ ュ ニ ティ づく り 」 と は 、 自 治 会 ・ 住 民 が 主体 と な っ て 、 日常 的 に 歩い て 行 
ける 自治 会 集会 所 等 の 施設 を 、 世 代 を 超え て 楽し く 集 う コ ミュ ニテ ィ ス ペー ス と し て 運 | 

L 営 する 取組 の こと で す 。 I 


【 地 区 選定 】 
ご 応募 いた だ いた 自治 会 と 個別 に 打合せ し 、 役 員 ・ 住 民 説明 会 を 開催 する な ど 、 
住民 の 皆さま に も ご 理解 を いた だ いた 上 で 、 2 月 頃 の 地区 決定 を 目指 し ます 。 


【 取 組 期間 】 
令 和 5 年 度 … 令 和 12 年 度 (予定 ) 


| ※ こ の 取組 は 、 国 の 交付 金 の 活用 を 想定 し て いま す 。 交付 金 は 、 対 象 自治 会 を 「 脱 炭素 先 
」 行 地域 」 と する 国 の 指定 を 受け る こと で 利用 可能 と な り ま す 。 生駒 市 で は 、 令 和 5 年 2 

」 月 に 国 に 申請 予定 で あり 、 国 の 指定 が 受け られ る こと て 市 の 予算 が 成立 する こと を 条件 ! 
1 と し て 取組 を 開始 する こと を 想定 し て いま す 。 I 


【 応 募 方 法 】 
生駒 市 役所 SDG s 推進 課 (0743-74-1111 内 線 2120) まで ご 連絡 


【 自 治 会 に 協力 し て いた だ く 取 組 (予定 ) 】 

の 集会 所 や 各 家庭 に 太陽 光 パ ネル 等 を 設置 設置 費用 無料 の サー ビス を 展開 予定 
の 集会 所 を 脱 炭 素 ラ イフ スタ イル の 発信 拠点 と し て 、 周 知 啓発 に 協力 

の 集会 所 に 加え 、 各 家庭 の 電気 ちい ご ま 市 民 パ ワー 帆 か ら 購入 する よう 協力 


※ 現 時 点 で 予定 する 取組 内 容 と メリ ッ ト は 、 国 の 制度 見 直し や 取組 の 詳細 検討 等 を 踏ま えて 
変更 する 場合 が あり ます 。 


< 生駒 市 spGs 推 進 課 > 
全 自 治 会 へ の 募集 案内 
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生駒 市 は 、 国 が 目標 と する 2050 年 カー ボン ニュ ー トラ ル に 向 
け 、2030 年 まで に 脱 炭 素 を 達成 する "住宅 都市 の 脱 炭 素 モ デル 自 
治 会 "の 実現 を 目指 し て いま す 。 

秋 の 台 住宅 地 自治 会 が 国 か ら 「 脱 炭素 先行 地域 」 の 選定 を 受け 
て 事業 を 開始 する た め 、 地 区 住民 の 皆さま を 対象 に 、 生 駒 市 が 想 
定 する 事業 に つい て の 説明 会 を 開催 いた し ます 。 

皆さま に ご 協力 を いた だ きま す よ う よ ろ し く お 願 いい た し ます 。 


量 日 時 : 令 和 5 年 2 月 9 日 ( 木 ) 14:00~ 


(1 時 間 程度 ) 
量 場 所 : 萩 の 台 住 宅地 集会 所 


【 想 定 す る 事業 の 概要 】 
昌 取 組 期間 
〇 令 和 5 年 度 令 和 12 年 度 (予定 ) 


還 取 組 の 骨格 
O 〇 地域 コミ ュ ニ ティ の 活性 化 で 脱 談 素 化 を 促進 
自治 会 集会 所 を 世代 を 超え て 人 が 集まる 交流 拠点 と し て 活用 し ます 。 


〇 自治 体 新宮 力 「 い こま 市 民 バ ワー 帳 」 が 再 エ ネ 電 力 を 地域 に 供給 
再 エ ネ 電 力 を 利用 し て 、 電 力 消費 に 伴う CO2 排 出 ゼ ロ を 目指 し ます 。 


昌 自 治 会 と 各 家庭 に ご 協力 いた だ く こ ご と ( 底 更 する 場合 が あり ます ) 
〇 集会 所 や 家庭 で 太陽 光 バ ネル 等 を 設置 (※ 設 言 苦 無料 の リー ビス を 展開 予定 ) 


〇 集会 所 に 加え 、 各 家庭 で も いこ ま 市 民 パ ワー 絢 か ら の 電力 購入 に 協力 
〇 自治 会 は 、 集 会 所 を 脱 成 素 ラ イフ スタ イル の 発信 拠点 と し て 活用 な ど 


| ご の 取組 は 、 国 の 交付 金 の 活用 を 起 定 し て いま す 。 人 交付 金 を 活用 する た め 、 対 象 白 治 
| 会 が 「 脱 炭素 先行 地域 」 と し て 国 か ら 避 定 さ れる ご と て 市 の 予算 が 成立 する ご と を 条 I 
, 件 と し て 取組 を 開始 す る ご と を 想定 し て いま す 。 ! 


a < の 


自 * ム の 


治 会 で 説明 会 を 開催 する 際 の 回 覧 文書 
( 萩 の 台 住宅 地 自 治 会 だ より 2 月 号 ) 


2.3 脱 炭 素 先行 地域 の 再 エ ネ ポ テン シャ ル の 状況 


(1) 再 エ ネ 駆 存 量 を 踏ま えた 再 エ ネ 導 入 可 


ち E 旦 - 


有 時 


太陽 光 発電 設備 、 木 質 バ イオ マス 発電 の 導入 可能 量 は 、REPOS 調査 及び 独自 調査 等 の 結果 、 生 駒 
市 全体 で 378, 124kW で ある 。 そ の 上 で 、 下 表 の 通り 考慮 すべ き 事 項 を 踏ま えて 除外 すべ きも の を 除 
いて 試算 し た 結果 、 合 計 で 238.160kW で ある 。 


再 エ ネ | 地方 公共 団体 内 調査 状況 考慮 すべ き 事 項 ② 除外 後 の 
種別 導入 可能 量 ① (その 手法 ) (経済 合理 性 ・ 支 障 の 有無 等 ) 導入 可能 量 
(①-②) 
太陽 光 |373,964 恨 済 (REP0S) | 建物 の 構造 上 の 課題 や 、 傾 斜 の 向き 、 |238,000 
発電 ロー 部 済 (OO 〇 ) | 用地 確 保 ・ 造 成 等 に 伴う 支障 を 考慮 し (kW) 
(kW) ー 定 割合 を 除外 する 。 
除外 量 : 135, 964 (kW) 
小 水力 |O 愉 済 (REP0S) 0 
発電 (kW) | ロー 部 済 (OO 〇 ) 除外 量 : -(kW) (kW 
木質 バイ オ |160 恨 済 (共同 提案 者 よ 160 
マス 発電 (kW) り ヒ アリ ング ) (kW) 
ロー 部 済 (OOO) 除外 量 : -(kW) 
風力 発電 |4,000 恨 済 (REPOS) | 採算 性 を 考慮 し 、 全 量 を 除外 0 
(kW) | ロー 部 済 (OO 〇 ) 除外 量 : 4.000(kW) (kW) 
地熱 発電 |0 選 済 (REPOS) 0 
(kW) | ロー 部 済 (OOO) 除外 量 : -(kW) (kW 
合計 378, 124 238, 160 
(kW) 除外 量 : 139, 964 (kW) (kW) 
【 太 陽光 発電 】 


REPOS 調査 の 結果 、 導 入 可 能 量 は 373.964k W (建物 系 : 309.233kW、 土 地 系 : 
64.731kW) 。 こ の うち 建物 系 に つい て は 、 構 造 上 の 課題 や 、 傾 斜 の 向き ・ 影 の か か る 場所 等 の 理 
由 で 一 定 割 合 不適 な 設置 場所 が 存在 する と 想定 され る が 、 今 回 の 先行 地域 の 対象 施設 に お ける 調 
査 か ら 、1/4 程度 は この よう な 場所 で ある と 想定 し 、 ポ テン シャ ル を 232MW と 見 積もっ た 。 ま 
た 土地 系 に つい て は 、2019 年 に ポテ ン シ ャ ル 数 千 kW 程度 の 複数 の 候補 地 に つい て 導入 可能 性 
を 調査 し た 際 に 、 用 地 取 得 や 許認可 取得 の 可能 性 や 土地 造成 な どの 必要 性 等 か ら 設置 可能 性 の あ 
る 場所 が 1 割 程度 で あっ た こと か ら 、 除 外 後 の 導入 可能 量 を 6MW 程度 と 見 積もっ た 。 


【 風 力 発電 】 
REPOS 調査 の 結果 、 導 入 可 能 量 は 4.000kW で あっ た が 、 中 小型 の 風車 の 設置 が 想定 され る 
と ころ 、 現 在 の 技術 ・ 価 格 帯 で は 十分 な 採算 が 見 込め ず 、 全 量 を 除外 し た 。 


【 バ イオ マス 発電 】 

TJ グル ー プ ホー ルディ ング ス 幌 が 生駒 市 内 に 9.980kW の バイ オマ ス 発 電 所 を 建設 予定 で あ 
り 、 発電 所 の 燃料 約 98.000 t の うち 約 1,500t を 生駒 市 で 排出 され る 事業 系 静 定 ご み を 活用 する 
も の と 想定 し 、 発 電 容 量 の うち 約 1.6% の 160kW を 導入 可能 量 と し た 。 

また 、 本 市 の 北 に 位置 する 学研 高山 地区 第 2 工区 に お いて 、 ま ち づ く り 事 業 の 検討 が すす め ら 
れ て お り 、 人 造成 開始 予定 の 2025 年 度 以降 か ら 数 年 に わた っ て 、 相 当量 の 市 内 産 バ イオ マス を 活 
用 で きる 見 込み で ある と 担当 課 に 確認 済 。 
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(2) 新規 の 再 エネ 発電 設備 の 導入 予定 


【 太 陽光 発電 】 内 訳 は 別紙 参照 。 な お 、 次 世代 型 太陽 電池 (ペロ ブス カイ ト 型 太陽 電池 等 ) に つい 
て は 別途 下記 の 通り 設置 予定 。 


Eo オン サイ ト .| 設置 ーー 設備 能力 | 発電 量 FS 調査 等 | 合意 形成 
設置 場所 | 設置 者 | ナラ サイ ト | 方 法 数 量 | kW) | (kWh/ 年 ) | 人 時 期 | 実施 状況 状況 
戸 建 住宅 i オン サイ ト | 屋根 置き | 計 272 戸 | 1.507| 1.979.410| R5"R9 未 実施 一 部 合意 
家庭 (その 他 ) td オン サイ ト | 屋根 置き | 計 73 施 設 | 2.574| 3.382.534|  R8"R9 調査 中 一 部 合意 
オフ ィ ス ビル AR オン サイ ト | 屋根 置き | 計 21 施 設 | 710| 932.798| Rg 調査 中 一 部 合意 
PPA に 屋根 置き (9 | 。」 。。 。。 。 8 5 5 
公共 施設 事業 者 | オン サイ ト | こと) | 計 6 施設 | 8.873|11.658.995| RTR9 調査 中 合意 済 
公共 (その 他 ) a オフ サイ ト | 野立 て | 計 3 カ 所 451| 592.088| R7R8 調査 中 一 部 合意 
その 他 RA オン サイ ト | 屋根 置き | 計 3 施設 224| 294.668|  R9 調査 中 一 部 合意 
合計 14, 339|18, 840, 493 
① 戸 建 住宅 
(FS 調査 等 実施 状況 ) 
未 実施 
合意 形成 状況 ) 


市 内 自治 会 の 連合 組織 で ある 市 自治 連合 会 に 、 自 治 会 を 対象 に 脱 炭 素 先行 地域 の 募集 を 行う と 
と も に 、 選 定 さ れ た 地区 に お いて は 集会 所 及び 個別 世帯 の 屋根 に 太陽 光 パ ネル 等 の 設置 を 促進 す 
る 等 の 事業 概要 を 説明 し 、 了 解 を 得 た (12/8 役員 会 議 。 P12 スケ ジュ ー ル ②) 。 

全 自 治 会 を 対象 と し て 公募 (12/20~1/18) し た 結果 、5 つの 自治 会 か ら 応募 が あっ た 。 各 自治 
会 と の 個別 調整 に あたっ て は 自治 会 長 及 び 役 員 の 意見 を 踏ま え 、 そ れ ぞ れ の 合意 形成 プロ セス を 
尊重 する こと を 前 提 に 、 役 員 会 で の 説明 、 地 区 住民 へ の 回 覧 、 説 明 会 の 開催 等 を 経て 、 地 区 住民 
も 含め て 一 定 の 合意 が 確認 で きた 地区 を 候補 地 と し て 選定 する こと を 基本 と し た (P12 スケ ジュ 
ー ル ③、④) 。 

各自 治 会 の 状況 は 下記 の 通り で あり 、 合 意 が 得 ら れ た 2 自治 会 を 選定 し た 。 


く 先行 地 域 に 選定 > シ …P12 スケ ジュ ー ル ⑤、⑥ 
1. ひ か り が 丘 自 治 会 
12/28 自治 会 長 へ 取組 の 説明 。 
1/18 自治 会 長 及 び 役 員 へ 説明 、 取 組 に つい て 合意 。 
1/22 自治 会 役員 会 に て 30 名 に 説明 、 特 に 反対 意見 は 無く 、 自 治 会 と し て 合意 を 得る 。 
2/7 治 会 の 複合 型 コ ミュ ニテ ィ 開 催 日 に 35 名 の 住民 へ 説明 会 を 開催 。 
2714 自治 会 の 複合 型 コ ミュ ニテ ィ 開 催 日 に 30 名 の 住民 へ 説明 会 を 開催 。 
2. 萩 の 台 住 宅地 自治 会 
12/21 自治 会 長 へ 取組 の 説明 。 
12/26 自治 会 役員 会 に て 説明 、 特 に 反対 意見 は 無く 、 自 治 会 と し て 合意 を 得る 。 
1/20 自治 会 長 と 協議 、2/1 自治 会 だ より に 説明 会 の 案内 を 掲載 する こと の 申し 出 あ り 
279 住民 説明 会 開催 (15 名 参加 ) 
2.12 住民 説明 会 開催 (20 名 参加 ) 
・ 説明 会 で は 、 脱 炭素 先行 地域 の 主旨 、 市 の 目指 す 方 向 性 、 取 組 詳細 、 協 力 内 容 を 中 心 に 説明 。 
いこ まま 市民 パワ ー( 績 や SPC、PPA モデ ル の 内 容 を 中 心 に 質疑 が あり 、 説 明 に より 理解 を 得る 
と と も に 、 自 治 会 と し て の 新た な 取組 と し て 、 脱 炭素 化 に 取り 組む こと へ の 前 向き な 期待 感 を 
得る こと が で きた 。 
・ ま た 、 他 に 3 自治 会 に も 説明 会 を 実施 。 自治 会 の 了承 は 今回 の 提案 に は 間に合わ な か っ た が 、 
主旨 は 理解 いた だ き 、 前 向き に 考え て いく と の 反応 も 得 て い る こと か ら 、 今後 追加 地区 と し て 
選定 見 込み (P12 スケ ジュ ー ル ⑧、⑨) 。 
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② 家 庭 (その 他 ) (自治 会 集会 所 ) 

(FS 調査 等 実施 状況 ) 

衛星 写真 を 利用 し た 机上 調査 を 主 に 実施 (一 部 施設 に つい て は 現地 調査 も し 、 屋 根 形状 、 耐 
用 年 数 か ら 、 大 陽光 発電 設備 の 導入 可能 性 に つい て 確認 。 自 治 会 の 集会 所 計 73 施設 に 対し て 、 
合計 2.574kW の 設備 の 導入 が 可能 で ある こと を 確認 。 

また 、 各 施設 壁面 ・ 窓 等 に フィ ルム 型 ペ ロブ スカ イト 太陽 電池 を 計 159kW 設置 予定 。 

合意 形成 状況 ) 

ー 部 自治 会 に 対し て 協議 を 開始 。 


③ オ フィ スピ ビル (奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 支援 財団 、 金 融 機関 ・ 郵 便 局 、 自 動車 ディ ー ラ ー) 
(FS 調査 等 実施 状況 ) 
衛星 写真 を 利用 し た 机上 調査 を 主 に 実施 (一 部 施設 に つい て は 現地 調査 も ) し 、 計 21 施設 に 
対し て 、 合 計 710kW の 設備 の 導入 が 可能 で ある こと を 確認 。 
また 、 各 施設 壁面 ・ 窓 等 に フィ ルム 型 ペ ベロ ブス カイ ト 太 陽 電 池 を 計 109kW 設置 予定 。 
合意 形成 状況 ) 
ー 部 事業 者 に 対し て 協議 を 開始 。 


④ 公 共 施 設 
(FS 調査 等 実施 状況 ) 
衛星 写真 を 利用 し た 机上 調査 を 主 に 実施 (一 部 施設 に つい て は 現地 調査 も 実施 ) し 、 屋 根 形 
状 、 耐 用 年 数 か ら 、 大 陽光 発電 設備 の 導入 可能 性 に つい て 確認 。 公 共 施 設計 63 施設 に 対し て 、 
合計 8.873kW の 設備 の 導入 が 可能 で ある こと を 確認 。 
また 、 各 施設 壁面 ・ 窓 等 に フィ ルム 型 ペ ロブ スカ イト 太陽 電池 を 計 803kW 設置 予定 。 
(合意 形成 状況 ) 
市 施設 へ の 設置 方 針 に つい て は 合意 済み で あり 、 構 造 計算 等 の 詳細 検討 を 踏ま えて 個別 に 設置 
判断 を し て いく 。 
な お 、 国 立 大 学 法人 で ある 奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 の 太陽 光 パ ネル 設置 に 係る 事業 者 選定 
は 、 入 札 に よる こと が 予定 され て いる 。 


⑤ そ の 他 (市 道 用 地 ) 
(FS 調査 等 実施 状況 ) 
衛星 写真 を 利用 し た 机上 調査 を 主 に 実施 (一 部 施設 に つい て は 現地 調査 も 実施 ) し 、 土 地形 状 
か ら 、 太 陽光 発電 設備 の 導入 可能 性 に つい て 確認 。3 カ所 に 対し て 、 合 計 451kW の 設備 の 導入 
が 可能 で ある こと を 確認 。 
合意 形成 状況 ) 
市 道 用 地 の 管 理 部 門 と は 設置 方 針 に つい て 調整 済み 。 


⑥ そ の 他 (ご み 処 理 ・ 再 資源 化 事業 者 施設 ) 

(FS 調査 等 実施 状況 ) 

衛星 写真 を 利用 し た 机上 調査 を 主 に 実施 (一 部 施設 に つい て は 現地 調査 も 実施 ) し 、 屋 根 形状 
か ら 、 太 陽光 発電 設備 の 導入 可能 性 に つい て 確認 。 計 3 施設 に 対し て 、 合 計 224kW の 設備 の 導 
入 が 可能 で ある こと を 確認 。 

また 、 各 施設 壁面 ・ 窓 等 に フィ ルム 型 ペ ロブ スカ イト 太陽 電池 を 計 19kW 設置 予定 。 

合意 形成 状況 ) 

ー 部 事業 者 に 対し て 協議 を 開始 し 、 合 意 を 得 て い る 。 
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【 バ イオ マス 発電 】 


| | オン サイ ト ・ 設備 能力 | 発電 量 FS 調査 等 実施 | 合意 形成 
発電 方 式 | 設置 場所 | 設置 者 数 量 導入 時 期 we 0 
オフ サイ ト (kW) (kWh 年 ) 状況 状況 
BFB ボ イ | 生駒 市 
ラ 北田 原 | 帆 BPS 2025 年 4 | ヒア リン グ | 合意 済み 
オフ サイ ト 1 9,980| 81.000,000 6 
町 55 番 | いこ ま 月 (予定 ) 済 
2 他 
(FS 調査 等 実施 状況 ) 


TJ グル ー プ ホー ルディ ング ス 細 が 生駒 市 内 に 9.980kW の バイ オマ ス 発 電 所 を 建設 予定 で あ 
り 、 同 社 よ り ヒ アリ ング 済み 。2022 年 6 月 に 着工 、2023 年 春 に 造成 工事 完了 予定 。 
合意 形成 状況 ) 


運転 開始 予定 の 2025 年 以降 、 毎 年 12,000MWh/ 年 を 調達 する こと を 内 諾 いた だ いて いる 。 
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(3) 活用 可能 な 既存 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 状況 


【 太 陽光 発電 】 
既存 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 状況 
_- 設備 能力 | 発電 供給 方 法 
設置 方 法 設置 場所 数 量 | 設置 者 |" 導入 時 期 電源 (供給 主 
(kW ye 年 ) 体 ) 
屋根 置き | や すら ぎの 杜 優 楽 1| 生 駒 市 5| 3.060 平 成 13 年 | 非 FIT 電 源 | 自家 消費 
屋根 置き |RAKURAKU は うす 1| 生 駒 市 3| 1455 平成 13 年 | 非 FIT 電 源 | 自家 消費 
北 コ ミュ ニテ ィ セ ンタ ー 平 負 本 実 消 
屋根 置き 1 STA は ば た き 1 生駒 市 30 12, 563| 平 成 14 年 | 非 FIT 電 源 | 自家 消費 
屋根 置き |] 依 口 小学 校 1 生駒 市 10| 13, 140| 平 成 16 年 |FIT 電 源 | 余剰 売 電 
屋根 置き | 生駒 市 立 生 駒 中 学校 1 生駒 市 10 12, 792| 平 成 21 年 | 非 FIT 電 源 | 自家 消費 
屋根 置き | 生駒 市 立 生 駒 中 学校 1 生駒 市 10 12, 792| 平 成 22 年 | 非 FIT 電 源 | 自家 消費 
屋根 置き | 図書 会 1| 生 駒 市 20 20, 106 | 平成 23 年 | 非 FIT 電 源 | 自家 消費 
屋根 置き 4 4, 916 | 平成 25 年 | 非 FIT 電 源 | 自家 消費 
屋根 置き 15 18, 845| 平 成 26 年 | 非 FIT 電 源 | 自家 消費 
屋根 置き | 生駒 駅 前 図書 室 10 11, 850| 平 成 26 年 | 非 FIT 電 源 | 自家 消費 
CE15 号 機 ト a 
野立 て (や すら ぎの 杜 優 楽 ) ・ー 生 ! 90 94, 426| 令 和 3 年 | 非 FIT 電 源 IPPA 
CEI1 号 機 了 本 の 
屋根 置き | し エコ パー ク 21) 」 52| 61.118 平 成 26 年 |FIT 電 源 | 全量 売 電 
屋根 置き | 生駒 市 立 病院 8 10| 11.649| 平 成 27 年 | 非 FIT 電 源 | 自家 消費 
屋根 置き | 桜ヶ丘 小学 校 30| 37,.199| 平 成 27 年 [FIT 電源 | 全量 売 電 
屋根 置き | あす か 野 小学 校 M 37| 43.633| 平 成 27 年 |FIT 電 源 | 全量 売 電 
屋根 置き | 鹿 ノ 台中 学校 』 100| 112, 892| 平 成 27 年 |FIT 電 源 | 余剰 売 電 
屋根 置き 20 23, 544| 平 成 27 年 |FIT 電 源 | 全量 売 電 
CEI3 号 機 ト Tz FE 巨 N 量 志 電 
野立 て (小瀬 保健 福祉 ゾー ン ) ・ー 生 ! 56 71, 118| 平 成 28 年 IFIT 電 源 全量 売 電 
屋根 置き 50| 54,256 | 平成 28 年 |FIT 電 源 | 全量 売 電 
屋根 置き 58| 70,423| 平 成 28 年 IFIT 電 源 | 全量 売 電 
北 コ ミュ ニテ ィ セ ンタ ー sr FE a 安 当 
屋根 置き 1 STA は ば た き FB 20 8, 376 | 平成 29 年 | 非 FIT 電 源 | 自家 消費 
屋根 置き | 生駒 北 小 中 学校 E 80| 110, 404| 平 成 29 年 |FIT 電 源 | 余剰 売 電 
CEI4 号 機 市 民 補 で = 皇 志 中 
野立 て (学研 高山 地区 ) 1 ギー 生駒 85| 102, 690| 平 成 29 年 |FIT 電 源 全量 売 電 
合計 805| 913.247 ー 
【 バ イオ マス 発電 】 


既存 の 再 エ ネ 発 電設 備 の 状況 


ミル に ミル 理 > 設備 能力 発電 電 量 供給 方 法 
ーー 6 (の 


マス 発電 、 


【 小 水力 発電 

既存 の 再 エネ 発電 設備 の 状況 

設置 方 > 雷電 時 | 設 設備 能力 | 発電 供給 方 法 
上 | W/E) | | 


和則 | 任務 | 4 341 6 計時 Fi | 
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2.4 民生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 の 実質 ゼロ の 取組 


(1) 実施 する 取組 の 具体 的 内 容 


【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結果 】 
【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結果 】 
民生 部 門 の 電力 香 要 量 再 エ ネ な どの 電力 供給 量 省エネ に よる 電力 削減 量 


102% 100% 2% 
46, 250, 939 kWh/ 年 | 一 46, 250, 939 kWh/ 年 十 1.050, 388 kWh/ 年 


提案 地方 公共 団体 全体 の 民 


393, 000,000 kWh/ 年 


11.8% 


MFI 


【 取 組 の 全体 像 】 

脱 炭 素 先行 地域 の 民生 部 門 の 電力 需要 量 は 46.251MWh/ 年 で あり 、 そ の うち 46,251MWh/ 年 の 再 
エネ 等 の 電力 供給 、1.050MWh の 省エネ に よる 電力 削減 に 取り 組み 、 実 質 ゼ ロ と する 。 

具体 的 に は 、 先 行 地域 と する 公共 ・ 民 間 施 設 及び 住 生活 エリ ア と も に 、 太 陽光 発電 設備 を 最大 限 
導入 し て 自家 消費 を 進め る と と も に 、 い こま 市 民 パ ワー( 則 か ら 再 エネ 電力 を 供給 する こと と する 。 
再 エ ネ 電 力 メ ニュ ー に よる 調達 は 、 脱 炭素 先行 地域 外 か ら の 再 エ ネ 特 定 卸 供給 も 活用 する 。 

再 エ ネ の 導入 に あたっ て は 、 今 回 設立 する SPC に よる PPA 事 業 を 展開 し 、 個 別 世 帯 及び 施設 群 へ 
の 太陽 光 発 電 の 設置 を 推進 する 。 ま た 、2022 年 度 第 10 回 グッ ドラ イフ アワ ー ド 環境 大 臣 賞 優秀 賞 
を 受賞 し た (一 社 ) 市 民 エ ネル ギー 生駒 と は 、 再 エネ 導入 に あたり シス テム の 最適 化 ・ 経 済 性 の 確 
保 の 検討 や 、 市 民 出資 の 募集 、 市 民 共同 発電 所 の 増設 に 連携 し て 取り 組む こと で 、 市 民 を 巻き 込み 


な が ら 再 エネ の 普及 を 図る 。 く SPC 事業 スキ ー ム (再掲 ) > 
年 航 市  ] 圭 場 特別 目的 会 社 発電 
国 の 助成 を 活用 し (SPC) ーー 
! プロ ジェ クト を 支援 | 
ーー : 電 力 調達 ・ 小 売 
。 DRE : PJ 全体 ね ト 施工 太陽 光 発 電 
出 貸 | 記 " ハ : PV 設計 ・ 施 工 管理 管理 設置 施設 
い ご ま 市 民 パ ワー(ICP) 設立 |※ 施 工 は 地元 事業 者 を 活用 し か 


特別 目的 会 社 (SPC) を 通じ た 
太陽 光 発 電 の 開発 ・ 管 理 i 
J ノ 女人 軒 に 完 皿 
※ キ ュー ビク ル に 直結 する 自家 消費 モデ ル 
住 生 活 エ リア で は 、 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ の 活性 化 を 図り 、 本 市 の 補助 事業 及び 交付 金 の 上 乗せ 補 
助 を 活用 し て 太陽 光 発 電 、 蓄 電池 等 の 再 エネ 設備 の 導入 支援 を 強化 する と と も に 、 い こま 市 民 パ ワ 
一 由 か ら の 電力 購入 、 電 力 需 給 ひ っ 人 迫 時 の ピー クシ フト 等 へ の 協力 を 呼び か け 、 電 気 使用 量 を リア 
ル タ イ ム に 確認 で き デ マン ドレ スポ ンス に も 対応 で きる ICT 技 術 の 活用 も 検討 する 。 ま た 、 後 述 の 
民生 部 門 電力 以外 の 取組 も 実施 する こと で 、 地 区 住民 の 意識 ・ 行 動 変 容 の 促進 に 向け た 新た な 脱 炭 
素 ラ イフ スタ イル を 提案 し て いく 。 
施設 群 で は 、 並 行 し て 省エネ 改修 を 行う 。 当 市 で 既に 実施 し て いる 再 エ ネ ・ 省 エネ 関連 補助 事業 
を 継続 する こと に 加え 、LED サブ スク モデ ル の 展開 に より 、 照 明 に よる 電気 使用 量 を 削減 する 。 
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① 複合 型 コミ ュ ニ ティ に 取り 組む 先行 地域 の 戸 建 住宅 へ の 太陽 光 発 電 パ ネル ・ 蓄 電池 等 の 設置 
本 市 で は 、 太 陽光 発電 、 蓄 電池 、HEMS と いっ た 創 エ ネ ・ 省 エネ シス テム の 設置 費用 の 一 部 
補助 事業 を 2002 年 度 か ら 行っ て いる 。2023 年 度 以降 も 補助 を 継続 し 、 市 域 全体 へ の 普及 を 図る 
と と も に 、 特 に 先行 地域 と する 2 自治 会 で は 周知 ・ 啓 発 を 強化 し 、 設 備 導入 を 促進 する 。 
2 地区 の 先行 地域 内 に お いて は 、 太 陽光 発電 の 普及 率 で 市 域 の 平均 ( 約 3.6%%) を 上 回 る 普及 
率 2096 ( 計 272 世帯 ) で 太陽 光 発 電 及び 蓄電 池 が 導入 され る こと を 目指 す 。 達成 で きれ ば 新設 
され る 太陽 光 発 電 の 設置 容量 は 約 1.5MW と な る 。 


② 公 共 ・ 民 間 施 設 へ の 大 陽光 発電 パネ ル の 設置 

公共 ・ 民 間 施 設 群 に お いて 、 自 家 消費 を 主 目的 と し た 大 陽光 パネ ル (屋根 上 の 設置 が 大 部 分 ) 
お よび 非常 用 の 小型 蓄電 池 を 設置 する 。 対 象 施設 数 は 合計 164 で あり 、 想 定 設置 容量 は 合計 
12.8MW、 本 事業 の うち 施設 等 部 分 に つい て は 足掛け 5 年 に 渡り 実施 する こと を 想定 。 

な お 、 後 述 の 「 い こま SDG s アク ショ ン ネ ットワーク 」 の 仕組 み を 活用 し た 市 内 の 会 員 事 業 
者 ・ 団 体 及び 学研 生駒 工業 会 を 通じ た 学研 生駒 テク ノエ リア ( 準 工業 地域 ) の 会 員 66 事業 所 へ 
の 大 陽光 発電 パネ ル の 設置 促進 も 行う 。 1 


③ バ イオ マス 発電 所 2 号機 の 立 上 げ 

生駒 市 北田 原町 地内 で 、TJ グル ー プ ホー ルディ ング ス 幌 が 
計画 中 の 木質 バイ オマ ス 発 電 (発電 出力 9.980kW) が 2025 
年 4 月 に 運転 開始 予定 で あり 、 い こま 市 民 パ ワー( 則 の 電力 と 
し て 12,.000MWh 有 年 を 調達 予定 で ある 。 

また 、 環 境 ・ 再 生 可能 エネ ルギー の 教育 ・ 啓 発 拠点 及び 災 
害 時 の 防災 拠点 と し て の 活用 も 予定 され て いる 。 


の 系 統 側 鞭 電池 の 設置 TJ ゲ ルプ 方 ィング 2 ス 龍 間 発電 所 
主 に 上 記 太 陽光 発電 パネ ル の 余剰 電力 の 充電 お よび 需要 時 間 帯 等 に お ける 放電 ・ 域 内 で の 利用 
を 中 心 と し た 運用 を 行う こと を 念頭 に 単独 型 落 電池 を 設置 する 。 蓄 電池 の 容量 に つい て は 
24,000kWh (PCS は 6,000kW) と 想定 (想定 余剰 電力 量 の 充電 と 、 域 外 調 達 再 エネ の 充電 を 行 
い 、 対 象 施設 へ の 再 エ ネ 供 給 を 可能 と する 容量 と な る よう 算出 し た も の )。 将来 的 に は 、 ま だ 国 
内 で も 事例 の 無い 対象 施設 へ の 再 エ ネ 100% 供 給 を 目指 し 、 運 用 を 高度 化 さ せ て いく 。 

また 、 蓄 電池 の 空き 容量 を 活用 し 、 必 要 に 応じ て その 他 系 統 か ら の 電力 の 充 放 電 を 行う こと 
で 、 市 内 の 系 統 混雑 の 緩和 や 、 需 給 バ ラン ス 全 体 に 貢献 す も る と と も に 、 タ イム シフ ト に よる 値 差 
収益 の 獲得 に つなげ 、 事 業 全体 の 採算 性 ・ 持 続 性 を 向上 させ る 。 


⑤ 次 世代 型 太陽 電池 の 利 活用 促進 

生駒 市 内 の 再 エ ネ 導 入 ポ テン シャ ル は 限ら れ て いる が 、 現 在 研究 開発 中 の 技術 で ある フィ ルム 
型 ぺ ロ ブス カイ ト 太 陽 電 池 等 の 次 世代 型 太陽 電池 を 活用 し 、 こ れ ま で 既存 の 太陽 光 パ ネル が 設置 
出来 な か っ た 人 箇所 に 設置 する こと で 域内 ポテ ン シ ャ ル を 更に 活か すこ と が 可能 と な る 。 想定 され 
る 設置 場所 と し て は 住宅 や ビル の 壁面 や 窓 、 法 面 な どの 傾斜 地 が 挙げ られ る 。 加 えて 耐荷 重 等 の 
構造 上 の 間 題 で 一 般 の 太陽 光 パ ネル が 設置 出来 な い 施設 等 に お ける 屋根 上 へ の 設置 を 想定 。 本 事 
業 の 実現 に 向け て 既に 候補 と な る メー カー と も 複数 回 協議 を 行っ て お り 、 量 産 体 制 が 確立 され る 
2025 年 度 頃 か ら の 本 格 導入 を 目指 す 。 事 業 は 上 記 同 様 に SPC に よる 設置 ・ 保 有 ・ 運 営 を 行う こ 
と を 想定 。 導 入 量 は 1.091kW 程度 を 見 込む 。 ま た 本 取組 に は 奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 浦 岡 
研究 室 と も 連携 し 、 当 該 次 世代 太陽 電池 の 実装 に 伴う 助言 ・ 指 導 を 行う こと と な っ て お り 、 産 官 
学 で 先進 的 な 脱 炭 素 に 向け た 取組 を 推進 し て いく 。 
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民生 部 門 


新しい 脱 炭 素 
ライ フス タイ ル の 
獲得 


地域 ・ 企 業 に お ける 
再 エネ 事業 の 促進 


認知 向上 ・ 
面 的 な 広がり へ 


SDGs ア クシ ョ 
ン ネ ットワーク 
と の 連携 


SDG s アク ショ ン ネッ トワ ー ケ 
学研 生駒 テク 


複合 型 コ ミュ ニテ イィ の 枠組 み も 活用 し 、 
創出 し た 資金 を 地域 循環 し 、 活 用 


+ 箇 


・ 地域 オペ レー ター の 雇用 
・ 関連 産業 の 誘致 ・ 集 積 


・ 大 規模 停電 等 へ の 
対応 力 向 上 


・ 脱 大 素 経営 の 訴求 


・ ICP の 経営 安定 化 に よる 
地域 循環 資金 の 創出 


~ 


生駒 市 に お ける 
直接 的 な 効果 
TCP に お ける 
直接 的 な 効果 
副 次 的 な 効果 : 
生駒 市 地域 課題 の 解決 へ の 寄与 


ピッ > ペッ ド タ ウ ン モ デル か ら の 脱却 


CE D> 少子 高齢 化 ・ 人 口 減少 へ の 対応 


D> 地域 内 経済 の 価 
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【 導 入 技術 】 


導入 する 技術 


項目 


状況 


系 統 側 蓄電 池 


経済 性 の 確保 


本 事業 で は 、① 系 統 側 蓄電 池 と し て の 運用 を 行い 
つつ 、② い こま 市 民 パ ワー 則 の 電源 と し て 整備 する 
太陽 光 の 昼間 の 余剰 分 を 充電 し 、 夕 刻 等 の 不足 時 間 
帯 に 放電 ・ 供 給 す る こと を 想定 し て お り 、 既 に 一 定 
の 採算 性 は 確保 出来 る ライ ン に な っ て いる 点 は 、 事 
業 パ ー ト ナー で ある ジ パッ ・ リニュー7 ア ブル ・ エ ナジ" - 燃 が 
実施 し た 詳細 シミ ュ レ ーション に お いて も 確認 済 
み 。 
また 、 今後 再 エ ネ の 導入 が 進め ば 、 1 日 の 中 で の 
スポ ッ ト 市場 の 値 差 は 広がり 、 需 給 調 整 市 場 に お け 
る 取引 価格 も 高く な る こと が 想定 され 、 更 に は 蓄電 
池 の 価 格 低減 効果 も 見 込め ば 、 十 分 に 採算 性 を 確保 
で きる 。 


導入 規模 と 新た な 香 要 
創出 の 可能 性 


本 提案 事業 に より ICP の 電源 と し て 確保 する 再 エ 
ネ 電 源 の 規模 を 踏ま え 、 蓄 電池 の 容量 は 24, 000kWh 
と 想定 し て いる 。 

系 統 側 蓄電 池 は 、 民 間 企 業 が 相次い で 参入 を 検討 
し て いる 分 野 で は ある が 、 本 事業 で 想定 し て いる よ 
うに 、30 分 コマ 単位 で 再 エ ネ 電 力 を 需給 管理 する こ 
と で 「 高 度 な 再 エ ネ 100%」 を 目指 す 事 業 モ デル は 国 
内 で も ほぼ 取組 事例 が な く 、 新 た な 事業 モデ ル と し 
て 展開 する こと 期待 され る 。 蓄 電池 の 整備 が 進む こ 
と に より 、 発電 量 が 一 定 し な い 再 エネ 電力 の さら な 
る 拡大 に 貢献 で きる 。 


地域 経済 循環 へ の 貢献 


市 域 に 新た に 設立 する PPA 事業 者 (SPC) が 事業 
主体 と な っ て 施工 、 維 持 管理 及び 運用 を 実施 する こ 
と で 雇用 創出 及び 資金 の 域内 循環 に 貢献 する 。 

また 、 系 統 側 蓄電 池 を ICP の 電源 と し て 活用 する 
こと で 、 地 域 の 再 エ ネ 電 力 を 最大 限 に 地域 内 で 活用 
する こと が で きる 。 電 力 の 地産 地 消 が 徹底 され る こ 
と に より 、 資 金 の 市 域内 循環 が 促進 され る 。 


導入 する 技術 項目 状況 
実用 化 が 見 込ま れる 2025 年 頃 以 降 に 導入 する こ 
想定 S り 、 3 4 2 ン 型 大 見 電 
経済 性 の 確保 と を 想定 し て お り 、 当 面 は シリ コン 型 太陽 電池 と 比 


ベロ ブス カイ ト 
型 太陽 電 3 


較 し て コス ト 高 に な る と 見 込ま れる が 、SPC に よる 
再 エ ネ 事 業 モ デル で 採算 性 を 確保 で きる 見 込み 。 


新た な 需要 創出 の 可能 
性 


塗布 技術 で 作製 で き 、 フ レキ シブ ル で 軽量 な 太陽 
電池 と し て 世界 的 に 急速 に 開発 が 進む 技術 で あり 、 
実用 化 後 の 香 要 拡 大 が 期待 で きる 。 


地域 経済 循環 へ の 貢献 


市 域 に 新た に 設立 する PPA 事業 者 (SPC) が 事業 
主体 と な っ て 施工 、 維 持 管理 及び 運用 を 実施 する こ 
と で 雇用 創出 及び 資金 の 域内 循環 に 貢献 する 。 
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上 


需要 量 に 係る 実質 ゼロ を 達成 する た め の 取 組 内 容 


省エネ に よる 電力 削減 


民生 部 門 の 電力 需 a 電力 需要 量 再 エネ 等 の 供給 量 (KWh/ 年 ) 主 な 発電 主体 3 
2 家 0 CkWh/ 年 ) 自家 消費 等 相対 契約 | 再 エネ メニ ュー 証書 ( 再 エネ 等 の 電力 供給 元 ) (kWh/ 年 ) 
再 エ ネ 電 力 メ ニュ ー 
民生 ・ 家 庭 戸 建 住宅 6, 881, 870 1, 979, 409 4, 902, 461 (いこ ま 市 民 パ 143, 788 
その 他 
再 エ ネ 電 力 メ ニュ ー 
民生 ・ 業 務 そ の 他 | オフ ィ ス ビル 1, 354, 930 193, 092 1, 161, 839 (いこ ま 市 民 パ 332, 000 
再 エ ネ 電 力 メ ニュ ー 
商業 施設 ー 部 説明 済 880, 107 522, 171 357, 936 (いこ ま 市 民 パ 162, 800 
ワー) 
宿泊 施設 
再 エ ネ 電 力 メ ニュ ー 
その 他 1, 446, 511 894, 413 552, 097 (いこ ま 市 民 パ 166, 000 
ワー) 
再 エ ネ 電 力 メ ニュ ー 
公共 公共 施設 35, 687, 521 7, 266, 328 28, 421, 193 (いこ ま 市 民 パ 245, 800 
その 他 
合計 46, 250, 939| 10, 855, 412 35, 395, 526 1, 050, 388 
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【 民 生 部 門 の 電力 需要 家 の 状 況 (対象 ・ 施 設 数 、 直 近年 度 の 電力 需要 量 等 ) 】 
別紙 参照 


【 再 エネ 等 の 電力 供給 に 関す る 状況 (実施 場所 ・ 施 設 数 、 調 達 方 法 、 電 力 供給 量 ) 
別紙 参照 


【 省 エネ に よる 電力 削減 に 関す る 状況 (実施 場所 ・ 施 設 数 、 取 組 内 容 、 電 力 削減 量 )】 
省エネ に よる 
取組 内 容 電力 削減 量 
(kWh/ 年 ) 


民生 ・ 家 庭 ( 戸 建 住宅 ) 


「 創 エネ ・ 省 エネ シス テム 普及 促 
ひか り が 丘 自治 ・ 萩 進 事業 補助 金 」 を 活用 し た 家庭 分 
住宅 地 自 治 会 野 (HEMS) の 省エネ 推進 (269 


ひか り が 丘 自 治 会 ・ 
住宅 地 自 治 会 


ひか り が 丘 自治 会 
の 


民生 ・ 業 務 そ の 他 (商業 施設 ) 


= 時 LED サ ブス クモ デル の 展開 に よる 
民生 ・ 業 務 そ の 他 (宿泊 施設 ) 


民生 ・ 業 務 そ の 他 ( そ の 他 ) 
廃棄 物 処理 業者 


LED サ ブス クモ デル の 展開 に よる 
照明 省エネ の 促進 (5 施設 ) 


省エネ に よる 電力 削減 に つい て 、 生 駒 市 に て 既に 実施 し て いる 省エネ 関連 補助 事業 で ある ①「 創 
エネ ・ 省 エネ シス テム 普及 促進 事業 補助 金 」 お よび ②「 住 宅 者 エネ ルギー 改修 工事 補助 金 」 の 取り 
組み に つい て は 、 継 続 し て 実施 し て いく 。 こ れ ら に 加え て 、 新 た な 省エネ 施策 と し て 、③「 家 庭 を 
対象 と し た デマ ンド レス ポン ス 等 の 実施 を 目指 し た 1ICT 機器 の 導入 」 及 び ④「LRED サブ スク モデ 
ル の 展開 に よる 照明 省エネ の 推進 」 を 実施 する こと で 、 更 な る 省エネ の 推進 を 実現 する 。 


ぐ 既 存 取組 ①> 
「 創 エネ ・ 省 エネ システム 普及 促進 事業 補助 金 」 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 


(実施 内 容 ) 
2050 年 の 脱 誠 素 社会 の 実現 に 向け た 民生 部 門 に お ける 二酸化 炭素 の 排出 量 削減 を 推進 する た 
め 、 大 陽光 発電 、 蓄 電池 、HEMS と いっ た 創 エ ネ ・ 省 エネ シス テム の 設置 費用 の 一 部 を 補助 する 
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も の で 、2002 年 度 か ら 開 始 し て いる 。 
補助 対象 の シス テム と し て は 、 特 に 省エネ と 関連 する も の と し て は HEMS が 挙げ られ 、2015 

年 か ら 2021 年 度 ま で で 年 平均 で 30 件 、 計 224 件 に 対し 補助 を 決定 し て いる 。 

2023 年 度 以降 も 補助 を 継続 し 、 先 行 地域 内 で 269 世帯 へ の 機器 導入 を 目指 す 。 

※2022 年 度 補助 額 (予算 額 ) : 1.780 万 円 (た だ し 太陽 光 発 電 シ ステ ム 、 家 庭 用 リチウム イオ ン 
蓄電 シス テム 等 の 、HEMS 以外 の 機器 の 導入 補助 を 含む 金額 で あり 、20 年 間 の 累計 金額 は 決 
算 ペ ベー ス で 約 3 億 円 ) 

※ な お 、2022 年 度 に は 、 エ ネル ギー 価格 の 高騰 の 影響 を 受け た 市 民 へ の 支援 の 一 環 と し て 、 省 
エネ 家電 (エア コン 、 冷 蔵 庫 及 び テ レビ ) 買 換え 補助 を 実施 し て いる (予算 額 : 33.233 千 円 ) 。 


(取組 効果 ) ※HEMS 導 入 に よる も の 
電力 削減 量 : 68,.824kWh/ 年 

住宅 の 年 間 電 力 使用 量 約 5.117kWh x 269 件 x 5% (HEMS に よる 省エネ 効果 ) 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 24t-CO2 

電力 削減 量 68.824kWh/ 年 x 0.000350t-CO2 ン kWh 


ぐ 既 存 取組 ②> 
「 住 宅 省 エネ ルギー 改修 工事 補助 金 」 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 


(実施 内 容 ) 

既存 住宅 の 所 有 者 が 、 環 境 負 荷 低減 を 図る た め に 行う 住宅 者 エネ ルギー 改修 工事 に か か っ た 費 
用 に 対し 、 そ の 費用 の 一 部 を 補助 する も の で 、2013 年 度 か ら 開 始 し て いる 。 

補助 対象 工事 と し て は 、 窓 の 改修 工事 (雨戸 、 網 戸 等 の 付属 品 及び 玄関 扉 等 の 工事 は 含ま な 
い 。) また は 窓 の 改修 工事 と 併せ て 行う 床 、 天 井 、 壁 の 断熱 工事 で あり 、2021 年 度 ま で で 年 平均 
30 件 、 計 270 件 に 対し 補助 を 決定 し て いる 。 

2023 年 度 以降 も 補助 を 継続 し 、 先 行 地域 内 で は 年 間 3 件 の 補助 を 行い 、24 世帯 の 省エネ 改修 
実現 を 目指 す 。 
※ 累 計 補 助 額 : 7.965 万 円 (885 万 円 (上 限 50 万 円 ・1/3 以内 ) x9 年 ) 


(取組 効果 ) ※ 住 宅 の 断熱 性 向上 に よる も の 
電力 削減 量 : 6.140kWh 

住宅 の 年 間 電 力 使用 量 約 5.117kWh x 24 件 x5% (断熱 性 向上 効果 ) 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 2t-CO2 

電力 削減 量 6.140kWh x 0.000350t-CO2 ン kWh 


ぐ 新 規 取 組 ③> 
家庭 を 対象 と し た デマ ンド レス ポン ス 等 の 実施 を 目指 し た ICOT 機器 の 導入 


(実施 内 容 ) 

更 な る 省エネ 行動 の 推進 に 向け 、 電 気 使用 圭 を リア ル タ イ ム に 確認 で きる な ど デ マン ドレ スポ 
ンス へ の 対応 や 、 環 境 行 動 の 促進 に 向け て 導入 を 検討 る ポイ ント 制 に も 対応 で きる ICT 技術 の 
活用 を 検討 し 、 電 力 需 給 ひ っ 人 迫 時 の ピー クシ フト へ の 協力 や 省エネ 行動 を 促し て いく 。 

先行 地域 内 で 269 世帯 へ の ICT 機器 の 導入 を 目指 す 。 


(取組 効果 ) ※ 省 エネ 行動 の 実施 に よる も の 
電力 削減 量 : 68.824kWh 

住宅 の 年 間 電 力 使用 量 約 5.117kWh x 269 件 x5% (省エネ 行動 効果 ) 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 24t-CO2 

電力 削減 量 68.824kWh x0.000350 (t-CO2 ン kWh) 
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ぐ 新 規 取 組 ④> 
LED サブ スク モデ ル の 展開 に よる 照明 省エネ の 推進 


(実施 内 容 ) 

照明 省エネ の 推進 に つい て は 、 蛍 光 灯 を 使用 し て いる が 、 主 に 初期 費用 の 負担 が 原因 と し て 、 
LED 化 を 進め られ て いな い 公 共 ・ 産 業 ・ 業 務 分 野 の 施設 に 対し 、 照 明 器 具 の 工事 を 伴わ な い 
LED サブ スク モデ ル を 展開 する こと で 、 生 駒 市 内 の LED 化 を 推進 する 。 LED サブ スク モデ ル 
は 、 初 期 費用 は 不要 で あり 、 毎 月 LED 導入 に よっ て 削減 で きた 電気 料金 を レン タル 費用 と し て 
支払 い 、 契約 満了 後に は LED は 無償 譲渡 され る 。 生 駒 市 内 の 公共 ・ 民 間 施 設 80 施設 以上 を 対象 
と する 。 な お 、 本 事業 は 電気 料金 削減 額 を 財源 と し た も の で ある 為 、 事 業 所 の 規模 等 に より サブ 
スク モデ ル で は 事業 収益 が 見 込め な い 場 合 は 、 買 い 取 り に より 事業 を 展開 。 

先行 地域 施設 群 に お いて は 、15 施設 (公共 施設 5 施設 、 民 間 施 設 10 施設 ) の LED 化 を 目指 
す 。 


(取組 効果 )  ※LED 化 に よる も の 
【 公 共 施設 】 
電力 削減 量 : 245,800kWh 
小 規模 施設 40.700kWh x 4 棟 + 中 規模 施設 83.000kwhx1 棟 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 86t-CO2 
電力 削減 量 245.800kWhx 0.000350t-CO2 ン kWh 
【 民間 施設 】 
電力 削減 量 : 660.800kWh 
小 規模 施設 40.700kWh x 4 棟 + 中 規模 施設 83.000kwhxe6 棟 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 231t-CO2 
電力 削減 量 660.800kWhx 0.000350t-CO2 ン kWh 
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【 再 エネ 等 の 電力 供給 量 の うち 脱 誠 素 先行 地域 が ある 地方 公共 団体 で 発電 し て 消費 する 再 エ ネ 電 
量 の 割合 (地産 地 消 割 合 )】 


【 再 エネ 等 の 電力 供給 量 の うち 脱 炭 素 先行 地域 が ある 地方 公共 団体 で 発電 し て 消費 する 再 エネ 電力 量 の 割合 (地産 地 消 割合 ) 】 


脱 炭素 先行 地域 が ある 地方 公共 団 


再 エネ 等 の 電力 供給 量 の うち 脱 炭 素 先 体内 に 設置 され た 再 エネ 発電 設備 2.4(1) 【「 実 質 ゼ ロ 」 の 計算 結 
行 地域 が ある 地方 公共 団体 で 発電 し て で 発電 し て 先行 地域 内 の 電力 需要 果 】 式 の 【 再 エネ 等 の 電力 供給 
消費 する 再 エネ 電力 量 の 割合 (※1) 家 が 消費 する 再 エネ 電力 量 (※ 量 】 (B) 
2) (B) - (A) 
84% = 39,079, 949 kWh/ 年 | 一 46,250.939 kWh/ 年 | x 100 
(※1) 上 限 100% (※ 2) 


脱 炭素 先行 地域 が ある 地方 公共 団 
体内 に 設置 され た 再 エ ネ 発 電設 備 
で 発電 し た 再 エ ネ 電 力 で あっ て 、 

自家 消費 、 相 対 契 約 、 ト ラッ キン 
グ 付 き 証書 ・FIT 特 定 卸 等 に より 再 


エネ 電源 が 特定 され て いる も の の 
うち 、 先 行 地域 内 の 電力 需要 家 が 
消費 する も の 
市 域外 か ら 調達 する 量 (A) 
7170990kWh/ 年 


市 域外 か ら 調 達する 量 の 内 訳 を 記載 くだ さい 。 


先行 地域 の 電力 需 
再 エネ 等 の 電力 供給 元 要 家 へ 主 な 供給 先 
(発電 主体 ) 供給 され る 電力 量 | (先行 地域 の 電力 需要 家 等 ) 


(kWh/ 年 ) 
7, 170, 990| い こま 市 民 パ ワー 株 式 会 社 


再 エ ネ 特 | 合同 会 社 JRE 日 高川 
定 卸 供給 


※ 一 旦 1 ヶ所 掲載 し た が 、 仮 に 不足 する 場合 は JRE の その 他 発電 所 (合同 会 社 JRE 姫路 、 合 同 会 社 JRE 高 
島 、 合 同 会 社 JRE 南 伊勢 、 合 同 会 社 JRE 和歌 山 岩出 市 、 合 同 会 社 JRE 上 駒 月 ) か ら の 特定 卸 供給 に よる 琶 
通 が 可能 。 
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② 事業 費 の 額 ( 各 年 度 ) 、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) 


民生 部 門 
| 取組 。。 事業 人 活用 を 想定 し て いる 国 の 事業 内 必要 額 
年 度 | wo 事業 内 容 ( 千 円) (交付 金 、 補 助 金 等 ) の 名 称 所 管 府 省 計 ( 千 円 ) 
信和 5 年 度 住宅 や 施設 等 に お ける 太陽 光 発電 パネ ル 設 置 465. 799| 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 環境 省 310.533 
令 和 6 征 度 住宅 や 施設 等 に お ける 太陽 光 発電 パネ ル 設 置 421.070| 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 環境 省 280.713 
令 和 6 征 度 住宅 や 施設 等 に お ける 次 電 池 の 設 中 46,500| 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 環境 省 31.000 
際 aa 再生 可能 エネ ルギー 導入 加速 化 に 向け た 系 
統 側 蓄電 池 の pi sd 経 

令 和 6 年 度 系 統 側 蓄電 池 の 設 置 510, 000 統 用 蓄電 池 等 導入 支援 事業 経済 産業 省 255, 000 
信和 7 年 度 住宅 や 施設 等 に お ける 太陽 光 発電 パネ ル 設 置 458, 348| 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 環境 省 305.565 
令 和 7 征 度 住宅 や 施設 等 に お ける 著 電 池 の 設 中 80.500| 地 域 脱 席 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 環境 省 53.667 
& 装 雷 池 の ミ 再生 可能 エネ ルギー 導入 加速 化 に 向け た 系 の 2 か 

令 和 7 年 度 系 統 側 甘 電池 の 設置 10000 還 征 可能 ネル ギー 美加 経済 産業 省 255,000 
信和 7 年 度 次 世代 型 太 陽 電 池 の 設置 3.669- = = 

信和 8 年 度 住宅 や 施設 等 に お ける 太陽 光 発電 パネ ル 設 置 494. 724| 地 域 脱 岩 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 環境 省 329.816 
令 和 8 征 度 住宅 や 施設 等 に お ける 鞭 電 池 の 設 中 88.000| 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 環境 省 58.667 
信和 8 年 度 次 世代 型 太陽 電池 の 設置 13.941 ト 上 に 

令 和 9 年 度 住宅 や 施設 等 に お ける 太陽 光 発電 パネ ル 設 置 609.080 | 地域 脱 談 素 移 行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 環境 省 406.053 
令 和 9 年 度 住宅 や 施設 等 に お ける 次 電池 の 設 中 394,000 | 地域 脱 談 素 移 行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 環境 省 262.667 
令 和 9 年 度 次 世代 型 太陽 電池 の 設置 313.677 ト 

合計 4, 409, 308 2, 548, 681 


※ 計 画 提案 書 提出 時 の 情報 で あり 、 今 後 変更 と な る 可能 性 が ある 。 

【 バ イオ マス 発電 所 2 号機 の 立 上 げ 】 

年 間 発電 量 約 81.000MW h の うち 12.000MW h を いこ ま 市 民 パ ワー 帆 の 電源 と し て 融通 する こ 
と に つい て 両者 間 で 合意 済 。 開 発 に 係る 経費 は TJ グル ー プ ホー ルディ ング ス が 負担 する 。 


【 施 設 等 に お ける 大 陽光 発電 パネ ル の 設置 】 

当該 太陽 光 パ ネル は ジャ パン ・ リ ニュ ー ア ブル ・ エ ナジ ー 貝 、 お よび いこ ま 市 民 パ ワー 帳 、 カ ジ 
ノン 幌 の 合弁 と し て 設立 する 予定 の 特別 目的 会 社 (SPC) に より 設置 ・ 保 有 ・ 運 営 する こと で 関係 
天 和 8 設置 対象 施設 と の 合意 取得 状況 に つい て は 、 屋 根上 へ の 太陽 光 パ ネル の 設置 に つい て 一 

部 合意 済 。 必 要 な 設備 投資 資金 に つい て は 、 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 を 活用 する ほか 、 
己 負 担 分 に つい て は 上 記 SPC が 負担 する 。 

な お 、 国 立 大 学 法人 で ある 奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 の 太陽 光 パ ネル 設置 に 係る 事業 者 選定 
は 、 入 札 に よる こと が 予定 され て いる 。 


【 生 駒 市 域内 に お ける 系 統 側 蓄電 池 の 設 置 】 

本 蓄電 池 に つい て も 上 記 SPC に よる 設置 ・ 保 有 ・ 運 営 す る こと で 関係 者 合意 済 。 現 在 は 候補 地 
を 検討 中 で あり 、 関 西 電 力 に 対し 事前 相談 を 実施 中 。 必 要 な 設備 投資 資金 に つい て は 、 再 生 可 能 エ 
ネル ギー 導入 加速 化 に 向け た 系 統 用 蓄電 池 等 導入 支援 事業 ( 経 産 省 ) の 補助 金 を 活用 する ほか 、 自 
己 負 担 分 に つい て は 上 記 SPC が 負担 する 。 


【 次 世代 型 太陽 電池 の 利 活用 促進 】 

本 事業 の 実現 に 向け て 研究 開発 を 行う メー カー と 協議 を 行っ て お り 、 同 社 が 量産 体制 確立 を 目指 
す 2025 年 度 か ら の 本 格 導 入 を 目指 す 。 事 業 は 上 記 同 様 に SPC に よる 設置 ・ 保 有 ・ 運 営 を 行う こと 
を 想定 。 な お 、 当 該 設備 は 現時 点 で は 商用 化 さ れ て お ら ず 、 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 の 
対象 外 と な る た め 、 必 要 額 に は 計上 し て いな い 。 


民生 部 門 
活用 を 想定 し て いる 国 の 事業 の ee 
MM (交付 金 、 補 助 金 等 ) の 名 称 所 管 府 省 庁 必要 額 の 合計 ( 千 円) 
1| 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 環境 省 2.038.681 
再生 可能 エネ ルギー 導入 加速 化 に 向け た 系 統 用 |。。。。。。 
蓄電 池 等 導入 支援 事業 経済 産業 省 510.000 
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2.5 民生 部 門 電 力 以 外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 

(1) 実施 する 取組 内 容 ・ 地 域 特性 を 踏ま えた 実施 理由 ・ 取 組 効 果 

主 と な る 取組 と し て 、 地 区 選定 し た 自治 会 で は 、 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり 等 の 地域 活動 に 取り 
組む 集会 所 へ の 地域 活動 支援 を 行う こと に より 住民 が 集う 拠点 機能 の 強化 を 図り つつ 、 集 会 所 を ク 
ー ル (ホッ ト ) スポ ッ ト と し て 住民 ニー ズ の 高い 自習 室 等 と し て 開放 する な ど 、“ 楽 し く ” 省エネ 
の 促進 や め 、 フ ー ド ドラ イブ 、 移 動 販 売 、EV カー シェ アリ ング ・ 助 け 合 い 輸送 な ど 、 脱 炭素 ライ フ 
スタ イル の 発信 拠点 と する こと で 、 地 区 住民 の 意識 ・ 行 動 変 容 を 促す 。 い こま 市 民 パ ワー( 由 に よる 
電力 事業 及び コミ ュ ニ ティ 事業 の 実践 と 複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり を 相乗 的 に 組み 合わ せ 、 地 域 の 
脱 炭 素 化 と 活性 化 を 同時 に 達成 する モデ ル 地 区 の 創出 を 目指 す も の で ある 。 


民生 部 門 電力 以外 


パロ ブス へ 
庁舎 2 集会 所 


人 


+ 


SDG s アク ショ ン ネ ッ ト ワ ー 


半生 タリ 涼 統 側 罰 電池 


EV 化 に よる 
CO2 削 減 


新しい 脱 炭 素 SDGs ア クシ ョ 
ライ フス タイ ル の ン ネ ットワーク 
獲得 と の 連携 
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【 民 生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 等 の 取組 内 容 ・ 地 域 特 性 を 踏ま えた 実施 理由 】 


民生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 取組 一 覧 


1 、 小計) 
温室 効果 ガス | ご 。 ミ 
対象 事業 内 容 : 合意 形成 状況 排出 削減 量 | 引 室 効果 ガス 
(t-G02/ 年 ) | 排出 削減 量 
(t-C02/ 年 ) 
BP 門 (自動 車 ・ 交 通 /EV・FCV・EV ス タン 等 160.0 
公用 車 、 コ ミュ ニテ ィ バ ス 店 内 担当 課 及び 委託 事業 者 と 協 
及び ご み 収 集 車 の EV 化 |= 議 済 
時 ーー EV マイ カー 取得 補助 ・E |200 人 台 | 記 内 担当 課 と 協議 済み 、 ガ ソリ 
マイ カー・EV 充 電設 備 V 充電 設備 の 設置 充電 ンス タン ド 運 営 会 社 と 協議 中 7 
ー 奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 及 
a EV カー シェ アリ ング スポ ッ _ | び 自 動車 販売 店 (奈良 トヨ ペッ 
EV カー シェ アリ ング ト の 設置 ・ 車 両 の 導入 トグル ー プ 、 奈 良 日 産 自動 車 株 8 
式 会 社 ) と 協議 済 
業 部 門 (工業 、 農 林 水 産業 等 ) 0.0 
・ 供給 0.0 
ネル ギー 起源 (廃棄 物 ・ 下 水 処理 ) 
フラ フード ドライブ の 取組 拠点 ドラ の 也 夫 夫 な ら コ ー プ と 協議 済 2 
貯留 (森林 吸収 源 等 ) 
@ 機 器 の 高 効率 化 (④ 以 外 ) 0.0 
⑦ そ の 他 4.5 
空き 家 流通 人 3 庁 内 担当 課 と 協議 済 4.5 
合計 164.5 


本 市 で は 、 生 駒 市 地域 公共 交通 計画 に 基づき 、 公 共 交 通 の 利便 性 向上 ・ 乗 換 抵抗 の 低減 を 目指 
し 、 市 民生 活用 MaaS (Mobility as a Service) 等 の 情報 収集 や 乗 継 利 便 性 に 資す る 交通 施策 の 
実施 に 向け た 検討 を 行っ て いく 。 

住宅 都市 で ある 本 市 に と っ て 、 公 共 交 通 機関 、 マ イカ ー、 そ し て 、 カ ー シ ェ ア に よる モビ リ テ 
ィ ・ ベ スト ミッ クス (Mobility Best Mix) は 、 温 室 効 果 ガス 削減 効果 が 特に 高い と 考え られ 
る 。 取組 1 て 3 を 通じ 、ICT を 活用 し た MaaS を 段階 的 に 導入 し て いく こと で 、 市 内 の 交通 網 を 
シー ムレ ス に つなぎ 、 マ イカ ー 利 用 の 縮小 を 推進 し て いく 。 


く 取 組 1> 
コミ ュ ニ ティ バス 、 公 用 車 及 び ご み 収 集 車 の EV 化 (① 運 輸 部 門 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形成 状況 ) 

本 市 に お ける CEV 導入 状況 に つい て 、 公 共 交 通 機関 で は 未 導入 、 公 用 車 で は 、 保 有する 公用 
車 91 台中 、EV4 台 及 び PHV1 台 に と ど ま っ て いる 。 そ の た め 、 生 駒 市 の 率先 行動 と し て 、 対 応 
する 車種 の 流通 状況 及び 買 替え 時 期 等 を 踏ま えつ つ 、 公 共 交通 機関 で は コミ ュ ニ ティ バス 1 台 以 
上 、 ご み 収 集 車 1 台 、 公 用 車 に つい て は 、 ガ ソリ ン 車 (7 台 ) の EV 化 を 順次 進め 、 そ の 電力 を 
再 エ ネ で 賭 う こと に より 、 本 市 業務 に お ける 移動 の 脱 炭 素 化 を 図る 。 

な お 、 ご み 収 集 車 の EV 化 に つい て は 委託 業者 と 協議 済み で あり 、 今 後 BDF の 活用 に 向け た 
検討 も 行う 。 コ ミュ ニテ ィ バ ス 及 び 公 用 車 の EV 化 に つい て は 、 庁 内 担当 課 と 協議 済み で ある 。 


(取組 効果 ) 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 31.4t-CO2/ 年 (軽油 、 ガ ソリ ン 削 減 に 伴う も の ) 
軽油 使用 量 削減 効果 24.9 t-CO2/ 年 填 ガソリン 使用 量 削減 効果 6.5t-CO2/ 年 
※ コ ミュ ニテ ィ バ ス 軽油 使用 量 約 6.64 kL ン 台 ・ 年 x1 台 x2.58t-CO2/kL 
※ ご み 収 集 車 軽油 使用 量 約 3.0kL ン 台 ・ 年 x1 台 x2.58 t-CO2/kL 
※ 公 用 車 ガソリン 使用 量 約 0.4 kL ン 台 ・ 年 x7 台 x 2.32 t-CO2/kL 
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く 取 組 2 > 
マイ カー の EV 化 ・EV 急速 充電 器 の 設置 (① 運 輸 部 門 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形 成 状 況 ) 

2019 年 度 の 奈良 県 の EV 普及 率 は 0.139% で あり 、 全 国 平 均 (0.19%) と 比較 し て も 低く 、 生 
駒 市 に お いて も 同様 の 普及 状況 に と ど ま っ て いる と 考え られ る 。 こ の た め 、 市民 に よる EV 及び 
充 放 電設 備 の 取得 を 補助 し 、200 台 の 普及 を 目指 す と と も に 、 い こま 市 民 パ ワー 幌 を 通じ て 市 内 
の 主要 施設 に EV 急速 充電 器 を リー ス し 、 計 約 100 基 を 設置 する こと で 、 グ リー ン 成 長 戦略 の 目 
票 水準 相当 の EV 利用 環境 の 整備 を 図る 。 

急速 充電 器 の 設置 に つい て は 、 い こま 市 民 パ ワー 人 幌 の 事業 パー トナ ー で ある ジャ パン ・ リ ニュ 
ー ア ブル ・ エ ナジ ー 億 の 親会社 で ある ENEOS( 想 の 協力 を 得る 予定 で ある 。 ま た 、 急 速 充 電器 の 
設置 場所 に つい て は 、 市 内 の 主要 公共 施設 や 複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり に 取り 組む 自治 会 集会 
所 、 サ ービス ステ ーション に 加え 、 ス ー パ ー・ シ ョ ッ ピ ング モー ル 等 の 駐車 場 を 候補 地 と する 方 
向 で 順次 協議 を 進め て いる 。 


(取組 効果 ) 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 123.7 t-CO2/ 年 (EV 化 に 伴う ガソリン 削減 に 伴う も の ) 
平均 走行 距離 約 6.000km プ 台 プ 年 x 200 台 = 平均 燃費 22.500km プ L x 2.82t-CO2 ン kL 


く 取 組 3> 
EV カー シェ アリ ング スポ ッ ト の 設置 ・ 車 両 の 導入 (① 運 輸 部 門 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形 成 状 況 ) 

奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 ソ フト ウェ ア エ 
学研 究 室 畑 秀 明 客 員 准 教授 は 、 学 内 の ほか 2 か 
所 の ステ ーション に お いて 、 ブ ロッ クチ ェ ー ン 
技術 を 活用 し た 乗り 捨て 可能 な カー シェ アリ ン 
グ の 実証 研究 に 取り 組ん で お り 、 自 走 化 に 向け 
た 拠点 の 拡大 を 予定 され て いる 。 

2022 年 11 月 に は プロ ジェ クト を 推進 する 運 
営 会 が 設置 、2023 年 2 月 に は キッ クオ フミ ー テ 
ィング が 開催 され 、 事 業 の 具体 化 に 向け た 関係 
者 間 の 具体 的 な 協議 ・ 調 整 が 本 格 化 し て いる 。 

カー シェ アリ ング は 、 市 民 の 生活 利便 性 の 向上 に つなが る だ け で な く 、 車 両 に EV を 使用 する 
こと に より 、 自 家用 車 の 利用 ・ 保 有 の 削減 に よる 脱 炭 素 効果 が 期待 で きる た め 、 奈 良 先端 大 に よ 
る 新た な 実証 拠点 と し て 市 内 8 カ所 の 拠点 を 整備 し 、EVs 台 の 導入 を 目指 す 。 

拠点 確保 及び 使用 車両 に つい て は 、 市 内 の 自動 車 販 売店 (奈良 トヨ ペッ トグル ー プ 、 奈 良 日 産 
自動 車 帆 等 ) か ら 協 力 を 受け られ る よう 協議 中 で あり 、 前 向き な 反応 を 得 て い る 。 

生駒 市 と 連携 し た 脱 炭 素 ブ プロ ジェ クト と し て 取組 を 拡大 し て いき 、 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ の 拠点 
と な る 自治 会 集会 所 へ も EV 車 を 配置 し 、 カー シェ アリ ング の 拠点 と する 。 


(取組 効果 ) 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 4.9t-CO2/ 年 (EV 化 に 伴う ガソリン 削減 に 伴う も の ) 
平均 走行 距離 約 6.000km プ 台 ン 年 x 8 台 = 平均 燃費 22.500km ン kL x 2.82t-CO2 プ kL 
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く 取 組 4> 
置き 配 ボ ックス の 普及 強化 (の その 他 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形成 状況 ) 

本 市 に お ける 郵便 小包 の 再 配達 件 数 は 、 郵 便 局 1 社 で 年 間 約 65, 000 件 と な っ て お り 、 不 在 時 
で も 郵便 物 を 受け 取る こと が で きる 置き 配 ボ ックス が 普及 する こと に より 、 再 配達 に 伴う CO2 排 
出 量 が 削減 され る と と も に 、 配 送 者 の 雇用 時 間 の 削減 や ウィ ズ コ ロナ 時 代 の ライ フス タイ ル ( 非 
接触 ) に も つなが る 。 

2021 年 度 か ら は 、 い こま 市 民 パ ワー( 幌 に より 、 置 き 配 ボ ックス 購入 支援 サー ビス が 開始 し 、 
購入 費 の 一 部 を 補助 し て いる 。 先行 地域 2 地区 の 20% の 家庭 (269 世帯 ) へ の 普及 を 目指 し 、 普 
及 に 向け た 啓 発 や 経費 面 で 連携 ・ 協 力 する 方 向 で 郵便 局 と 協議 中 で あり 、 他 の 配送 事業 者 と も 今 
後 連携 を 図る 。 


(取組 効果 ) 

温室 効果 ガス 削減 効果 : 420.9t-CO2/ 年 ( 再 配達 の 減少 に 伴う ガソリン 削減 に 伴う も の ) 
平均 走行 距離 約 12km x 再 配達 回 数 65.000 回 / 年 x (先行 地域 269 世帯 市 域 51.399 世帯 ) 
= 平均 燃費 22.500km ン kL x 2.32t-CO2 ン kL 
※ 平 均 走行 距離 は 、 先 行 地域 2 地区 か ら 生 駒 郵 便 局 まで の 往復 の 距離 の 平均 


ぐ 取 組 5> 
フー ドド ライ ブ の 取組 拠点 拡大 (④ 非 エネ ルギー 起源 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形 成 状 況 ) 

本 市 で は 2016 年 の 調査 に よる と 、 家 庭 ご み の う ち 燃 える ご み の 年 間 排出 量 18.315 t に 対し て 
約 1.100 t が 手付 か ず の 状態 で 廃棄 され て いた た め 、 な ら コ ー プ を 始め と する 事業 者 が 定期 的 な 
フー ドド ライ ブ を 開催 する 等 、 家 庭 向け の 取組 を 継続 し て いる が 、 さ ら な る 取組 強化 の た め に 、 
複合 型 コ ミュ ニテ ィ な ど ヘ フー ドド ライ ブ の 回 収 拠点 数 の 拡大 に 取り 組み 、 回 収量 を 増やす 。 な 
お 、 フ ー ド ドラ イブ の 連携 と 拡大 に お いて は な ら コ ー プ と 協議 中 で あり 、 前 向き な 反応 を 得 て い 
る 。 


(取組 効果 ) 

温室 効果 ガス 削減 効果 : 食品 ロス 削減 に 伴う 、 廃 棄 の た め の 運搬 ・ 焼 却 に 要する 燃料 減 、 食 品 の 
有効 活用 等 に よる 温室 効果 ガス 削減 効果 の 計算 に つい て は 、 現 状 公 的 な 
計算 式 ・ ツ ー ル 等 は 存在 し て いな いた め 、 民 間 計 算 ツ ー ル を 活用 し 、 計 
算 予定 。 


く 取 組 6 > 
空き 家 の 流 通 促進 (の その 他 ) 


(実施 内 容 ・ 理 由 ・ 合 意 形 成 状 況 ) 

本 市 が 2016 年 度 に 実施 し た 空き 家 実 態 調査 に よる と 、 空 き 家 は 1,444 棟 で あり 、 今 後 の 高齢 
化 の 進展 等 に より 急速 に 拡大 する こと が 予測 され る 。 そ の た め 、 本 市 で は 、 宅 建 士 や 建築 士 な ど 
不動 産 流通 の 専門 家 か ら な る 「 い こま 空き 家 流通 促進 プラ ッ ト ホ ー ム 」 を 設立 し 、 個 別 の 物件 ご 
と に オー ダー メー ド の 流通 促進 支援 を 行っ て いる 。 

また 、 先 行 地域 と し て 選定 し た 萩 の 台 住宅 地 自治 会 に お いて は 、 ニ ュー タウ ン 再 生 ・ 再 編 事業 
の モデ ル 地 区 と し て 、 全 空き 家 所 有 者 へ の ヒア リン グ を 行う ほか 、 プ ラッ ト ホ ー ム と 連携 し た 流 
通 促進 に 向け た DIY 賃貸 、 サ ブリ ー ス 、 期 間 貸 し 等 の 生駒 独自 の 空き 家 流 通 ス キー ム を 構築 を 
図っ て いく 。 

「 い こま 空き 家 流通 促進 プラ ッ ト ホ ー ム 」 の みな ら ず 、 現 に 居住 する 家屋 の 資産 価値 を 高め る 


32 


こと が 、 仮 に 将来 空き 家 化 し た と し て も スム ー ズ に 次 の 所 有 者 へ 流通 する こと に つなが る こと か 
ら 、 空 き 家 に 限定 する こと な く 、 太 陽光 発電 ・ 蓄 電池 の 設置 補助 、 省 エネ 断熱 改修 補助 等 の 省 エ 
ネリ フォ ー ム ・ リ ノ ベ ー シ ョ ン 支 援 を 強化 し 、 新 し い 脱 炭 素 ラ イフ スタ イル を 提案 する こと で 、 
脱 炭 素 化 の 推進 と と も に 、 人 口 流入 を 通じ た コミ ュ ニ ティ の 活性 化 を 図る 。 


(取組 効果 ) 
温室 効果 ガス 削減 効果 : 4.5t-CO2/ 年 (省エネ リフ ォ ー ム を 伴う も の ) 
住宅 の 年 間 電 力 使用 量 約 5,117kWh x 50 軒 x5% (断熱 性 向上 効果 ) x0.000850t-CO2/kWh 


【 導 入 技術 】 
導入 する 技術 項目 状況 

カー シェ アリ ング の 運用 に ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 を 活 
用 し た オー クシ ョ ン シ ス テム を 利用 する こと で 、 コ ミ 
ュ ニ ティ に よる 高 効率 な 車両 共有 ・ 自 律 運 用 を 可能 に 

し て いる 。 
コミ ュ ニ ティ に よる 高 効率 な 共有 
技術 の 先進 性 モビ リティ オー クシ ョ ン 
。 乗り た い 度合 い を 表明 
。 需要 に 応じ た 支払 額 
。 他 者 の 需要 を 意識 する 
EV カー シェ アリ コミ ュ ニ ティ 全体 で 
時 車両 が 共有 され 
ング それ ら を 集団 全体 で 


効率 的 に 活用 する 未来 社会 


コミ ュ ニ ティ に お ける カー シェ アリ ング に より マイ カ 
経済 性 の 確保 ー が 不要 に な り 、 税 金 等 の 維持 管理 面 で 市 民 の 経済 優 

位 性 が 高い 。 

生駒 市 内 の 自動 車 販売 店 を 始め 、 各 自治 会 の 集会 所 も 
導入 規模 と 新た な 需要 | 含め 市 内 8 カ所 の 拠点 を 整備 し 、EV8 台 の 導入 を 目指 
創出 の 可能 性 す 。 

将来 的 に は 広域 で の 運用 が 期待 で きる 。 

EV カー シェ アリ ング に より 、 市域 の EV 普及 に 貢献 で 
地域 へ の 貢献 きる ほか 、 自 治 会 集会 所 へ 配置 する こと に より 地域 の 

レジ リエ ンス 向上 も 図る こと が で きる 。 
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(2) 事業 費 の 額 ( 各 年 度 ) 、 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 (交付 金 、 補 助 金 等 ) 


民生 部 門 以外 


[人 05 年 度 IO① | こみ 収集 車 の EV 化 (1 台 ) ーー| 19.000| 地 域 移 行 ・ 再 エネ 推進 区 付 全 | 理 弄 針 。。。。 。 | 1!2.687| 
[信和 05 年 度 【② |E ソ マイ カー 取得 補助 40 件 ) | 160.000| 地 域 交 移 行 ・ 再 エネ 推進 区 付 例 | 理 塊 千 = ーー | 34.00 
| 人 05 年 度 |③ | 置き 本 ポッ クス の き 及 強化 GI 世 状 ) ーー トト | 
_ OF ーー トト | 
| | 834600gtKBR 誠 お 行 ・ 再 エネ 推進 交 け mat | 12.000 
[ 倒 和 6 年 度 IO① |EV マ イカ ーー 取得 補助 40 件) 上 |  【 仙 .000 和 0 朱 移 行 ・ 再 エネ 推進 区 付 例 デア | 環境 守 。。。 。 | 34.000| 
人 6 年 度 |② |EV 充 寺 役 借 の 訟 叶 0 件 ) = 昌 。 | 140.000| 地 域 移 行 ・ 再 エネ 推進 玖 全 e" | 環境 倒 | 93.393 
| 人 06 年 度 | | 講 き 配 ポ ックス の き 及 強化 (3 選 斑 ) ーー トト 
信和 6 年 度 |④ | フー ドド ライ ブ の 取組 点 拡大 ⑪ 和 件) パパ パパ | 


令 和 7 年 度 EV マイ カー 取得 補助 (40 件 ) 


す 


き 
澤 
8 


EV 充 電設 備 の 設置 (20 件 ) 

7 年 度 |③ 

7 年 度 |④ | 

7 年 度 

7 年 度 

7 年 度 
年 度 


IO | コミ ュ ニ ティ パス の EV 化 ⑬) 1 | 
【⑦ |EV 計 設備 の 設 時 0 件 ))” | 140.000| 地 域 有楽 移 行 ・ 再 エネ 推進 交付 例 | 環境 名 。。 | 938| 
6 |EV カ ー シ ェ アリ ング スポ ッ ト の 設置 (EV 充電 設備 2 ヶ所 ) | ” 14.000| 季 域 脱 補 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 例 | 陣 境 者 。。 | 9.393 


EE 
HH 
@ 


@ 


年 
年 


: 


度 
度 
[ 令 和 3 年 度 [や |EV カ ー シ ェ アリ ング 車両 の 導入 2 台 ) | 38.000| 地 域 脱 ※ 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 _ 陣 境 合 _ | 2. 
信和 8 年 度 | の ⑦ | 置き 配 ボ ックス の 普及 到 化 G4 世 融 ) = | 0H 6 | 
; 
[信和 09 年 度 | | 用 車 の EV 化 (G 台 ) = | 
| 令 和 9 年 度 | の |EV マ イカ ー 取 得 補助 40 件 ) ーー 160, | 34.000| 
[信和 9 年 度 |③ |EV 充 電設 備 の 設置 20 件 ) = | Ii4. 
地域 脱 朱 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 。 | 陣 規 人 
に ト 。 | 
トド -_ | 
| 倒 和 9 年 度 |⑥ | 空き 家 の 流 通 促 進 に 伴う 脱 談 素 化 (0 件 ) | 
令 和 10 年 度 |① | 公用 車 の EV 化 1 台 ) 地域 脱 炭 素 移 行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 環境 
| 令 和 10 年 度 |② |EV 充 電設 備 の 設置 (20 件 ) .000 地域 有楽 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 。 | 環 弄 衝 。 | 93.333| 
[信和 10 年 度 |[③ |EV カ ー シ ェ アリ ング スポ ッ ト の 設置 (EV 充電 設備 2 ヶ所 ) .000| 地 域 有楽 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 。) | 環 規 叙 。 | 9.333| 
信和 10 年 度 |④ |EV カ ー シ ェ アリ ング 車両 の 導入 (2 お ) 8.000| 地 域 有 朱 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 。) | 環境 客 。  " 。 | 2.00| 
信和 10 年 度 |⑥ | 置き 本 ボッ クス の 普及 強化 G4 世帯 ) = トト ーー トト | 
| 令 和 10 年 度 [⑥G | フー ドド ライ ブ の 取組 拠点 拡大 (件) ーー トト ーー 
会 和 1! 年 度 [① | 公用 車 の EV 化 (2 台 ) ーー | 8.000| 地 域 脱 次 素 移 行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 。 | 環境 用 。 | Il.m| 
| 令 和 11 年 度 |② | 置き 記 ポ ボッ クス の 普及 強化 G4 世帯 ) = | 0 = 0 0 0 6 パパ | 
| 令 和 11 年 度 [G | フー ドド ライ ブ の 取組 拠点 拡大 件) ーー 
会 和 12 年 度 |① | 公用 車 の EV 化 2 台 ) | 8.000| 地 域 脱 関 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金閣 塊 全 。 | 1.7 
| 令 和 12 年 度 1② | 置き 本 ポッ クス の 普及 強化 ニー トト | 
| 信和 12 年 度 [ つ | フー ドド ライ ブ の 取組 換 点 拡大 (1 件 ) = | トート ーー トト | 
ET 4 I ET) I a EZ | 
民生 部 門 以外 
に 相 
No ts 所 管 府 省 店 必要 額 の 合計 ( 千 円 ) 


(交付 金 、 補 助 金 等 ) の 名 称 


ーー 


地域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 
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【 費 用 負担 と その 合意 状況 】 

ぐ 取 組 1> コ ミュ ニテ ィ バ ス 、 公 用 車 及 び ご み 収 集 車 の EV 化 (① 運 輸 部 門 ) 

取組 に 係る 費用 は 、 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 を 活用 し 、 コ ミュ ニテ ィ バ ス と 公用 車 の 
自己 負担 分 は 本 市 が 負担 し 、 ご み 収 集 車 の 自己 負担 分 は 委託 業者 が 負担 する 。 


く 取 組 2 > マイ カー の EV 化 ・EV 急速 充電 器 の 設置 (① 運 輸 部 門 ) 

マイ カー の EV 化 に 係る 費用 は 、 地 域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 を 活用 し 、 自 己 負 担 分 は 市 
民 の 負担 に よる 。 急速 充 電器 は リー ス を 想定 し て お り 、 そ の 費用 は 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交 
付 金 を 活用 する ほか 、 自 己 負 担 分 は 設置 場所 の 管理 者 、SPC 又は いこ ま 市 民 パ ワー 幌 が 負担 する 
こと で 合意 済み で ある 。 


く 取 組 3 >EV カー シェ アリ ング スポ ッ ト の 設置 ・ 車 両 の 導入 (① 運 輸 部 門 ) 

いずれ も 地域 脱 炭素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 を 活用 し 、 自 己 負 担 分 に つい て は 、EV カ ー シ ェ ア 
リン グ に 必要 な EV は SPC、 急 速 充 電器 (上 記 と 同様 に リー ス に よる 。) は 設置 場所 の 管理 者 、 
SPC 又は いこ ま 市 民 パ ワー( 貫 が 負担 する こと で 合意 済み で ある 。 


く 取 組 4 > 置き 配 ボ ックス の 普及 強化 
購入 費 は いこ ま 市 民 パ ワー 山 が その 一 部 を 補助 する ほか 、 郵 便 局 等 と 普及 啓発 の 方 法 等 も 含め て 
協議 中 で ある 。 


ぐ 取 組 5 ら > フー ドド ライ ブ の 取組 拠点 拡大 (④ 非 エネ ルギー 起源 ) 
本 取組 で は 、 拠 点 と な る 店 舗 等 で 実施 する 想定 の た め 、 特 段 費 用 は 発生 し な い 。 


く 取 組 6> 空 き 家 の 流 通 促進 (の その 他 ) 
空き 家 の 改修 に お いて は 、 地 域 脱 炭 素 移行 ・ 再 エネ 推進 交付 金 を 活用 し 、 自 己 負担 分 は 空き 家 の 
所 有 者 が 費用 を 負担 する こと で 店 内 担当 課 と 協議 済み で ある 。 
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2.6 脱 炭 素 の 取組 に 伴う 地域 課題 の 解決 、 住 民 の 暮らし の 質 の 向上 、 地 域 経済 循環 へ の 頁 
献 等 


【 地 域 固 有 の 課題 及び 先行 地域 の 取組 に よる 解決 に つい て (地域 経済 、 防 災 、 暮 らし の 質 の 向上 
等 、 期 待 さ れる 効果 ) 】 

地域 課題 【 課 題 ①】 

< く ベ ッ ド タウ ン モ デル か ら の 脱却 > 

本 市 は ベッ ド タ ウ ン と し て 発展 し て きた 特性 か ら 、 県 外 就業 率 は 53.79%% と 全国 トッ プク ラ 
ス で 、 県 外 消 費 も 奈良 県 は 15.996 (全国 平均 8.3%) と 高く 、 大 阪 へ 依存 し た まち づく り だ 
け で は 、 持 続 可能 な まち の 発展 は 見 込め ず 、 ベ ッ ド タウ ン モ デル に 代わ る 新た な モデ ル が 必 
要 で ある 。 

また 、 市 民 の 自治 会 加入 率 が 2022 年 度 は 75.919% で は ある が 、 近 年 は 自治 会 加入 率 の 低下 
が 徐々 に 進行 し 、 担 い 手 不 足 や 住民 どう し の つなが り の 希薄 化 な ど 、 ベ ッ ド タウ ン 特 有 の 課 
題 も ある 。 

先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 

複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり の 拠点 と な る 集会 所 等 へ の 太陽 光 発 電導 入 等 を 契機 と し て 、 地 
域 住民 に 脱 炭 素 ラ イフ スタ イル の 新た な 価値 提案 を 行う こと で 、 地 域 住 民 の 行動 変容 を 促進 
する 。 再 エネ の 導入 と いこ ま 市 民 パ ワー( 則 の まち づく り へ の 参画 に より 、 地 域 経済 循環 と コ 
ミュ ニテ ィ の 活性 化 が 進む こと に よっ て 、 定 住 及び 転入 促進 に よる 人 口 増加 が 実現 で きる 。 

KP I (重要 業績 評価 指標 ) 

指標 : 太陽 光 発 電設 備 を 導入 し た 集会 所 ・ 自 治 会 館 の 数 


現在 (2022 年 7 月 ) : 0 ヶ所 最終 年 度 : 73 ヶ所 
KPI 設定 根拠 地域 コミ ュ ニ ティ の 核 と な る 集会 所 ・ 自 治 会 館 を 中 心 と し て 、 地 域 へ 


の 脱 炭 素 の 広がり が 期待 で きる た め 。 

KPI 改善 根拠 ・ 方 | 再 エ ネ の 導入 及び いこ ま 市 民 パ ワー 幌 が 実施 する エコ タウ ン ま ち づ く 
法 り 補助 金 事業 の 内 容 拡 充 に より 、 魅 力 あ る まち づく り が 進み 、 複 合 型 コ 
ミュ ニテ ィ づ くり 事業 を 実施 する 地域 が 今後 拡大 する こと に より 、 脱 炭 
素 化 の 取組 を 中 心 に 市 内 の 他 地域 へ 波及 する こと で 市 域 の 脱 炭 素 化 の 推 
進 に 寄与 で きる 。 


地域 課題 【 課 題 ②】 
ぐ 少 子 高齢 化 ・ 人 口 減少 へ の 対応 > 

本 市 の 人 口 は 約 11 万 8 千 人 で 、65 歳 以上 の 人 口 割合 は 29.139% と な っ て いる (いずれ も 

2022 年 12 月 1 日 現在 )。 今 後 も 人 口 は 減少 を 続け 、2060 年 に は 約 9 万 2 千 人 に 減少 する と 

見 込ま れる 一 方 、65 歳 以 上 の 人 口 割 合 は 増加 を 続け 、 全 国 的 に も 早い ペー ス で 2050 年 頃 

に は 約 379% で ピー ク を 迎え る と 見 込ま れ て いる 。 

さら に 、20 代 を 中 心 に 市 外 へ の 転出 が 多く 、 高 齢 者 の 退職 に より 昼間 人 口 は 増加 傾向 に 

ある 。 ま た 、2016 年 度 に 実施 し た 空き 家 実態 調査 で は 1,444 棟 の 空き 家 が あり 、 今 後進 展 

し て いく 少子 高齢 化 に 伴い 、 空 き 家 も さら に 増加 する こと が 予想 され 、 市 民 税 、 固 定 資産 

税 に 依存 する 本 市 に と っ て 将来 的 な 財政 状況 の 悪化 が 懸念 され る 。 
先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 

更 な る 少子 高齢 化 ・ 人 口 減少 に 繋が る 、 働 き 盛り の 世代 の 市 外 へ の 転出 の 結果 と し て の 空 
き 家 増加 を 抑制 する た め 、 本 市 で は 、 宅 建 士 や 建築 士 な ど 不 動産 流通 の 専門 家 か ら な る 「 い 
こま 空き 家 流通 促進 プラ ッ ト ホ ー ム 」 を 設立 し 、 個 別 の 物件 ご と に オー ダー メー ド の 流通 促 
進 支援 を 行っ て いる 。 

市 内 で 活用 され る こと と な っ た 空き 家 に 対し て は 、 現 在 も 実施 中 で ある 、 太 陽光 発電 ・ 革 
電池 の 設置 補助 、 省 エネ 断熱 改修 補助 等 の 省エネ リフ ォ ー ム ・ リ ノ ベ ー シ ョ ン 支 援 を 強化 
し 、 新 し い 脱 炭素 ライ フス タイ ル を 提案 する こと で 、 脱 炭素 化 の 推進 と と も に 、 転 出 抑制 ・ 
転入 促進 を 通じ た コミ ュ ニ ティ の 活性 化 を 図る 。 
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KP I (重要 業績 評価 指標 ) 
指標 : 働き 盛り 世代 の 定住 意向 の 割合 


現在 (2022 年 ) : 33.9% 最終 年 度 : 56.59% 
KPI 設定 根拠 地域 へ の 愛着 度 の 表れ で ある 働き 盛り 世代 の 定住 意向 を 高め る こと が 、 


結果 的 に 転出 の 抑制 と 空き 家 の 解 消 に 繋が る と 考え た た め 。 

KPI 改善 根拠 ・ 方 | 引き 続き 複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり に 取り 組む 自治 会 を 増やし 、 地 域 へ 
法 の 愛着 を 高め る と と も に 「 い こま 空き 家 流通 促進 プラ ッ ト ホ ー ム 」 を 活 
用 し 、 個 別 の 物件 ご と に オー ダー メー ド の 流通 促進 支援 を 行う 。 


地域 課題 【 課 題 ③】 

ぐ く 地 域内 経済 の 循環 > 

本 市 の 事業 所 数 は 、2019 年 度 の 経済 セン サス に よる と 3.630 事業 所 あり 、 奈 良 県 内 の 市 町 
村 で は 3 番目 に 多い が 、 奈 良 県 全体 の 事業 所 数 は 全国 で 37 番目 に と どまり 、 ま た 県 外 就業 率 
が 高い こと か ら 、 市 内 で の 雇用 創出 が 弱い と 考え られ る 。 

いこ ま 市 民 パ ワー 帆 は 、 市 外 に 流出 し て いた 電気 料金 の 市 域内 循環 や 雇用 確保 に よる 地域 
経済 の 活性 化 等 を 設立 理念 と し て お り 、 再 エネ 電源 が 市 域 に 確保 され 、 経 営 が 安定 ・ 拡 大 す 
る こと が 、 市 域内 の 産業 ・ 経 済 循環 の 活性 化 に 資す る 。 
先行 地域 の 取組 に よる 地域 課題 解決 に つい て 

新た に 設立 する SPC が 、 い こま 市 民 パ ワー 偶 の 電源 と な る 太陽 光 発 電設 置 を 進め る こと 
で 、 市 域 事 業者 へ の 発注 が 生じ る と と も に 、 い こま 市 民 パ ワー( 由 の 再 エ ネ 供 給 力 が 増強 され 
る こと で 、 同 社 の 経営 の 安定 ・ 拡 大 を 通じ た 市 域内 の 産業 ・ 経 済 循環 の 活性 化 を 図る 。 
KPI (重要 業績 評価 指標 ) 
指標 : 公共 ・ 民 間 施 設 群 に お ける 大 陽光 発電 設置 件 数 


現在 (2022 年 7 月) : 24 件 最終 年 度 : 187 件 (既設 含め ) 
KPI 設定 根拠 いこ ま 市 民 パ ワー 幌 の 経営 の 安定 ・ 拡 大 を 通じ た 市 域内 の 産業 ・ 経 済 特 


環 の 活性 化 を 図る に は 、 同 社 の 再 エ ネ 電 源 の 一 部 と な る 施設 群 に お ける 
太陽 光 発 電設 置 件 数 を 指標 と し て 設定 する の が 適当 で ある と 考え た た 


め 。 
KPI 改善 根拠 ・ 方 | 複合 型 コ ミュ ニテ ィ 事 業 と 連携 し て 進め 、 自 治 会 の 協力 を 得る こと に よ 
法 っ て より 早く 各 施 設 へ の 太陽 光 発 電導 入 が 進む と 考え られ る 。 


【 地 域 経済 循環 に 真 献 する 取組 】 

< く ベッ ド タ ウ ン モ デル か ら の 脱却 > 

いこ ま 市 民 パ ワー 帆 は 、 市 外 に 流出 し て いた 電気 料金 の 市 域内 循環 や 雇用 確保 に よる 地域 経済 
の 活性 化 等 を 設立 理念 と し て お り 、 そ の 収益 は 、 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり に 取り 組む 自治 会 の 
まち づく り を 支援 する た め の 補 助 事業 を 通じ て 地域 へ 二 元 し て いる ほか 、 契 約 者 ・ 市 民 等 を 対象 
と する 収益 避 元 ワー クシ ョ ッ プ を 開催 する こと で 、 地 域 の 課題 や ニー ズ を 踏ま えた 新た な コミ ュ 
ニテ ィ サ ービス が 展開 され る 予定 で ある 。 取 組 が 拡大 する こと に 伴い 、 い こま 市 民 パ ワー 幌 の 利 
益 還 元 も さら に 拡大 する こと が 可能 と な り 、 地 域 経 済 の 循環 に 寄与 で きる 。 

さら に 、 太 陽光 発電 設備 の 施工 に あたっ て は 、 原 則 と し て 市 内 事業 者 に 発注 する こと で 、 事 業 
収益 の 向上 、 雇 用 確保 又は 可 処 分 所 得 の 増加 が 期待 で きる 。 ま た 、 い こま 市 民 パ ワー 帆 が 安価 な 
再 エ ネ 電 源 を 確保 する こと で 、 安 価 か つ 安 定 的 に 電力 供給 が 可能 の と な り 、 多 く の 市 民 ・ 事 業者 
が 同社 の 電気 を 購入 する こと で 、 電 気 代 負 担 の 軽減 及び 電気 料金 の 市 域内 循環 が 促進 され 、 地 域 
経済 の 発展 が 期待 で きる 。 

また 、 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり に よる 地域 の 活性 化 ・ ま ちの 魅力 向上 や 、「 い こま 空き 家 流 通 
促進 プラ ッ ト ホ ー ム 」 を 活用 し た 施策 に より 市 内 の 空き 家 が 減る こと に より 、 定 住 者 ・ 転 入 者 が 
増加 し 安定 し た 市 民 税 、 固 定 資産 税収 入 が 見 込め る た め 、 市 の 財政 に 貢献 で きる 。 
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2.7 他 地 域 へ の 展開 


① 類 似 市 区 町 村 へ の 拡大 
【 モ デル 性 (展開 可能 性 の ある 類似 地域 ) 】 

脱 炭 素 先行 地域 と し て 、 生 駒 市 の 本 庁舎 ほか 、 小 中 学校 、 保 育 園 ・ 幼 稚 園 、 下 水 ・ し尿 処理 施 
設 等 の 公共 施設 、 国 立 の 研究 ・ 教 育 機関 及び 自治 会 集会 所 に 加え 、 人 金融 、 交 通 、 ご み 処 理 ・ 再 資 
源 化 と いっ た 民間 施設 群 お よび 複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり 等 の 地域 活動 に 取り 組む 住 生 活 エ リア 
を 対象 と し て いる 。 再 エネ ポテ ン シ ャ ル の 観点 で は 、 地 域内 に 大 規模 な 土地 が 豊富 に 存在 する わ 
け で は な い が 、 各 施設 の 屋根 部 分 や 遊休 地 等 に 太陽 光 お よび 蓄電 池 を 設置 する ほか 、 木 質 バ イオ 
マス 発電 所 か ら の 調達 電力 も 合わ せ 、 先 行 地域 の 再 エ ネ 化 を 実現 する 。 

本 市 は 、 大 阪 等 の 主要 都市 か ら の アク セス が 良い 、 典 型 的 な ベッ ド タ ウ ン と し て 発展 し て きた 
地域 で ある 。 同じ く 全 国 各 地 の 他 主要 都市 の ベッ ド タ ウ ン エ リア と 共通 する 地域 課題 を 抱え て い 
る 。 ま た 、 自 治 体 新 電力 ( 約 80 社 ) を 設立 し た 自治 体 ・ エ リア と の 親和 性 も 高く 、 従 来 型 の 大 
都市 に 依存 する ベッ ド タ ウ ン モ デル か ら の 脱却 お よび 住民 主体 の 自立 し た 自治 体 運営 を 実現 する 
取組 の モデ ル 性 は 高い と 考え られ る 。 


【 波 及 効 果 ・ ア ナウ ンス 効果 ・ 類 似 地域 へ の 展開 に 向け た 具体 策 】 

本 市 の 対象 施設 と し て は 、 自 治 会 集会 所 や 金融 機関 、 郵 便 局 等 の 民間 施設 群 や 住 生 活 エ リア 
(自治 会 ) と いっ た 、 他 市 区 町 村 に お いて も 一 般 的 に 存在 する 施設 ・ エ リア を 対象 と し て いる 。 
また 、 取 組 を 実施 する こと に より 、① い こま 市 民 パ ワー 貝 を 中 心 と し た 再 エ ネ の 地産 地 消 モデ ル 
が 安定 ・ 拡 大 する こと に よる 域内 資金 循環 、 レ ジリ エン ス 向 上 及び 電力 事業 収益 の 地域 本 元 、② 
複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり 事業 を ベー ス と し た 、 住 宅 都市 な ら で は の 新しい 脱 炭 素 ライ フス タイ 
ル の 実現 と いっ た 、 住 民 の まち づく り へ の 巻き 込み 、③①・② を 前 提 と し た 、 大 都市 に 依存 する 
従来 型 の ベッ ド タ ウ ン モ デル か ら の 脱却 お よび 住民 主体 の 自立 し た 自治 体 運営 の 実現 等 、 地 域 経 
済 活性 化 や 、 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 活性 化 と それ に 対す る 住民 の 巻き 込み 、 市 民 の 力 を 活か し た 自 
立 し た 自治 体 運 営 の 実現 等 の 地域 課題 の 解決 が 期待 され る 。 こ の こと か ら 、 同 様 の 施設 を 有 し 、 
か つ 課 題 を 抱え る 他 市 区 町 村 へ の 波及 効果 は 大 きい と 考え られ る 。 ま た 。 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ づ 
くり や いこ ま 市 民 パ ワー 則 の 取組 に つい て は 他 自 治 体 か ら の 視察 も 多い こと か ら 、 積 極 的 に 受け 
入れ 、 取 組 概要 の 説明 等 を 周知 を 行う こと で 、 類 似 地 域 へ の 展開 が 行え る も の と 考え る 。 


② 市 内 その 他 の 地域 へ の 拡大 
【 市 内 へ の 波及 効果 ・ ア ナウ ンス 効果 (市 内 へ の 展開 に 向け た 具体 策 ) 】 

先行 地域 選定 の た め の 公 募 に 対し て 申請 が あっ た 5 自治 会 の うち 、 今 回 地区 指定 し な か っ た 3 
自治 会 に つい て は 、 今 後 調整 を 進め る こと で 、 確実 に 対象 地区 と し て 拡大 で きる と 見 込ま れる 。 
複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり に 取り 組む 自治 会 は 2023 年 度 以降 も 増加 する た め 、 コ ミュ ニテ ィ 活 
動 の 拡大 と と も に 脱 炭 素 化 の 取組 も 市 内 全域 に 展開 で きる 。 

また 、 本 市 の 対象 施設 は 、 生 駒 市 の 本 庁舎 の ほか 自治 会 集会 所 、 金 融 機関 等 と いっ た 、 市民 ・ 
事業 者 も 頻繁 に 利用 する こと が 想定 され る 施設 と な っ て いる 。 対象 施設 に お いて 脱 炭 素 取組 の 重 
要 性 に つい て 広報 する こと で 、 取 組 の 周知 ・ 理 解 促進 を 図る こと が 期待 され る 。 

施設 群 の 脱 炭 素 化 に つい て も 、「 い こま SDGs アク ショ 
ン ネ ットワーク 」 の 仕組 み 及 び 学 研 生 駒 工 業 会 を 通じ た 会 
員 事業 所 へ の 呼び か け に より 、 太 陽光 発電 パネ ル の 設置 及 
び い こ ま 市 民 パ ワー 則 の 電気 利用 の 促進 を 図る 。 

また 、 学 研 高 山地 区 第 2 工区 等 の 新た な 開発 地 を は じ 
め 、 市 内 全域 の 住宅 地 、 商 工業 地 等 の 全て の エリ ア ・ 住 民 店 評 S 裕 
に よる 取組 を 促す こと で 、2050 年 を 待つ こと な く 、 市 域 の 議 補 
カー ボン ニュ ー ト ラル の 達成 に 向け た 取組 を 進め て いく 。 


学研 高山 地区 第 2 工区 全景 
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3. 実施 スケ ジュ ー ル 等 
3.1 各 年 度 の 取組 概要 と スケ ジュ ー ル 


【 各 年 度 の 取組 概要 と スケ ジュ ー ル 】 
く 民 生 部 門 の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 実質 ゼロ > 

(取組 全体 ) 

バイ オマ ス 2 号機 の 立 上 げ や 、 対 象 と な る 施設 や 住宅 等 に お ける 太陽 光 設 備 の 設置 、 市 内 に お 
ける 系 統 側 蓄電 池 の 設 置 な ど に よる 市 内 再 エ ネ 導 入 、 更 に は 域外 の 再 エ ネ 活 用 も 含め 、 民 生 部 門 
の 電力 消費 に 伴う CO2 排出 実質 ゼロ を 目指 す 。 


取組 ① : バイ オマ ス 2 号機 の 立 上 げ 

2025 年 4 月 に 運転 開始 予定 の 木質 バイ オマ ス 発 電 (発電 出力 9.980kW : TJ グル ー プ ホー ル デ 
ィング ス 幌 が 計画 中 ) に より 発電 され る 電力 の 一 部 (12GWh 相当 ) を いこ ま 市 民 パ ワー 人 幌 を 通 
じ て 融 通す る こと で 両者 合意 済 。 


取組 ② : 施設 等 に お ける 太陽 光 発電 パネ ル の 設置 

ジャ パン ・ リ ニュ ー ア ブル ・ エ ナジ ー 貝 、 お よび いこ ま 市 民 パ ワー 出 の 合弁 と し て 設立 する 特 
別 目的 会 社 (SPC) に より 、 脱 炭素 先行 地域 に 含ま れる 施設 等 に 太陽 光 パ ネル お よび 非常 用 の 小 
型 蓄電 池 を 設置 予定 。 新 た に 太陽 光 発 電 を 設置 する 公共 ・ 民 間 施 設 は 183 箇所 、 合 計 14.8MW 
の 容量 を 想定 。2025 年 度 以降 は ペロ ブス カイ ト 型 太陽 電池 の 活用 も 視野 に 、 更 な る 設置 容量 の 
拡大 を 目指 す 。 


取組 ③ : 生駒 市 域 に お ける 系 統 側 蓄電 池 の 設 軒 

上 記 SPC に より 、 生 駒 市 内 に 大 型 の 系 統 側 蓄電 池 (6.000kW、24,000kWh) を 設置 予定 。 余 
剰 電 力 の タイ ムシ フト や 需給 バラ ンス 調整 な ど に 活用 する ほか 、 市 域内 の 系 統 混 雑 の 緩和 や 、 理 
給 バ ラン ス 全 体 へ の 貢献 を 目指 す 。 現 在 候補 地 の 検 討 を 行っ て いる 。 


取組 ④ : ペロ ブス カイ ト 型 太陽 電池 の 利 活用 促進 

本 事業 の 実現 に 向け て 研究 開発 を 行う メー カー と 協議 を 行っ て お り 、 同 社 が 量産 体制 確立 を 目 
指す 令 2025 年 度 か ら の 本 格 導入 を 目指 す 。 事 業 は 上 記 同 様 に SPC に よる 設置 ・ 保 有 ・ 運 営 を 行 
うこ と を 想定 。 

取組 ⑤ :「 創 エネ ・ 省 エネ シス テム 普及 促進 事業 補助 金 」 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 
現行 の 補助 金 制度 を 継続 し 、HEMS の 導入 補助 を 実施 する 


取組 ⑥) : 「 住 宅 者 エネ ルギー 改修 工事 補助 金 」 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 
現行 の 補助 金 制度 を 継続 し 、 住 宅 の 省エネ 改修 補助 を 実施 する 


取組 ⑦ : 家庭 を 対象 と し た DR 等 の 実施 を 目指 し た ICT 機器 の 導入 
電気 の 見 える 化 ア プリ を 2023 年 度 か ら 2025 年 度 ま で の 各 年 度 に 40 台 、 計 120 台 の 導入 を 見 
込む 


取組 ⑧ : LED サブ スク モデ ル の 展開 に よる 照明 省エネ の 推進 
LED サブ スク モデ ル を 2023 年 度 か ら 2027 年 度 ま で の 各 年 度 に 3 か 所 、 計 15 カ所 の 設置 を 
見 込む 


ぐ 民 生 部 門 電 力 以 外 の 温室 効果 ガス 排出 削減 > 
取組 ⑨ : コミ ュ ニ ティ バス 、 ご み 収 集 車 及 び 公用 車 の EV 化 
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既存 の コミ ュ ニ ティ バス 及び 公用 車 に 対応 する 車種 の 流通 状況 及び 買 替 え 時 期 等 に 応じ て 、 
コミ ュ ニ ティ バス は 2026 年 度 に 1 台 、 公 用 車 は 2026 年 度 か ら 2030 年 度 ま で に 7 台 の EV 化 を 
見 込む 。 ご み 収 集 車 は 2023 年 度 に 1 台 導 入 す る 。 


取組 ⑩ : マイ カー の EV 化 ・EV 急速 充電 器 の 設 
a 
置 を 目指 す 。 マ イカ ー の EV 化 に つい て は 、2023 年 度 か ら 2027 年 度 の 各 年 度 に 40 台 、 合 ヨ ョ 

200 台 の 取得 補助 を 目指 す 。 


取組 ⑪ : EV カー シェ アリ ング スポ ッ ト の 設置 ・ 車 両 の 導入 

EV カー シェ アリ ング スポ ッ ト は 、 自 動車 ディ ー ラ ー 等 と の 調整 に より 2025 年 度 か ら 2028 年 
度 の 各 年 度 に 2 ヶ所 の 設置 場所 を 特定 し 、 合 計 8 カ所 に 設置 する 。 カ ー シ ェ アリ ング 用 の EV 車 
も 同様 に 、2025 年 度 か ら 2028 年 度 の 各 年 度 に 2 ヶ所 導入 し 、 合 計 8 台 の 導入 を 目指 す 。 


取組 ⑫ : 置き 配 ボ ックス の 普及 強化 
置き 配 ボ ックス に つい て は 、2023 年 度 か ら 2030 年 度 の 先行 地域 2 地区 の 20% の 家庭 (269 
世帯 ) へ の 普及 を 目指 す 。 


取組 ⑬ : 食品 ロス の 削減 
フー ドド ライ ブ の 実施 拠点 を 2023 年 度 か ら 2080 年 度 ま で の 各 年 度 に 1 か 所 、 計 8 カ所 の 設 
置 を 見 込む 


取組 ⑭ : 空き 家 の 流 通 促進 
2023 年 度 か ら 2027 年 度 の 各 年 度 に 10 軒 ず つ 、 計 50 軒 の 省エネ リフ ォ ー ム の 実施 を 見 込む 。 
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取組 ④ 生駒 市 域内 に お ける 系 統 側 敬 電 池 の 設 
事前 準備 
取組 の ベロ ブス カイ ト 殖 太陽 電池 の 利 活用 促進 
取組 ⑤ 「 創 エネ ・ 省 エネ シス テム 普及 促進 事業 補助 金 」 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 
補助 事業 の 実施 
取組 ⑥「 住 宅 者 エネ ルギー 改修 工事 補助 金 」 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 


芋 NOOu 来 
生 避 傍 瑞 ③ 計 哨 HF 洒 


ロ 訓 硝 帰 甘 


EE 2 ヒ 有り 参 ヒ 還 参 穫 で 答 
EE 2 E* 多 四 金 8) 


取組 コミ ュ ニ ティ 7 スス 用 東 び : 信用 車 及び ご のみ 収集 還 の b E Lv 化 上 机 ・ 目標 】 2090 年 直入 コ ミュ ニテ ィ バ パス ・ 収 集 車 1 台 、 
コミ a ニ ディ 


公用 車 1 台 


取組 マイ カー の EV 化 ・EV 急 速 充 ーー 200 台 充電 器 100 台 


し er 
40 台 ーーー ビー 
急 て 電 き 5 吉 


取組 ⑩ EV カー シェ アリ ング スポ ッ ト の 設置 ・ 車両 の 導入 【 目 標 】 車両 8 台 


Ev 充電 電 , 2 
し し 治 ノ 


各 産 圧 癌 2 若 洒 党 時 旧 
S テ 串 叶 耐 紀 余 洒 


取組 ⑫ 置 き 配 ボ ックス の 音 及 【 目 標 】 先行 地域 2 地区 269 世 帯 


取組 ⑬ 食 品 ロ ス の 削減 【 目 標 】 フー ドド ライ ブ の 取組 拠点 の 拡大 8 ヶ所 
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3.2 直近 5 年 間 で 実施 する 具体 的 取組 等 


【 直 近 5 年 で 実施 する 取組 】 


年 度 


取組 概要 


2023 年 度 


2024 年 度 


取組 ① : 
取組 ② : 
取組 ③ : 
取組 ⑤ : 


取組 ⑥ : 
取組 ⑦ : 
取組 ⑧ : 
取組 ⑨ : 
取組 ⑩ : 
取組 ⑫ : 
取組 ⑬ : 
取組 ⑭ : 
取組 ① : 
取組 ② : 
取組 ③ : 
取組 ⑤ : 


取組 ⑥ : 
取組 ⑦ : 
取組 ⑧ : 
取組 ⑩ : 
取組 ⑫ : 
取組 ⑬ : 
取組 ⑭ : 


バイ オマ ス 発 電 所 2 号機 の 立 上 げ 

住宅 や 施設 等 に お ける 太陽 光 発 電 パ ネル の 設置 (36 件 ) 

生駒 市 域内 に お ける 系 統 側 蓄電 池 の 設 置 

創 エ ネ ・ 省 エネ シス テム 普及 促進 事業 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省 
エネ 推進 

住宅 者 エネ ルギー 改修 工事 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 
家庭 を 対象 と し た DR 等 の 実施 を 目指 し た ICT 機器 の 導入 (40 台 ) 
LED サブ スク モデ ル の 展開 に よる 照明 省エネ の 推進 取組 (3 施設 ) 
ご み 収 集 車 及 び 公 用 車 の EV 化 (1 台 ) 

マイ カー の EV 化 (40 台 ) 

置き 配 ボ ックス の 普及 強化 (31 世帯 ) 

フー ドド ライ ブ の 取組 拠点 の 拡大 (1 ヶ所 ) 

空き 家 活 用 (10 軒 ) 

バイ オマ ス 発 電 所 2 号機 の 立 上 げ 

住宅 や 施設 等 に お ける 太陽 光 発 電 パ ネル の 設置 (66 件 ) 

生駒 市 域内 に お ける 系 統 側 蓄電 池 の 設 置 

創 エ ネ ・ 省 エネ シス テム 普及 促進 事業 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省 
エネ 推進 

住宅 者 エネ ルギー 改修 工事 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 
家庭 を 対象 と し た DR 等 の 実施 を 目指 し た ICT 機器 の 導入 (40 台 ) 
LED サブ スク モデ ル の 展開 に よる 照明 省エネ の 推進 取組 (3 施設 ) 
マイ カー の EV 化 (40 台 )・EV 急速 充電 器 の 設置 (20 台 ) 

置き 配 ボ ックス の 普及 強化 (34 世帯 ) 

フー ドド ライ ブ の 取組 拠点 の 拡大 (1 ヶ所 ) 

空き 家 活 用 (10 軒 ) 


2025 年 度 


2026 年 度 


取組 ② : 
取組 ③ : 
取組 ④ : 
取組 ⑤ : 


取組 ⑥ : 
取組 ⑦ : 
取組 ⑧ : 
取組 ⑩ : 
取組 ⑪ : 
取組 ⑫ : 
取組 ⑬ : 
取組 ⑭ : 
取組 ② : 
取組 ④ : 
取組 ⑤ : 


住宅 や 施設 等 に お ける 太陽 光 発 電 パ ネル の 設置 (69 件 ) 

生駒 市 域内 に お ける 系 統 側 蓄電 池 の 設 置 

ペロ ブス カイ ト 型 太陽 電池 の 利 活用 促進 (2 件 ) 

創 エ ネ ・ 省 エネ シス テム 普及 促進 事業 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省 
エネ 推進 

住宅 者 エネ ルギー 改修 工事 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 
家庭 を 対象 と し た DR 等 の 実施 を 目指 し た ICT 機器 の 導入 (40 台 ) 
LED サブ スク モデ ル の 展開 に よる 照明 省エネ の 推進 取組 (3 施設 ) 
マイ カー の EV 化 (40 台 )・EV 急速 充電 器 の 設置 (20 台 ) 

EV カー シェ アリ ング 用 充電 器 の 設置 (2 台 )・ 車 両 の 導入 (2 台 ) 
置き 配 ボ ックス の 普及 強化 (34 世帯 ) 

フー ドド ライ ブ の 取組 拠点 の 拡大 (1 ヶ所 ) 

空き 家 活用 (10 軒 ) 

住宅 や 施設 等 に お ける 太陽 光 発 電 パ ネル の 設置 (98 件 ) 

ペロ ブス カイ ト 型 太陽 電池 の 利 活用 促進 (7 件 ) 

創 エ ネ ・ 省 エネ シス テム 普及 促進 事業 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省 
エネ 推進 
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取組 ⑥ : 住宅 者 エネ ルギー 改修 工事 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 

取組 ⑧ : LED サブ スク モデ ル の 展開 に よる 照明 省エネ の 推進 取組 (3 施設 ) 

取組 ⑨ : EV コミ ュ ニ ティ バス の 導入 (1 台 )・ 公 用 車 の EV 化 (1 台 ) 

取組 ⑩ : マイ カー の EV 化 (40 台 )・EV 急速 充電 器 の 設置 (20 台 ) 

取組 ⑪ : EV カー シェ アリ ング 用 充電 器 の 設置 (2 台 )・ 車 両 の 導入 (2 台 ) 

取組 ⑫ : 置き 配 ボ ックス の 普及 強化 (34 世帯 ) 

取組 ⑬ : フー ドド ライ ブ の 取組 拠点 の 拡大 (1 ヶ所 ) 

取組 ⑭ : 空き 家 活 用 (10 軒 ) 

2027 年 度 取組 ② : 住宅 や 施設 等 に お ける 太陽 光 発 電 パ ネル の 設置 (163 件 ) 

取組 ④ : ペロ ブス カイ ト 型 太陽 電池 の 利 活用 促進 (177 件 ) 

取組 ⑤ : 創 エ ネ ・ 省 エネ シス テム 普及 促進 事業 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省 
エネ 推進 

取組 ⑥ : 住宅 者 エネ ルギー 改修 工事 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 

取組 ⑧ : LED サブ スク モデ ル の 展開 に よる 照明 省エネ の 推進 取組 (3 施設 ) 

取組 ⑨ : 公用 車 の EV 化 (1 台 ) 

取組 ⑩ : マイ カー の EV 化 (40 台 )・EV 急速 充電 器 の 設置 (20 台 ) 

取組 ⑪ : EV カー シェ アリ ング 用 充電 器 の 設置 (2 台 )・ 車 両 の 導入 (2 台 ) 

取組 ⑫ : 置き 配 ボ ックス の 普及 強化 (34 世帯 ) 

取組 ⑬ : フー ドド ライ ブ の 取組 拠点 の 拡大 (1 ヶ所 ) 

取組 ⑭ : 空き 家 活 用 (10 軒 ) 

2028 年 度 取組 ⑤ : 創 エ ネ ・ 省 エネ シス テム 普及 促進 事業 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省 
エネ 推進 

取組 ⑥ : 住宅 者 エネ ルギー 改修 工事 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 

取組 ⑨ : 公用 車 の EV 化 (1 台 ) 

取組 ⑩ : マイ カー の EV 化 (40 台 ) ・EV 急速 充電 器 の 設置 (20 台 ) 

取組 ⑪ : EV カー シェ アリ ング 用 充電 器 の 設置 (2 台 )・ 車 両 の 導入 (2 台 ) 

取組 ⑫ : 置き 配 ボ ックス の 普及 強化 (34 世帯 ) 

取組 ⑬ : フー ドド ライ ブ の 取組 拠点 の 拡大 (1 ヶ所 ) 

取組 ⑭ : 空き 家 活 用 (10 軒 ) 

2029 年 度 ~ | 取組 ⑤ : 創 エ ネ ・ 省 エネ シス テム 普及 促進 事業 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省 

2030 年 度 エネ 推進 

取組 ⑥ : 住宅 者 エネ ルギー 改修 工事 補助 金 を 活用 し た 家庭 分 野 の 省エネ 推進 

取組 ⑨ : 公用 車 の EV 化 (4 台 ) 

取組 ⑫ : 置き 配 ボ ックス の 普及 強化 (68 世帯 ) 

取組 ⑬ : フー ドド ライ ブ の 取組 拠点 の 拡大 (2 ヵ所 ) 

取組 ⑭ : 空き 家 活 用 (20 軒 ) 


【 6 年 目 以降 事業 最終 年 度 の 取組 ・ 方 針 】 

@ 取組 お よび ③ に つい て は 立 上 げ ・ 設 置 後 の 継続 運転 を 行う 

@ 取組 ② に お いて は 引き 続き 対象 施設 の 拡大 、 ま た 特に 2025 年 度 以降 は 取組 ④ 次 世代 型 太陽 電 
池 (ペロ ブス カイ ト ) の 導入 や 、 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ を 中 心 と し た 住宅 へ の 取組 み を 拡大 ・ 継 
続 さ せ て いく 。 

@ 取組 ⑤・⑥・⑫⑰・⑬・⑭ は 継続 し て 実施 する 。 

@ 取組 ⑩・⑪ に つい て は 、2028 年 度 ま で に 目標 を 達成 する 見 込み で ある が 、 進 捗 状況 が 遅れ て 
いる 場合 や 、 更 な る 取組 拡大 が 期待 され る 場合 は 、 計 画 6 年 目 以降 に も 継続 し て 実施 する 可能 
性 が ある 。 
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【 計 画 期間 後 も 脱 炭 素 効果 を 継続 する た め の 方 針 等 】 


取組 の 進捗 に つい て は 、 本 市 内 部 の 推進 を 担う 「 生 駒 市 セロ カー ボン 推進 協議 会 ( 仮 )」 で 定 
期 的 に 報告 し 、 万 が 一 遅れ が 生じ る 場合 は 追加 策 を 検討 する 。 ま た 、 先 行 地域 周辺 の 地域 で 
も 、 同 様 の 取組 が 実施 され る よう 、 横 展開 等 の 取組 拡大 を 検討 し て いく 。 


取組 ① に つい て 、 バ イオ マス 発電 所 に つい て は 通常 30 年 以上 の 継続 運転 は 可能 で あり 、 計 画 
期間 後 も 運転 を 継続 、 ま た 一 部 発電 量 を ICP へ 供給 する 点 、 事 業者 の 意向 を 確認 済 。 

取組 ② は 、 パ ネル の 耐久 性 ・ 劣 化 度合 い に も よる が 概ね 30 年 程度 の 事業 継続 は 可能 で あり 、 
事業 を 長期 継続 し て いく 則 、SPC 参加 予定 者 の 意向 を 確認 済 。 

取組 ③ は 蓄電 池 の サ イク ル 寿 命 を 踏ま える と 設置 し た 蓄電 池 に よる 運用 は 15 年 程度 と 想定 
(1 日 あたり 1~2 サイ クル 、7000 サイ クル 超 の 寿命 ) 。16 年 目 以降 は 蓄電 池 の 劣 化 状況 を 見 
つつ 、 必 要 に 応じ リプ レー ス を 行い 更 な る 事業 継続 を 目指 す 旨 、SPC の 意向 を 確認 済 。 
取組 ④ は 、 太 陽光 発電 の 新た な 可能 性 と し て 、 広 く 普 及 さ せる た め に 、 公 共 施 設 を 始め 集会 所 
や 住宅 へ も 設置 する こと を 模索 し て いく 。 

取組 〇 ・⑥ は 、 計 画 期 間 後 も 市 の 施策 と し て 継続 し て 実施 する 予定 。 

取組 ⑦ー⑩・⑫⑰・⑬・⑭ は 、 予 算 状況 や 普及 状況 を 鑑み て 可能 な 限り の 普及 拡大 を 目指 す 。 
取組 ⑪ は 、 市 内 へ の 普及 拡大 の 可能 性 に つい て 奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 と 協議 を 進め 、 範 
囲 を 拡大 させ て いく 方 針 。 
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4. 


関係 者 と の 連携 体制 と 合意 形成 状況 等 


4.1 関係 者 と の 連携 体制 と 合意 形成 状況 


【 各 主体 の 役割 】 


本 市 

先行 地域 の 総合 的 な 事業 推進 、 関 係 者 と の 各種 調整 ・ 支 援 の 役割 を 担い 、 需 要 家 の 掘り 起こ 
し 、 合 意 形 成 を 主体 的 に 行う 。 ま た 、 住 宅 に 対し て 再 エネ 設備 等 設置 に 関す る 補助 等 を 行い 、 
設備 設置 を 推進 する ほか 、 地 域 新 電力 いこ ま 市 民 パ ワー 山 と 連携 し 、 運 営 を 支援 する 。 


需要 家 (生駒 市 の 公共 施設 、 国 立 の 研究 ・ 教 育 機関 及び 自治 会 集会 所 に 加え 、 先 行 地域 に 選 

定 し た 既存 住宅 地 (2 自治 会 )、 金 融 、 交 通 、 ご み 処 理 ・ 再 資源 化 と いっ た 公益 的 な 役割 を 果 

た す 民 間 施 設 ) 

いこ ま 市 民 パ ワー 幌 を 通じ て 、 太 陽光 や バイ オマ ス な ど 、 地 域 で 発電 され た 再生 可能 エネ ル 
ギー を 利用 する 。 ま た 、 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ 活 動 を 推進 する こと で 、 地 域 の 脱 誠 素 化 を 図る 。 


再 エ ネ 発 電 事 業者 (ジャ パン ・ リ ニュ ー ア ブル ・ エ ナジ ー 幌 (JRE) 、TJ グル ー プ ホー ル デ 

ィング ス 細 ) 

JRE( 衝 は 全国 で 大 規模 再 エ ネ 事 業 を 手掛け る 再 エ ネ 大 手 企業 。 運転 中 設備 容量 は 790MW、 
主要 株 主 は ENEOS 側 及び 三井 住友 信託 銀行 由 。 本 件 取組 で は 主 に 太陽 光 発 電 事 業 お よび 蓄電 
池 事業 を 展開 する 事業 主体 と し て の SPC を いこ ま 市 民 パ ワー 幌 と 共同 し て 設立 ・ 運 営 する 。 
SPC 設立 に つい て は 、2022 年 4 月 15 日 付 協定 書 に より JRE 貫 、 カ ジノ ン 貫 及び いこ ま 市 民 
パワ ー 偶 の 3 者 間 で 合意 済 で あり 、 先 行 地域 指定 後に 改め て 参画 企業 を 検討 し 、 設 立 す る 。 ま 
< 急速 充電 器 の 設置 等 に お いて 、 親 会 社 で ある ENEOS 則 と の 連携 も 行う 。 

TJ グル ー プ ホー ルディ ング ス ( 株 ) は 生駒 市 北田 原町 で バイ オマ ス 発 電 所 2 号機 (発電 出力 
9.980kW) を 2025 年 4 月 に 運転 開始 予定 で あり 、 い こま 市 民 パ ワー( 貫 の 電力 と し て 
12,000MWh グ 年 を 調達 予定 で ある こと を 合意 済 。 ま た 、 電 力 供 給 の 他 に 、 環 境 ・ 再 生 可 能 エ 
ネル ギー の 教育 ・ 啓 発 拠点 及び 災害 時 の 防災 拠点 と し て の 活用 も 予定 され て いる 。 


地域 新 電 力 (いこ ま 市 民 パ ワー 幌 ) 

小売 電気 事業 者 と し て 、 整 備 し た 再 エ ネ 電 力 を 先行 地域 に 供給 する 。 先行 地域 等 を 対象 と し 
て 、 電 力 事業 の 収益 還元 コミ ュ ニ ティ サー ビス を 実施 する 。 ま た 、 省 エネ 関連 事業 者 の サー ビ 
ス を 利用 し て 、 市 内 の 省エネ 推進 を 実施 する 。 

本 件 取組 で は 主 に 太陽 光 発 電 事 業 お よび 蓄電 池 事 業 を 展開 する 事業 主体 と し て の SPC を 
JRE 貫 、 カ ジノ ン 細 と 共同 し て 設立 ・ 運 営 す る 。SPC 設立 に つい て は 、2022 年 4 月 15 日 付 
協定 書 に より JRE 衝 、 カ ジノ ン 貫 及び いこ ま 市 民 パ ワー 貫 の 3 者 間 で 合意 済 で あり 、 先 行 地 
域 指定 後に 改め て 参画 企業 を 検討 し 、 設 立 する 。 


再 エ ネ 関 連 事業 者 (カジ ノン 線 ) 

市 域内 に お ける 太陽 光 等 再 エ ネ ポ テン シャ ル の 算定 を 行う 。 

本 件 取組 で は 主 に 太陽 光 発電 事業 お よび 鞭 電池 事業 を 展開 する 事業 主体 と し て の SPC を い 
こま 市 民 パ ワー 帽 と 共同 し て 設立 ・ 運 営 す る 。SPC 設立 に つい て は 、2022 年 4 月 15 日付 協 
定 書 に より JRE 貫 、 カ ジノ ン 貫 及び いこ ま 市 民 パ ワー 貫 の 3 者 間 で 合意 済 で あり 、 先 行 地域 
指定 後に 改め て 参画 企業 を 検討 し 、 設 立 す る 。 


金融 機関 (内 南 都銀 行 ) 
いこ ま 市 民 パ ワー 帆 の 株 主 で あり 、 監 査 役 と し て 経営 に 参画 し て いる 。 脱 大 素 関連 施策 の 実 
行 に 際 し て 、 事 業 収支 等 の 観点 か ら 助 言 ・ 指 導 を 行う 。 
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・ 市 民団 体 (一 般 社団 法人 市 民 エ ネル ギー 生駒 ) 
SPC に よる 再 エ ネ 事 業 と 並行 し て 、 市 民 出 資 に よる 市 民 共 同 太陽 光 発 電 所 の 設置 拡大 に 向 
け て 取り 組む 。 ま た 、SPC に よる 脱 炭 素 関連 施策 の 実行 に あたっ て も 、 市 民 共同 太陽 光 発電 
所 の 運営 実績 を 踏ま え シ ステ ム の 最適 化 ・ 経 済 性 の 確保 を 検討 、 市 民 か ら の 出資 を 募る 。 


・ 研究 機関 (国立 大 学 法人 奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 ) 
研究 成果 の 社会 実装 と し て 、 ペ ロブ スカ イト 型 太陽 電池 等 の 次 世代 太陽 電池 の 実装 に 伴う 助 
言 ・ 指 導 や 、EV カ ー シ ェ アリ ング の 実証 研究 を 生駒 市 と 連携 し て 実施 する こと で 、 生 駒 市 に 


よる カー シェ アリ ング 拠点 の 整備 に 協力 する 。 さ ら に 、 キ ャ ン パ ス 内 の PV 設置 検討 を 行う 。 


【 関 係 者 と の 連携 体制 】 
(民生 部 門 電力 に お ける 取組 ) 
BB 、 奈良 先端 科学 技術 
] 生駒 市 包括 連携 協定 大 学院 大 学 。 
出資 株 主として 連携 1 助成 
| 市 民 エ ネル ギー 生駒 
電 カ 見 
に a 
ンー いこ ま 市 民 パ ワー 幌 
先行 地域 + (地域 新 電力 ) 
| Pt RN 
(カジ ノン (株 ) ) 
| fax 株 主として 発注 
連携 ; 
TJ グル ー プ 市 内 施工 
ホー ルディ 帆 南 都銀 行 事業 者 
ング ス 幌 


(民生 部 門 電力 以外 に お ける 取組 ) 


充電 器 導 奈良 トヨ ペッ トグル ー プ 
市 民 1! 奈良 日 産 自動 還 
設置 自動 車 販 売店 
。 デ ーー ニー ニニ ニニ ニニ ニー ニー ニニ ニニ ーー i ee a | VN 
「 コミ バス ・ 公 用 車 の EV 化 ヽ 連携 : 夫 和 敵 学生 
コミ バス EV 化 ! EN 
| 交通 事業 者 1 生駒 市 ヽ 、 包括 連携 協定 連携 
EV 化 BE 
公 いこ ま 空 き 家 流通 促進 
Me ! プラ ッ ト ホ ー ム 
| |: uu 
食品 小吉 事業 考 ! 
A 1 空き 家 の 流通 促進 
食品 ロス の 削減 ーー 
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PPA 事業 者 、 地 域 新 電力 、 再 エネ 発電 事業 者 、 金 融 機 関 、 送 配電 事業 者 系 等 と の 合意 状況 


主体 調整 ・ 協 議 内 容 調整 状況 (合意 形成 状況 ・ 設 立 準備 状況 ) 
特別 目的 会 社 を 設立 し 、 太 | 避 選 定 済 口 選 定 中 ( 社 興味 あり ) 
PPA 事業 者 | 陽光 発電 ・ 蓄 電池 の 設置 を | 口 今後 選定 開始 ( 年 月 予定 ) 
連携 し て 推進 
再 エ ネ 発 電 事業 者 | 再 エネ 事業 全般 の マネ ジ メ | 。 um 
⑦ リュ ブ ブ | ント 、SPC 事業 参画 2 i i 
a ロロ 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 
再 エ ネ 発 電 事 業者 | バイ オマ ス 発 電 所 の 電力 の 5 
合意 済 口 協議 中 
1J ゲ ルー プ ホー- 計 | 一 部 を いこ パワ ー 
2 i いま 市 パワー 電化 協議 開始 ( 年 月 予定 ) 
再 エネ 関連 事業 者 | 再 エネ ポテ ン シ ャ ル 調 査 、 | 切 合 意 済 口 協議 
(カジ ノン 凍 ) | S PC 事業 参画 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 
rm | (時 存 の 場合 ) 再 エ ネ 電 源 | 合意 人 議 中 
| の 地上 地 人 ロロ 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 
6 (新設 の 場合 ) 口 設立 済 口 関係 者 と 調整 中 
ロロ 体制 検討 中 ( 年 月 予定 ) 
研究 機関 。 | 研究 成果 を 踏ま えた 助言 
2 合意 済 口 協議 中 
奈良 先端 科学 技 | 大 学 へ の 大 陽光 設置 
1 RRR ロロ 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 
人 宛 
金融 機関 | いこ ま 市 民 パ ワー 貫 の 株 主 | 避 合 意 済 口 協議 中 
( 帽 南 都銀 行 ) | と し て 連携 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 
送 配電 事業 者 | 大 陽光 発電 設置 に 伴う 系 統 | 、 uu 
電力 美 配電 十 化 等 戸 忌 、/ 衣 
A 連携 等 ロロ 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 ) 
その 他 企業 等 | 再 エネ 事業 へ の 市 民 出資 の | 合意 済 品 協議 
(( 一 社 ) 市 民 エ | 募集 今後 協議 開始 ( 年 月 予定 
ネル ギー 生駒 ) 
〇 PPA 事業 者 


いこ ま 市 民 パ ワー 則 並 びに 事業 パー トナ ー で ある ジャ パン ・ リ ニュ ー ア ブル ・ エ ナジ ー 則 及 び 
カジ ノン 帆 の 連携 に より 特別 目的 会 社 (SPC) を 設立 する 方 向 性 に つき 、 三 者 間 で 合意 済み 。 追 
加 の 必要 資金 は ジャ パン ・ リ ニュ ー ア ブル ・ エ ナジ ー 帽 か ら の 出資 で 調達 可能 。 


〇 再 エ ネ 発 電 事 業者 (ジャ パン ・ リ ニュ ー ア ブル ・ エ ナジ 一 幌 ) 
事業 へ の 協力 に つい て 、 い こま 市 民 パ ワー 幌 並 びに 事業 パー トナ ー で ある ジャ パン ・ リ ニュ ー 
アブ ル ・ エ ナジ ー 貝 及び カジ ノン 則 の 三 者 間 で 合意 済み 。 


〇 再 エ ネ 発 電 事 業者 (TJ グ ルー プ ホ ー ル ディ ング ス 則 ) 

いこ ま 市 民 パ ワー 人 帆 及 び TJ グル ー プ ホー ルディ ング ス 則 の 両社 間 で 合意 済み 。TJ グル ー プ ホ 
ー ル ディ ング ス ( 遇 は 、2022 年 3 月 か らい こま 市 民 パ ワー 貫 の 株 主として 事業 に 参画 し て お り 、 
いこ ま 市 民 パ ワー 貫 の 中 長期 計画 に お いて 、 同 社 の バイ オマ ス 発 電 2 号機 か ら 電力 調達 する こと 
が 明記 され て いる 。 


〇 再 エ ネ 関 連 事業 者 (カジ ノン 幌 ) 
事業 へ の 協力 に つい て 、 い こま 市 民 パ ワー 出 並 びに 事業 パー トナ ー で ある ジャ パン ・ リ ニュ ー 
アブ ル ・ エ ナジ ー 企 及び カジ ノン 帆 の 三 者 間 で 合意 済み 。 
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〇 地域 新 電力 (いこ ま 市 民 パ ワー 悼 ) 

生駒 市 が 51% を 出資 し て 2017 年 に 設立 し た 地域 新 電力 会 社 。 生 駒 市 が 電力 事業 を 契機 に 再 エ 
ネ の 促進 や 地域 の 活性 化 と いっ た まち づく り を 推進 する た め に 設立 し た 政策 目的 会 社 で あり 、 目 
指す ビジ ョ ン は 生駒 市 と 一 致し て いる 。 


〇 研究 機関 (国立 大 学 法人 奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 ) 

2021 年 10 月 、 生 駒 市 と 同 大 学問 で 包括 連携 協定 を 締結 し 、 環 境 分 野 で は 新 技術 の 活用 で 、 地 
産地 消 と まち づく り に 貢献 で きる 再 エネ 事業 の 創出 に 取り 組む こと に 合意 。2021 年 12 月 か ら 、 
具体 的 な 事業 連携 の 内 容 に つい て 協議 を 重ね て いる 。 


〇 金融 機関 ( 帽 南都 銀行 ) 
いこ ま 市 民 パ ワー 幌 の 設立 当初 より 株 主として 参画 し て お り 、 計 画 へ の 理解 は 得 ら れ て いる 。 


〇 送 配電 事業 者 
2022 年 7 月 か ら 協 議 を 実施 。 系 統 連 系 の 詳細 に つい て は 、 今 後 、 い こま 市 民 パ ワー 帳 又 は 今 
後 設立 する SPC か ら 協 議 が 直接 行わ れる 。 


O 〇 市 民団 体 (一 社 ) 市 民 エ ネル ギー 生駒 
積極 的 な 協力 の 申し 出 が あり 、 共 同 提案 者 と し て 全面 的 に 協力 し て いく こと に 合意 済み 。 


【 共 同 提案 者 の 概要 】 
事業 者 ・ 団 体 名 : いこ ま 市 民 パ ワー 幌 
所 在 地 生駒 市 元町 1-6-12 生駒 セイ セイ ビル 6 階 
資本 金 1.500 万 円 
出資 者 ・ 生 駒 市 (51%) 
・ 生 駒 商工 会 議 所 (24%) 
・TJ グ ルー プ ホ ー ル ディ ング ス 晶 (12% 
・ 一 般 社 団 法人 市 民 エ ネル ギー 生駒 (8%) 
| | ・ 朝 南都 銀行 5969 So5S55S5S)。 1《{.。/ 646 ぞ | 
主 な 事業 内 容 電力 小売 事業 、 コ ミュ ニテ ィ サ ービス の 提供 


事業 者 ・ 団 体 名 : 国立 大 学 法人 奈良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 


所 在 地 生駒 市 高山 町 8916 番地 の 5 


研究 科 先端 科学 技術 研究 科 


2021 年 12 月 か ら 具 体 的 な 連携 内 容 に つい て 協議 を 重ね て いる 


その 他 取 組 に 係る 事項 2021 年 10 月 生駒 市 と 包括 連携 協定 を 締結 
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事業 者 ・ 団 体 名 : 「 リ グルー プ ホ ー ル ディ ング ス 幌 


所 在 地 


大 阪 府 大 東 市 大 字 龍 間 1266 番 5 


資本 金 


2.000 万 円 


グル ー プ 会 社 


帆 都 市 樹木 再生 セン ター 
貫 BPS 大 東 

績 グリ ー ン パワ ー 大 東 

( 則 BPS いこ ま 


その 他 取 組 に 係る 事項 


・ 主 な 受賞 礎 


会 特別 エ シ カ 
ル 賞 受賞 


2021 年 1 月 新 エネ 大 賞 経済 産業 大 臣 賞 受賞 
2022 年 2 月 第 1 回 地域 共生 型 再生 可能 エネ ルギー 顕彰 受賞 


事業 者 ・ 団 体 名 : 一 般 社団 法人 市 民 エ ネル ギー 生駒 


所 在 地 生駒 市 北田 原町 1548-1 
設立 2013 年 10 月 
・ 市 民 等 に よる 再生 可能 エネ ルギー 源 の 導入 実践 事業 。 
主 な 事業 内 容 ・ エ ネル ギー を 中 心 と し た 環境 問題 に 関す る 普及 ・ 啓 発 事業 ・ 環 境 


学習 


その 他 取 組 に 係る 事項 


・ い こま 市 民 パ ワー 則 の 株 主 で あり 、 市 民団 体 と し て は 全国 で は じ 
め て 自治 体 新 電力 に 参画 。 エ ネル ギー を 中 心 と し た 環境 問題 に 関す 
る 普及 等 を 本 市 と 協 働 で 取り 組ん で お り 、 本 市 の 市 民 協 創 の シン ボ 
ル と いえ る 市 民団 体 で ある 。 

・ 主 な 受賞 歴 

2016 年 12 月 第 4 回 グッ ドラ イフ アワ ー ド 環境 大 臣 賞 優秀 賞 受賞 
2022 年 12 月 第 10 回 グッ ドラ イフ アワ ー ド 環境 大 臣 賞 優秀 賞 受賞 
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4.2 事業 継続 性 


@ バイ オマ ス 発 電 事 業 関連 

バイ オマ ス 発 電 所 2 号機 の 事業 採算 性 に つい て は 、 運 転 開始 か ら 30 年 間 以 上 の 長期 に わた る 事 
業 採算 性 を 検討 され た 上 で 、 人 幌 南都 銀行 を アレ ンジ ャ ー と する 銀行 団 か ら の 融資 を 受け られ て い 
る 事業 で あり 、 事 業 継続 性 は 確保 され て いる 。 

また 、 発 電 に 使用 され る 木質 資源 の 確保 に つい て は 、T J グル ー プ ホー ルディ ング ス 貫 の グル 
ー ブ プ 会 社 で ある 帳 都 市 樹木 再生 セン ター に よる 木質 廃棄 物 の 資源 化 事業 を 契機 と し て 発電 事業 に 
展開 され た 経緯 が あり 、 バ イオ マス 発電 所 1 号機 の 運営 実績 を 踏ま え 、 十 分 に 確保 で きる 見 通し 
が 立っ て いる 。 
@ SPC に よる 太陽 光 発 電 、 蓄 電池 事業 関連 

これ ら 取 組 を 実施 する SPC の 採算 性 は 下 表 の と お り で あり (太陽 光 + 蓄 電池 事業 全体 の 採算 見 
通し ) 、 事 業 期間 以降 (2031 年 度 以降 ) も 含め 投資 採算 性 は 確保 され 、 事 業 の 継続 性 に は 問題 は な 
い 見 込み 。 な お 、 事 業 費 の うち 補助 金 で 署 わ れ な い 部 分 に つい て は 、SPC 出資 企業 に よる 出資 に 
より 手当 され る 見 込み で あり 、 本 件 事業 に つい て 特段 金融 機関 か ら の 借り 入れ は 想定 し て いな い 
(SPC の 過半 出資 者 で ある JRE 箇 は 2022 年 1 月 か ら ENEOS グル ー プ 傘下 に 入っ て お り 、 本 事 
業 の 事業 費 範 囲 で あれ ば ENEOS グル ー プ 内 の グル ー プ ファ イナ ンス で 対応 する 方 針 で ある 旨 
JRE( 自 に 確認 済 で あり 、 実際 に 本 事業 より も 大 規模 な 事業 も 既に 金融 機関 か ら の 借入 無し で 実施 
し て いる )。 


単価 数 量 備考 
設備 ・ 工 事 費 
PV 191, 758 円 /kW 14, 339kW 補助 率 2/3 ( 脱 炭 素 交 付 金 ) 
併設 蓄電 池 | 1.430 千 円 / 台 (5<15KWh/ 台 ) 426 台 補助 率 2/3 ( 脱 炭素 交付 金 )、 
設備 ・ 工 事 費 
系 統 型 著 電池 | 1.020.000 千 円 / 台 (24MWh 想定 ) | 1 台 補助 率 1/2 (経済 産業 省 補助 )、 
保守 ・ 管 理 費 3 千 円 /kKW・ 年 20 年 間 2023~2042 年 度 
電力 単価 9 円 /kWh (自家 消費 分 ) 311, 749MWh | 単価 は いこ ま 市 民 パワ ー 換 へ の 売 
11 円 /KWh (系 統 側 蓄電 池 経由 分 ) | (20 年 合計 ) | 電 想定 単価 を 記載 、 
売 電 収 入 140, 287 千 円 / 年 20 年 
投資 回 収 年 数 | 15.4 年 


@ いこ ま 市 民 パ ワー 晶 の 事業 継続 性 

自治 体 新 電力 いこ ま 市 民 パワ ー( 幼 は 、 関 西 電力 帳 よ り も 安価 な 電力 を 供給 する た め 、 新 た に 導 
入 す る 再 エ ネ を 同社 の 電源 と する ほか 、 綿 UPEATER の バラ ン シ ン ググ ルー プ に 入り 、 イ ン バ ラ ンス 
リス ク を 低減 する こと で 、 維 続 的 な 電力 供給 と 安定 し た 経営 を 実現 する 。 


見 込み ・ 実 績 協議 ・ 調 整 状況 等 
低圧 ( 主 に 家庭 向け ) : 関西 電力 賜 の 標準 料金 プラ ン よ 
ン 15kWh : 295 円 、15 ン 120kWh : 19. 79 円 /kWh、300kWh | り も 安価 に 供給 する こと と し 、 
開 ー: 28.10 円 kWh 調達 コス ト を 踏ま えて 検討 
電力 小売 価格 こし キ に 事務 所 ビル 向け ) : 2 
基本 料金 1.765.50 円 /KW、 
従量 料金 : 夏季 13.52 円 /kMh、 そ の 他 期 12. 52 円 /kWh 
2022 年 度 : 3. 088MWh 事業 パー トナ ー で ある JRE 燃 及び | 
地産 再 エ ネ で _ 
調達 状況 2027 年 度 5 754MWh (新規 14, 499MWh) カ ジノ ン 帆 と と も に 再 エ ネ 拡 大 
※ 再 エネ 比率 は 、2296 か ら 8496 に 向上 する 見 込み に 向け 調整 を 図る 。 
電力 供給 状況 PO22 年 度 : 15, 651MWh (内 生駒 市 に よる 調達 84. 7%%) [市 が 調達 する こと で 事業 が 安定 
イン バラ ンス (人称 UPDATER の バラ ン シ ン ググ ルー プ に 所 属 2021 年 度 か ら 所 属 
リス ク へ の 対応 
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4.3 地方 公共 団体 内 部 の 推進 体制 


(1) 推進 体制 

市 内 部 の 推進 体制 と し て は 、 市 民 、 企 業 、 大 学 等 研究 機関 、 関 係 団体 、 行 政 機関 等 が 協 働 し 、 
生駒 市 SDGs 未来 都市 計画 に 掲げ る 取組 を 総合 的 か つ 計 画 的 に 推進 する こと を 目的 と し て 設置 

し て いる 「 生 駒 市 環境 モデ ル 都 市 及び SDGs 未来 都市 推進 協議 会 」 を さら に 発展 ・ 充 実 す る た 
め に 「 生 駒 市 ゼ セロ カー ボン 推進 協議 会 ( 仮 )」 に 改称 し 、「 生 駒 市 ゼ セロ カー ボン 推進 本 部 ( 仮 )」 
と し て 庁 内 各 担 当 課 (※) が 入る こと で 、 市 内 部 全体 で 推進 する 体制 と し て いる 。 


※ 庁 内 各 担 当 課 

・ 地域 活力 創 生 部 SDGs 推進 課 ( 主 担当 ) 

・ 地域 活力 創 生 部 地域 コミ ュ ニ ティ 推進 課 デジ タル 推進 齋 スマ ー ト シテ ィ 推 進 室 
・ 総務 部 総務 課 防災 安全 課 

・ 市 民 部 環境 保全 課 

・ 建設 部 事業 計画 課 

・ 都市 整備 部 都市 計画 課 住宅 政策 室 拠点 形成 課 建築 課 

・ 各 施 設 管理 担当 課 ほか 


【 推 進 体制 図 】 


生駒 市 ゼ セロ カー ボン 推進 本 部 ( 仮 ) 


4 3 ・ 地域 活力 創 生 部 SDGs 推 進 
生駒 市 ゼロ カー ボン 推進 協議 会 ( 仮 ) NR 


・ 地域 活力 創 生 部 地域 コミ ュ ニ 
| | ティ 推進 課 デジ タル 推進 課 ス 
マー トシ ティ 推進 室 


| 
学 
識 a 事 
だ 民 ・ 総務 部 総務 課 防災 安全 課 
験 者 は に | Uv 
き 十 
ーーー ーー トレ ーー ・ 市 民 部 環境 保全 課 
研 エ 較 交 
大 ネネ 間 = 通 
は 由 業 ル ms 等 事 ・ 建設 部 事業 計画 課 
等 者 ギ 還 店 間 系 
| 者 


・ 都市 整備 部 都市 計画 課 住宅 政 
策 室 拠点 形成 課 建築 課 


・ 各 施設 管理 担当 課 ほか 


(2) 進捗 管理 の 実施 体制 方針 

本 取組 み の 進 捗 に つい て は 、 上 記 の 「 生 駒 市 ゼ セロ カー ボン 推進 協議 会 ( 仮 )」 を 活用 し 、 必 要 に 
応じ て 大 学 等 研究 機関 、 エ ネル ギー 事業 者 等 を 加え て 、 年 に 2 <3 回 程度 の 頻度 で 取組 み の 推 進 
お よび 進捗 の 管理 を 行う 。 
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4.4 事業 を 着実 に 実施 する た め の 実 績 等 


取組 内 容 実施 済 実施 年 度 
公営 企業 ( 再 エネ 等 発電 事業 者 ) に ロ 
よる 電気 事業 の 実施 
独自 の 地域 新 電力 の 設立 | 2017 年 度 
取組 ゼロ カー ボン シテ ィ 宣 言 | 2019 年 度 
独自 条例 () 回 
単独 事業 (太陽 光 発 電 等 の 設置 補助 ) 2002 年 度 ~ 
環境 未来 都市 画 | 
採択 され た SDGs 未来 都市 | 2019 年 度 
国 の 制度 ・ バイ オマ ス 産 業 都市 回 
補助 事業 その 他 補 助 事業 (環境 モデ ル 都 市 ) 2013 年 度 
その 他 補 助 事業 (環境 省 補助 ) 2019 年 度 


【 取 組 名 (事業 名 )】 
自治 体 新 電力 「 い こま 市 民 パ ワー 則 」 


【 実 施 時 期 】 
2017 年 9 月 


【 取 組 の 目的 】 
再 エ ネ の 普及 を 図り 、 エ ネル ギー の 地産 地 消 に よる 地域 内 経済 循環 の 確立 に よる 地域 
経済 の 活性 化 を 図る と と も に 、 市 民 力 (参画 意識 の 高 さ ) を 背景 に 、 市 民 参 画 を 図り 
な が ら 電 力 事 業 の 収益 を 地域 に 還元 し 、 地 域 課題 の 解決 と 生活 利便 性 の 向上 を 図る 。 


【 取 組 の 概要 】 

・ 生駒 市 (519%%) の ほか 、 生 駒 商工 会 議 所 、( 一 社 ) 市 民 エ ネル ギー 生駒 、TJ グル ー プ ホ 
ー ル ディ ング ス 貫 、 箇 南 都銀 行 が 共同 出資 
地産 の 再 エ ネ を 最 優先 で 調達 し 、 収 益 は コミ ュ ニ ティ サー ビス と し て 地域 に 還元 。 
調達 電力 : 29, 694MWh/ 年 、 供 給 : 公共 76 施設 事業 者 41 施設 家庭 46 世帯 (2021 年 度 ) 


5 
る の 議論 を 踏ま えた 
まち の 課題 へ の 対応 


1) 電力 供給 
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【 取 組 名 (事業 名 )】 
太陽 光 発 電 シ ステ ム の 設置 、 蓄 電池 ・HEMS 等 の 省エネ 設備 導入 及び 工事 を 補助 


【 実 施 時 期 】 
太陽 光 発 電 (2002 年 度 ~) 、 蓄 電池 (2016 年 度 こ )、HEMS (2015 年 度 ~)、 
V2H (2016 年 度 ~) 、 省 エネ ルギー 改修 (2013 年 度 ~) 


【 取 組 の 目的 】 
・ 住宅 都市 で ある 本 市 に お いて 、 脱 炭素 社会 の 実現 に 向け た 民生 部 門 に お ける 二酸化 炭素 


の 排出 量 削 減 を 目指 す 。 


【 取 組 の 概要 】 
2022 年 度 か ら 、 個 別 の シス テム で は な く 、 太 陽光 発電 、HEMS、 蓄 電池 又は V2H を 一 体 
的 に 導入 する 場合 に 補助 を 実施 。 
補助 の 上 限 額 は 、 組 合せ が 蓄電 池 の 場 合 15 万 円 、V2H の 場合 20 万 円 
2021 年 度 ま で に 、 太 陽光 発電 1, 832 件 8, 154kW の 設置 を 補助 


【 取 組 名 (事業 名 ) 】 
いこ ま SDG s ア クシ ョ ン ネ ットワーク に よる 団体 ・ 事 業者 主体 の プロ ジェ クト 創発 


協 創 サポ ボー ター 
oe 
【 実 施 時 期 】 || 


RS ー ク 設 古 運営 に 関す る 助言 プロ ジェ クト 創出 の 助言 ・ 支 援 
2021 年 10 月 ネッ トワ ー ク 設立 SDG。 和 人 に 関す る 個別 相 取組 運営 に 関す る 提案 な ど 
ls “と 


会 員 OO OO@ 


支援 する 側 ・ Ce 力 を 結集 し て 間 解 決 
いい ノ 


< | 


行動 変容 (参加 ・ 応 援 ) || ペ ノ 啓発 


【 取 組 の 目的 】 


団体 、 企 業 、 学 校 等 の 多様 な 主体 が 、 相 互 に 支援 し て ほし い 又 は 支援 し た い 活動 を マッ 
チン グ し 、 分 野 及び 業種 を 超え た 連携 に よる 具体 的 な プロ ジェ クト を 創発 する 場 と し て 
の プラ ッ ト フ ォ ー ム の 構築 を 通じ て 、SDGs の 達成 を 目指 す 。 


【 取 組 の 概要 】 
生駒 市 内 で 、SD6Gs 達成 に 向け た 取組 ・ 活 動 を 実施 する 企業 ・ 団 体 の 募集 、 各 活動 や 会 員 
間 と の 連携 の 促進 支援 ※2023 年 1 月 時 点 で 84 団体 が 参加 
SDGs 推進 事業 補助 金 (1/2 補助 、 上 限 40 万 円 ) に より 2 者 以上 が 連携 する 取組 を 支援 
OloT トン グ を 活用 し た ご み 拾 い イ ベン ト (R3・ 奈 良 先端 大 、 日 本 た ば こ 産 業 由 ) 
O 〇 防災 ゲー ム 体 験 会 (NR3・NPO 法人 サー クル えん 、 い こま 育児 ネッ ト 、 則 ライ フケ ア 創 
合 研究 所 ) 
〇 x Change ( 物 々 交換 ) 三 部 構成 イベ ント (R4・ 偶 近鉄 百貨 店 生駒 店 、 一 般 社団 法人 無 
限 、 績 K サ ポー ト ) 

会 員 が 保有 する SDG s に 関す る リソー ス を 地域 や 教育 機関 等 に 展開 
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マッ チン グイ ベン ト の 開催 

会 員 同士 の 連携 を 促進 し 新た な 取組 が 生ま れる きっ か け と な る こと を 目的 に 、 会 員 企 
業 ・ 団 体 か ら プ レ ゼ ン に よる SDGs に つい て の 取組 発表 や 、 ワ ー ル ドカ フェ 方 式 で の ワ 
ー ク ショ ッ プ を 内 容 と し た マッ チン グイ ベン ト を 開催 (2022 年 4 月 24 社 ・ 団 体 が 参 
加 、 同 年 10 月 27 社 ・ 団 体 の 会 員 が 参加 。2023 年 3 月 下旬 に も 開催 予定 ) 
セミ ナー の 開催 

中 小 企業 に よる SDGs の 取組 を 促進 する た め 、 い こま SDGs 経営 セミ ナー を 開催 (2022 
年 5 月 ) 。36 名 が 参加 し た 。 


【 取 組 名 (事業 名 ) 】 
FIT 切れ 太陽 光 を 活用 し た 地産 地 消 エ ネル ギー モデ ル 調 査 検討 業務 


【 実 施 時 期 】 
2019 年 度 


【 取 組 の 目的 】 
いこ ま 市 民 パ ワー 帽 の 電力 供給 を 拡大 し 、 そ の 電源 と な る 非 FIT の 再生 可能 エネ ルギー 
を 拡大 する た め の 新 し い エ ネル ギー モデ ル の 検討 を 行い 、 い こま 市 民 パ ワー 帳 と し て 中 
長期 に 取り 組む べき 方 向 性 を 明らか に する 。 


【 取 組 の 概要 】 
以下 の 検討 を 踏ま え 、 新 た な 方 向 性 が 事業 性 の ある モデ ル と し て 示さ れ た 。(※ 本 提案 
で 記載 し て いる 再 エ ネ 導 入 の 事業 モデ ル ) 
〇 非 FIT の 太陽 光 発 電 を 中 心 と し た 再生 可能 エネ ルギー を いこ ま 市 民 パ ワー 幌 が 活用 す 
る 
新 モ デル の 検討 
〇 電源 確保 、 事 業 所 ・ 家 庭 へ の 供給 拡大 に 向け た ロー ド マ ッ プ の 検討 
〇 太陽 光 発 電 の 電源 確保 の た め の 事 業 ス キー ム 
〇 各種 指標 (電源 、 供 給 件 数 、 再 エネ 比率 、 事 業 収支 ほか ) の 考え 方 


【 取 組 名 (事業 名 )】 
日 常 の 「 ご み 出 し 」 を 活用 し た 地域 コミ ュ ニ ティ 向上 モデ ル 事 業 


【 実 施 時 期 】 
2019 年 度 


【 取 組 の 目的 】 
日 常 の 「 ご み 出 し 」 を 通じ て 市 民 が 集まる 拠点 づく り を 行い 、 資 源 ご み を 回 収 し つつ 、 
買物 支援 、 健 康 づ くり 、 介 護 予防 な ど 様 々 な コミ ュ ニ ティ 事業 を 行う 「 資 源 循 環 ・ コ ミ 
ュ ニ ティ ステ ーション 」 の 実証 を 行う 。 


oo 
ステ ーション を 2 か 所 に 設置 し て 以下 の 取組 を 行い 、 効 果 測定 (資源 ご み 回 収量 、 温 室 
効果 ガス 排出 削減 量 、 参 加 者 数 、 ア ン ケ ー ト 調査 等 ) 及び 運営 コス ト を 踏ま よ え た 、 事 業 
性 を 検討 。(※ 本 提案 で 記載 し て いる 複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり と し て 継続 ) 
〇 ご み 受 付 及 び 分 別 ・ 計 量 ・ 収 集 運 搬 
〇 フー ドド ライ ブ 
〇 コミ ュ ニ ティ 事業 (農作物 の 移動 販売 、 リ ユー スコ ー ナ ー、 交 流 ス ペー ス (カフ ェ 、 
新 ス トー ブ 等 ) 等 ) 
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5. 地方 公共 団体 実行 計画 を 踏ま えた 2030 年 度 ま で に 目指 す 地域 脱 炭素 の 姿 


(1) 2030 年 度 ま で に 目指 す 地域 脱 炭 素 の 姿 】 
脱 炭 素 ・ 循 環 型 サス ティ ナブ ル シ テ ィ の 実現 

生駒 市 環境 モデ ル 都 市 アク ショ ンプ ラン (地方 公共 団体 実行 計画 (区 域 施策 編 ) の 位置 づけ ) 
に 掲げ る 通り 、「 ま ち づ く り ・ ひ と の 育成 ・ 経 済 循環 」 の 3 つの 観点 で 、 地 域 課題 の 解決 を 図り な 
が ら 、 温 室 効果 ガス の 大 幅 な 削減 を 行う モデ ル 都 市 の 構築 を 目指 し て いる 。 

いこ ま 市 民 パ ワー 幌 の 電力 ・ コ ミュ ニテ ィ 事 業 は 、 本 提案 の ベー ス と な る 再 エ ネ 電 源 の 最大 限 
の 整備 に よっ て 安定 ・ 拡 大 し 、 よ り 持 続 可能 な 事業 モデ ル と な る 。 さ ら に 、 い こま 市 民 パ ワー 帳 
と 複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり と いう まち づく り の 相乗 効果 に より 、 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ の 拡大 と 
と も に 脱 炭 素 エ リア が 拡大 する “ 脱 炭 素 ド ミノ ” に より 、" 脱 炭素 Xx コ ミュ ニテ ィ ” の まち づく り 
を 住宅 都市 の じ 新しい 脱 ベ ッ ド タウ ン モ デル と し て 実現 する こと を 目的 と し て いる 。 

また 、 本 市 で は 、 今後 開発 が 予定 され て いる 学研 高山 地区 第 2 工区 に 係る まち づく り 事 業 の 検討 
を 現在 進め て いる 。 脱 炭素 社会 に 向け た 次 世代 エネ ルギー や 新 素材 の 開発 、 最 先端 の loT や AI 技 
術 を 活用 し た スマ ー ト 農業 ・ 産 業 シ ステ ム の 開発 、ICT を 活用 し た 遠隔 見 守り な ど へ の 応用 等 々 を 
基本 方 針 と し て お り 、 本 提案 に よる 脱 炭素 プロ ジェ クト の 趣旨 に 沿っ た 、 脱 炭素 と スマ ー ト な ラ 
イフ スタ イル が 両立 する 先進 エリ ア の 創出 に 向け て 取り 組ん で いる と ころ で ある 。 

学研 高山 地区 第 2 工区 等 の 新た な 開発 地 を は じ め 、 市 内 全域 の 住宅 地 、 商 工業 地 等 の 全て の エリ 
ア ・ 住 民 に よる 取組 を 促す こと で 、2050 年 を 待つ こと な く 、 市域 の カー ボン ニュ ー ト ラル の 達成 
に 向け た 取組 を 進め て いく 。 


(2) 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 状況 


a 改正 温 対 法 に 基づく 地方 公共 団体 実行 計画 の 策定 又は 改定 状況 等 


改定 済 ( 年 月 ) 

事務 | 編 改定 中 (2023 年 7 月 策定 予定 ) 

事業 編 jn 改定 予定 な し 

(理由 : ) 
策定 ・ 改 定 済 ( 年 月 ) 

区 域 | 以 策 定 ・ 改 定 中 (2023 年 7 月 改定 予定 ) 

施策 編 | ロ 策 定 ・ 改 定 予 定 な し 

(理由 : ) 
設定 済 ( 年 月 ) 

以 検 討 中 (2024 年 度 以降 に 設定 予定 ) 

設定 予定 な し 


促進 区 域 
の 設定 


生駒 市 で は 、 環 境 マ ネジ メン トシ ステ ム の 導入 及び 運用 を 生駒 市 環境 基本 条例 (2012 年 10 月 
改正 ) に 位置 付け 、 同 条例 に 基づく 点検 ・ 評 価 等 を 毎年 度 実施 
計画 期間 : 2012 年 10 月 ~ 
削減 目標 : 2006 年 度 を 基準 と し て 、2030 年 度 ま で に 359% 削 減 す る こと を 目標 と し 、 毎 年 度 の 
取組 目標 を 設定 し て いる 。 
取組 概要 : 生駒 市 環境 基本 計画 、 同 環境 モデ ル 都 市 アク ショ ンプ ラン 及び 同 SDGs 未来 都市 計 
画 に 基づく 施策 の 進捗 管理 を 実施 。 取組 状況 の 点検 ・ 評 価 、 毎 年 度 の 目標 設定 に 関す る 調査 
審議 等 は 、 公 募 市 民 等 で 構成 され る 生駒 市 環境 モデ ル 都 市 推進 会 議 が 実施 。 

対象 目標 値 
温室 効果 ガス 総 排出 量 2006 年 度 を 基準 と し て 、2030 年 度 ま で に 35% 削 減 
太陽 光 発 電設 備 を 設置 
公共 施設 の 省エネ ルギー 対策 の 徹底 | 一 
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公用 車 の 電動 車 の 導入 
LED 照明 の 導入 
再 エ ネ 電 力 調達 の 推進 


【 区 域 施策 編 】 
第 2 次 生駒 市 環境 モデ ル 都 市 アク ショ ンプ ラン (2019 年 3 月 策定 ) 


計画 期間 : 2019 年 度 か ら 2023 年 度 ま で (期間 満了 に 先立っ て 2023 年 度 中 の 改定 を 予定 ) 
削減 目標 : 2030 年 度 に 2018 年 度 比 51% 削 減 


※ 本 計画 で は 、2006 年 度 を 基準 と し て 、2030 年 度 ま で に 359% 削 減 
施策 の 実施 に 関す る 目標 : 


施策 分 類 目標 ・ 取 組 
① 再 エ ネ の 導入 促進 2023 年 度 の 再 エ ネ 発 電 容 量 : 35.145kW 
② 事業 者 ・ 住 民 の 省エネ その 他 の 排出 


2023 年 度 の 1 人 あたり CO2 排出 量 : 2.16t-CO2 
抑制 促進 


56 


6. 重点 選定 モデ ル (該当 が ある 場合 の み ) 
【 応 募 し た 重点 選定 モデ ル 】 
① 施 策 間 連 携 
【 タ イト ル 】 
系 統 側 蓄電 池 の 運 用 に より 高度 な 再 エネ 100% 電 力 供給 を 実現 
【 取 組 概要 】 
信 経 済 産業 省 「 系 統 用 蓄電 池 等 の 導入 及び 配電 網 合理 化 等 を 通じ た 再 エ ネ 導 入 加 速 化 事業 」 
・ 系 統 側 蓄電 池 を 設置 する こと で 、 再 エネ 100% 電 力 供給 の 高度 化 に より エネ ルギー の 地産 地 消 
が 実現 し 、 市 域 の 脱 炭 素 化 に 貢献 (2.4 章 P20 を 参照 ) 
※C02 削減 効果 は 、③「 系 統 側 蓄電 池 の 運 用 に より 高度 な 再 エ ネ 1009 電 力 供給 を 実現 」 で 記載 


【 応 募 し た 重点 選定 モデ ル 】 


① 施 策 間 連 携 

【 タ イト ル 】 

コミ ュ ニ ティ メ ミ 地 域 活性 化 x 脱 炭素 
【 取 組 概要 】 


人 @ 内 閣府 「 地 方 創 生 推進 交付 金 」 
・ 複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり 、 い こま 空き 家 流 通 促進 プラ ッ ト ホ ー ム 事業 を 活性 化す る こと で 、 
定住 意向 の 高まり に よる 転出 抑制 及び 地域 コミ ュ ニ ティ の 活性 化 を 通じ た まち の 魅力 発信 に よ 
る 転入 促進 に つなが る 。(2.2 章 P11 を 参照 ) 


【 応 募 し た 重点 選定 モデ ル 】 

② 地 域 間 連 携 

【 タ イト ル 】 

木質 資源 々 バイ オマ ス 火 力 で サー キュ ラー エコ ノ ミー を 実現 

大 東 市 (大 阪 詩 ) の T J グ ルー プ ホ ー ル ディ ング ス 帆 と の 連携 に より 、 生 駒 市 内 で 排出 され る 
衣 定 枝 等 の 木質 資源 及び 近隣 府県 か ら 調 達 さ れる 木質 資源 を 、 い こま 市 民 パ ワー 人 則 の 電源 と な る 
木質 バイ オマ ス 火 力 発電 所 の 燃料 と し て 活用 

【 取 組 概要 】 

念 焼却 処分 され る 木質 資源 を 木質 バイ オマ ス 発 電 の 燃料 と し て 活用 (2.4 章 P20 を 参照 ) 

・TJ グ ルー プ の 帳 都 市 樹木 再生 セン ター に より 、 生 駒 市 域 か ら 排出 され る 事業 系 静 定 ご み 
( 約 1, 500t/ 年 )、 大 東 市 他 11 市 (枚方 市 、 交 野市 、 東 大 阪 市 、 高 槻 市 、 大 阪 市 、 堺 市 、 四 條 
瞬 市 、 門 真 市 、 寝 屋 川 市 、 高 石 市 、 守 口 市 ) か ら 調達 する 木質 資源 を チッ プ 化 

・2025 年 度 か ら の 数 年 間 に お いて は 、 本 市 の 北部 に 位置 する 学研 高山 地区 第 2 工区 の 造成 に 伴 
い 、 相 当量 の 木質 資源 も 活用 で きる 見 込み で ある こと か ら 木 質 バ イオ マス 発電 を 通じ た 木質 資 
源 の 地産 地 消 を 行う 。 

・ 生駒 市 内 で 運転 開始 され る 木質 バイ オマ ス 発 電 所 等 の 燃料 と し て 活用 する こと で サー キュ ラ 
ー エ コノ ミー を 実現 

@C02 削減 効果 

・ 生 駒 市 の 廃棄 物 処理 に 伴う CO2 排出 量 138. 1t-C02/ 年 を 削減 

※ ご み 処 理 施設 の 電気 使用 量 8, 497, 430kWh/ 年 
x (事業 系 前 定 ご み 約 1, 500 t / ご み 焼 却 量 32, 312 t ) x 0.000350t-C02/kWh=138 t-CO2/ 年 

・CO2 排出 実質 ゼロ の 発電 所 稼働 に より CO02 排出 量 491t-CO2/ 年 を 削減 
※ 発 電 容量 9, 980kW x 1. 5% x 8, 760 時 間 / 年 x 0.000350t-CO2/kWh ニ 498.9 t-CO2/ 年 
(生駒 市 で 運転 開始 予定 の 木質 バイ オマ ス 発 電 所 の 燃料 に 占め る 市 内 産 バ イオ マス の 割合 

約 1.6% ( 三 約 1.500t/ 年 約 98,000 t / 年 ) を 踏ま えて 算出 ) 
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【 応 募 し た 重点 選定 モデ ル 】 
② 地 域 間 連 携 
【 タ イト ル 】 
いこ ま 市 民 パ ワー 帽 に よる 再 エ ネ 電 力 供給 を 広域 連携 で 補完 
ジャ パン ・ リ ニュ ー ア ブル ・ エ ナジ ーー 側が 全国 各地 に 保有 する 再 エ ネ 電 源 を いこ ま 市 民 パ ワー 
則 の 電源 と し て 活用 する こと で 再 エ ネ 1009%% の 電力 供給 を 実現 
【 取 組 概要 】 
人 @ 特 定 卸 供給 に よる 電力 融通 に より いこ ま 市 民 パ ワー( 偶 の 再 エ ネ 電 源 を 補完 (2.4 章 p.27 を 参 
照 ) 
・ ジ ャ パン ・ リ ニュ ー ア ブル ・ エ ナジ ー 炎 が 保有 する 電源 か ら 特定 卸 供給 に よる 電力 の 融通 を 受 
ける (7,170, 990kWh/ 年 )。 
※JRE 日 高川 太陽 光 発 電 所 (和歌 山県 日 高川 町 )。 不 足す る 場合 に は 、 他 地区 ORE 姫路 、JRE 高 
島 、JRE 南 伊勢 、JRE 和歌 山 岩出 市 、JRE 上 駒 月 ) か ら の 特定 卸 供給 に よる 融通 が 可能 。 
・ 非 化石 証書 を 活用 し 、 い こま 市 民 パ ワー( 貝 に よる CO2 排出 実質 ゼロ の 電力 供給 を 実現 する 想定 
@C02 削減 効果 
・2, 510t-C02/ 年 を 削減 
※7, 170, 990kWh/ 年 x 0.000350t-CO02/kWh=2, 510t-C02/ 年 


【 応 募 し た 重点 選定 モデ ル 】 
③ 地 域 版 G X 


【 タ イト ル 】 

系 統 側 蓄電 池 の 運 用 に より 高度 な 再 エ ネ 1009% 電 力 供給 を 実現 

太陽 光 発 電 と 併せ て 大 規模 系 統 側 蓄電 池 を 導入 し 、 市 場 を 通じ た 収益 化 を 目指 す と と も に 、 日 
中 の 余剰 電力 を 夕 刻 等 の 不足 時 間 帯 に 放電 ・ 供 給 す る こと で 再 エ ネ 電 力 の 安定 供給 を 実現 


【 取 組 概要 】 
人 @ 大 規模 系 統 側 蓄電 池 を 整備 ・ 運 用 (2.4 章 P20. 22 を 参照 ) 
・SPC に より 系 統 側 蓄電 池 (6.000kW-24, 000kWh) を 整備 し 、 次 の よう に 運用 する 。 
① 系 統 側 蓄電 池 と し て の 運用 (1 日 の 中 で の スポ ッ ト 市 場 の 値 差 を 利用 し た 市 場 売 電 、 容 量 市 
場 や 需給 調整 市 場 へ の 入札 等 ) 
② 太 陽光 の 昼間 の 余剰 電力 を 夕刻 等 の 不足 時 間 帯 に 放電 ・ 供 給 を 行う こと に よる 電力 の 地産 地 
消 の 促進 及び (ICP に よる ) 市 場 調 達 リ スク の 低減 
・ 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 
経済 産業 省 の 「 系 統 用 蓄電 池 等 の 導入 及び 配電 網 合 理化 等 を 通じ た 再 エ ネ 導 入 加 速 化 事業 」 
を 活用 予定 (2024 年 度 ) 
@「 高 度 な 再 エ ネ 1009%」 の 実現 
・ 上 記 ② の 取組 を 将来 更に 進化 させ 、30 分 コマ 単位 で 再 エ ネ 由 来 電力 を 需要 形状 に 合わ せ て い 
き 、 非 化石 証書 を 活用 し て 脱 炭素 化 が 図ら れ て いる と みな す の で は な く 、 リ アル タイ ム に 再 エ 
ネ 100% を 達成 で きる 状態 (いわ ゆる 24/7) を 目指 す 。 こ れ に より 、 化 石 電源 が 無く と も 電力 
の 安定 供給 が 可能 と な り 、 こ れ を 達成 し て こそ 再 エ ネ の 安定 供給 が 可能 と な る も の と 考え る 。 
・ こ の よう な 取組 み は 日 本 国内 で は 殆ど 例 が な いも の で あり 、 生 駒 市 の コミ ュ ニ ティ レベ ル で 、 
先ず は 実証 的 に 先進 性 の ある 事業 モデ ル の 確立 を 図り た い 。 
@C02 削減 効果 
・14, 717t-C02/ 年 を 削減 
※42, 048MWh/ 年 x 0.000350t-CO2/kWh 三 14, 717t-C02/ 年 
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【 応 募 し た 重点 選定 モデ ル 】 
③ 地 域 版 G X 


【 タ イト ル 】 
空き 家 の 断 熱 改修 


【 取 組 概要 】 

@「 い こま 空き 家 流通 促進 プラット ホー ム 」 等 を 通じ た 空き 家 の 断 熱 改修 (2.5 章 P32 を 参照 
・ 本 市 で は 、 宅 建 士 や 建築 士 な ど 不 動産 流通 の 専門 家 か ら な る プラ ッ ト ホ ー ム を 設立 し 、 個 別 の 
物件 ご と に オー ダー メー ド の 流通 促進 支援 を 実施 
・ 市 内 で 活用 され る こと と な っ た 空き 家 に 対し て は 、 省 エネ 断熱 改修 補助 等 の 省エネ リフ ォ ー 
ム ・ リ ノ ベ ー シ ョ ン メン 支援 を 実施 


【 応 募 し た 重点 選定 モデ ル 】 
④ 民 生 部 門 電 力 以外 の 温室 効果 ガス 削減 の 取組 


【 タ イト ル 】 
複合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり で 地域 を 脱 炭 素 化 
【 取 組 概要 】 


人 @ 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ づ くり 事業 の 概要 (2.2 章 p.11、2.5 章 P29 を 参照 ) 

・ 複合 型 コミ ュ ニ ティ づく り の よう に 、 歩 いて 行け る 地域 の 交流 拠点 づく り に 取り 組む こと で 、 

4 消費 を 抑制 し 、 脱 炭素 化 に 貢献 
治 会 ・ 住 民 が 主体 と な っ て 様々 な 取組 を 展開 (※ 取 組 の 例 : 農産 物 の 移動 販売 や キッ チン カ 

ー に よる 買物 支援 、 集 会 所 を 開放 し た 自習 室 と し て の 活用 、 本 や 不用 品 の 回 収 ・ 交 換 ) 

・2022 年 度 に は 市 内 で 8 自治 会 が 実践 。 次 年 度 に は 14 自治 会 以上 に 拡大 見 込 

・ 活 用 を 想定 し て いる 国 の 事業 
内 閣府 の 「 地 方 創 生 推進 交付 金 」 を 活用 予定 


【 応 募 し た 重点 選定 モデ ル 】 
④ 民 生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 削減 の 取組 


【 タ イト ル 】 
EV カー シェ アリ ング で 地域 を 脱 炭 素 化 
【 取 組 概要 】 


@EV カー シェ アリ ング の 取組 
・ 奈 良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 に て 実証 実験 が 進む ブロ ッ ク チ ェ ー ン 技術 を 活用 し た EV の カー 
シェ アリ ング を 、 複 合 型 コミ ュ ニ ティ 拠点 等 に 実装 する こと に より 、 温 室 効 果 ガ ス 削 減 に 寄与 
(2.5 章 P12 を 参照 ) 
人 民生 部 門 電 力 以外 の CO2 削減 効果 
・4.9t-CO2/ 年 を 削減 (EV 化 に 伴う ガソリン 削減 に 伴う も の ) 
※ 平 均 走行 距離 約 6.000km ン 台 年 x 8 台 = 平均 燃費 22.500km ン kL x 2.82t-CO2 プ kL 
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【 応 募 し た 重点 選定 モデ ル 】 
④ 民 生 部 門 電力 以外 の 温室 効果 ガス 削減 の 取組 


【 タ イト ル 】 

置き 配 ボ ックス の 普及 強化 

置き 配 ボ ックス の 普及 に より 、 郵 便 物 の 再 配達 に 伴う CO2 排出 量 の 削減 と と も に 、 宅 配 業 者 の 
労働 時 間 の 削減 や ウィ ズ コ ロナ 時 代 の ライ フス タイ ル の 実現 に 貢献 


【 取 組 概要 】 
@ 郵 便 物 等 の 再 配達 に 伴う 車両 稼働 の 減少 に よる 燃料 使用 量 の 削減 (2.5 章 P33 を 参照 ) 
・ 再 配達 の 現状 


本 市 に お ける 郵便 小包 の 再 配達 件 数 は 、 郵 便 局 1 社 で 年 間 約 65, 000 件 と 相当 数 に な っ て お 
り 、 再 配達 が 抑制 と な る こと に よる CO2 排出 量 削減 効果 は 大 きい 。 
・ 郵便 局 等 の 宅配 事業 者 と の 連携 ・ 複 合 型 コ ミュ ニテ ィ を 通じ た 全市 展開 
先行 地域 2 地区 の 20% の 家庭 (269 世帯 ) へ の 普及 を 目指 し 、 普 及 に 向け た 啓発 や 経費 面 で 連 
携 ・ 協 力 する 方 向 で 郵便 局 と 協議 中 で あり 、 今 後 宅配 事業 者 と の 連携 に 努め な が ら 複 合 型 コ ミュ 
ニテ ィ 等 を 通じ た 全市 展開 を 図る 。 
人 @ 民生 部 門 電力 以外 の CO2 削減 効果 
・420.9 t-CO2/ 年 を 削減 ( 再 配 達 の 減少 に 伴う ガソリン 削減 に 伴う も の ) 
※ 平 均 走行 距離 約 12km x 再 配達 回 数 65.000 回 / 年 x (先行 地域 269 世帯 プ 市 域 51, 399 世帯 ) 
ーー 平均 燃費 22, 500km ン kL x 2.32t-CO2 ン kL 
※ 平 均 走行 距離 は 、 先 行 地域 2 地区 か ら 生 駒 郵便 局 まで の 往復 の 距離 の 平均 
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ー ク 3 新規 の 青玉 先 


設備 の 導入 予定 (別紙 ) 


【 太 陽光 発電 】 
主導 (小計 ) と (小計 ) 3 ーー 
Pr オン サイ ト ・| 。 品 | 設備 能力 | よき 8 発電 量 | FS 調査 等 | 合意 形成 
設置 場所 設置 者 | イン サイ ト ・| 設置 方 法 | 数 量 Wi 設備 能 カ (MI 衣 導入 時 期 | で 間 生 | 合 き 
戸 建 住宅 1.507 1, 979, 410 
ひか り が 丘 自治 会 。 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 142 783 1.028.704 令 和 59 年 二 実 施 。 | 一 部 合意 
萩 の 台 住 宅地 自治 会 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 130 724 950, 705 NN 未 実施 。 | 一 部 合意 
家庭 (その 他 ) 2.574 3, 382, 534 
傍 示 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 6 8, 356 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
獅子 ヶ 丘 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 20 26, 306 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
久保 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 14 18.944 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
宮 方 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 10 12.863 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
芝 自 治 会 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 1 14.191 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
ひか り が 丘 集会 所 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 7 9.756 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
鹿 ノ 台 い きい き ホ ー ル PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 30 39, 922 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
真弓 第 1 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 9 12, 465 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
真弓 第 2 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 7 9.335 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
真弓 南 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 7 9.524 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
北大 和 自 治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 14 17, 761 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
上 町 台 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 15 19.710 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
あす か 野 北 集 会 所 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 12 15, 790 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
あす か 野 南 集会 所 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 13 16.576 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
庭 台北 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 21 27.304 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
庭 台南 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 6 7.956 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
庭 台 中 央 集会 所 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 14 18.889 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
南田 原町 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 14 18.100 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
星 和 台 集 会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 7 9.783 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
西 白 庭 馬 2 丁目 集会 所 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 10 13.794 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
小明 町 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 7 9, 661 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
小明 台 集 会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 9 11, 409 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
生駒 台 自 治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 3 4, 428 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
依 口 町 自治 会 館 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 8 10, 578 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
稲葉 台 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 1 14.086 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
喜 里 が 丘 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 1 13.809 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
南 喜 里 が 丘 集会 所 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 10 13.225 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
0 3 人 2 番 jppA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 38 49.575 令 和 8 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
ント ポリ ア 生 移 集 会 pp 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 400 525, 452 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
東 松 ケ 丘 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 2 2.222 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
西松 ケ 丘 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 14 18.112 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
光陽 台 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 9 11.931 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
谷田 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 9 12.086 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
辻 町 7 ツイ フ PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 111 145, 460 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
スカ イマ ッッ ョ > 集 会 室 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 111 145, 230 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
山崎 町 自治 会 館 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 9 12.384 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
生駒 リー マッ > 集会 室 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 92 120, 494 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
親和 公園 会 館 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 10 12.553 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
東 新町 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 8 10.118 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
メメ ンド ー ル クラ ヴイ |ppy 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 7 100.915 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
門前 町 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 1 13.797 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
西 旭ケ丘 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 14 18.199 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
スィ ナー ド 東 生 移 集 pp 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 38 49, 406 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実 施 
ネオ ハイ ツ 集 会 室 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 316 415.093 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
有史 町 第 1 ガー デン ハ pp 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 127 167.141 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
月 見 町 第 2 ガー デン バハ pp 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 11 14.717 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
東 菜 畑 北 集 会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 8 9.888 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
東生 胸 グ リー ンマ ン lpPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 48 62.415 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
西 菜 畑 町 自治 会 館 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 4 4.928 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
索 分 町 東 自治 会 館 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 18 23.094 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
索 分 町 西 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 9 11.760 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
さつき 人 台 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 19 24, 375 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
さつき 台南 集会 所 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 14 18.006 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
イト ー ビ ア 生駒 ファ イ jppA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 198 259, 778 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
翠 光 台 集 会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 10 12, 812 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
南山 手 台 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 12 15.17 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
有 里 町 自治 会 館 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 9 11, 925 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
57 リ - 多 > 生駒 集会 所 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 224 294, 730 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 未 実 施 
小瀬 町 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 13 16, 630 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
みな み 野 台 集会 所 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 5 6.570 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
大 瀬 ふ れ あ い の 館 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 12 16,217 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
萩原 町 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 7 9.132 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 


青山 台 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 15 19, 579 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
藤尾 町 自治 会 館 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 12 15, 669 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
西畑 町 自治 会 館 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 16 20, 958 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
鬼 取 町 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 11 14, 191 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
大 門 町 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 9 12, 155 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
南小 平尾 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 13 17.345 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
北 小 平尾 自治 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 10 13.009 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
萩 の 台 住宅 地 自 治 会 館 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 7 9,822 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
東山 集会 所 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 10 12.812 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
H-a- IT72 萩 の 台 。 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 78 102, 492 令 和 8 年 度 | 調査 中 未 実施 
ロ - レ コト 萩 の 台 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 74 97, 663 令 和 8 年 度 | 調査 中 未 実施 

オフ ィ ス ビル 710 932, 798 
支援 財団 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 84 110.967 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
金融 機関 (1) PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 15 19, 710 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
金融 機関 (2) PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 3 3.614 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
金融 機関 (3 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 16 20, 617 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(1) |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 40 52, 560 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(2) |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 11 14, 687 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(3) |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 5 6,570 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(4 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 40 52, 560 令 和 9 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(5) |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 50 65, 700 令 和 9 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(6) |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 34 44. 673 令 和 9 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(7) |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 55 72, 588 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(8) |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 26 33.715 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(9) |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 54 71.525 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(10) |]PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 26 33, 803 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(11) |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 22 28, 448 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(12) |]PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 18 23, 645 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(13) |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 19 24. 966 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(14) |]PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 62 81, 762 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
郵便 局 (1) PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 10 13, 009 令 和 9 年 度 | 調査 中 ー 部 合意 
郵便 局 (2 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 30 39, 420 令 和 9 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
郵便 局 (3) PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 90 118, 260 令 和 9 年 度 | 調査 中 一 部 合意 

商業 施設 0 0 

宿泊 施設 0 0 

公共 施設 8, 873 11, 658, 995 
エコ パー ク 21 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 56 73, 453 令 和 8 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
エコ パー ク 21 駐 車場 |PPA 事 業者 | オン サイ ト |SCP 1 36 47, 304 令 和 8 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
生駒 小学 校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 351 461.004 令 和 5 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
生駒 南小 学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 200 262.169 令 和 7 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
生駒 北 小 中 学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 96 125, 618 令 和 8 年 度 | 調査 中 ー 部 合意 
生駒 台 小 学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 377 494. 721 令 和 5 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
生駒 東 小学 校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 270 354. 938 令 和 6 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
真弓 小学 校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 270 354, 530 令 和 7 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
依 口 小学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 248 325, 544 令 和 7 年 度 | 調査 中 ー 部 合意 
鹿 ノ 台 小 学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 284 373, 741 令 和 6 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
桜ヶ丘 小学 校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 213 279, 974 令 和 7 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
あす か 野 小学 校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 293 385, 554 令 和 6 年 度 | 調査 中 ー 部 合意 
壱 分 小学 校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 347 455. 919 令 和 5 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
生駒 南 第 二 小 学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 266 349, 918 令 和 7 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
生駒 中 学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 193 253, 234 令 和 7 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
生駒 南 中 学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 193 253.549 令 和 7 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
緑ヶ丘 中 学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 356 468, 034 令 和 5 年 度 | 調査 中 ー 部 合意 
鹿 ノ 台中 学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 118 154. 789 令 和 8 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
上 中 学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 326 427, 707 令 和 6 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
光明 中 学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 283 371, 665 令 和 6 年 度 | 調査 中 ー 部 合意 
大 瀬 中 学校 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 319 418, 969 令 和 6 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
な ば た 幼稚 園 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 38 50, 195 令 和 8 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
生駒 台 幼 稚 園 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 59 77, 920 令 和 8 年 度 | 調査 中 ー 部 合意 
部 定 こと も 国人 馬入)ppA 吉 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 56 72. 927 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
依 口 幼稚園 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 15 20.104 令 和 8 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
あす か 野 幼 稚 園 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 33 43, 756 令 和 8 年 度 | 調査 中 ー 部 合意 
桜ヶ丘 幼稚 園 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 58 76, 606 令 和 8 年 度 | 調査 中 一 部 合意 


索 分 急 稚 園 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 81 106.960 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
中 保育 園 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 49 64.912 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
小平 尾 保育 園 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 24 31,930 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
ひがし 保育 園 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 1 93.557 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
北大 和 ス ポー ツ 施 設 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 26 34.690 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
で 委 市 体育 協会 滝 寺 |pp 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 275 361.876 令 和 86 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
6 井出 山 ス ポー ツ パ jpPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 104 137, 182 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
生駒 市 た け ま る ホー ル |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 19 25, 492 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
鹿 ノ 合 ふ れ あ い ホ ー ル |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 36 47.173 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
生駒 市 図書 会 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 46 60.444 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
南 コ ミュ ニテ イセ ンタ py 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 76 100.127 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
る セン タ ppA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 221 289. 868 令 和 7 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
芸術 会 館 美 楽 来 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 95 124.436 令 和 8 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
— 端 科学 技 術 大 学 
秦 長 先 疾 科学 技術 大 学 pp 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 425 558, 056 令 和 5 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
a PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 626 823,087 令 和 5 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
0 ミュ ニテ ィ セ jppA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 42 55, 451 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
セラ ビー いこ ま PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 12 15, 768 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
高山 竹林 園 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 24 31. 799 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
山田 川 浄 化 セ ンタ ー IPPA 事 業者 オン サイ ト | 屋根 置き 1 68 89, 615 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
小平 尾 南 児童 館 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 37 48.618 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
消防 北 分 署 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 7 8.935 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
真弓 浄水 場 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 154 202.857 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
清掃 リレー セン ター |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 94 123.641 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
竜田 川 浄 化 セ ンタ ー IPPA 事 業者 オン サイ ト | 屋根 置き 1 460 604, 314 令 和 9 年 度 | 調査 中 未 実施 
歓喜 の 湯 (足湯 ) |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 9 11.859 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
消防 署 南 分 署 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 14 17, 856 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
EE ミュ ー ン lppA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 17 22.010 令 和 9 年 度 | 調査 中 。 | 未 実施 
生駒 駅 南 自動 車 駐車 場 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 33 42,771 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
長楽 デイ サー ビス |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 29 37.646 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
生駒 駅 前 駐輪場 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 23 30.156 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
生駒 駅 北 駐 輪 場 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 16 20.882 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
谷田 駐輪場 PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 16 20.893 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
旧 生 駒 メ ディ カル セン 
ター 北 訪問 看護 ステ ー|PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 15 19.053 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
ショ ン 
や すら ぎの 杜 優 楽 |PPA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 113 148, 653 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
的 市 休 育 協会 総合 pp 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 146 192.191 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 
イモ 公園 スポ ー ツ 施 |ppA 事 業者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 16 20.400 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 一 部 合意 

公共 (その 他 ) 451 592, 088 
市 道 ( 壱 分 町 地内 ) ①|PPA 事 業者 オフ サイ ト | 野立 て 1 251 329, 157 令 和 7 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
市 道 ( 壱 分 町 地内 ) ②|PPA 事 業者 オフ サイ ト | 野立 て 1 168 220, 752 令 和 7 年 度 | 調査 中 一 部 合意 
市 道 ( 鹿 畑 町 地内 ) PPA 事 業者 オフ サイ ト | 野立 て 1 32 42, 179 令 和 8 年 度 | 調査 中 一 部 合意 

遊休 地 0 0 

遊休 農地 0 0 

た め 池 0 0 

その 他 224 294, 668 
民間 (こみ 処理 ・ 再 紅 pp 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 4 5, 766 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実施 
民間 (こみ 処理 ・ 再 紅 pp 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 143 187.484 倒 和 9 年 度 | 調査 中 | 合意 済み 
民間 (こみ 処理 ・ 再 紅 pp 事業 者 | オン サイ ト | 屋根 置き 1 7 101, 418 令 和 9 年 度 | 調査 中 | 未 実 施 

合計 | 14, 339 18, 840, 493 


Np pp 。 《 ニ ーー 


直近 電力 
対象 施設 区 分 試算 方 法 短 要 量 
(kWh/ 年 ) 
民生 ・ 家 庭 ( 戸 建 住宅 ) 
ひか り が 兵 自 治 会 既存 住宅 646 | 市 域 の 消費 量 か ら 
萩 の 台 住 宅地 自治 会 | 既存 住宅 8690] 二 8 半 時 人 
民生 ・ 家 庭 (その 他 ) 
民生 ・ 業 務 そ の 他 ( オ フィ スピ ル ) 
金融 機関 (1) 
金融 機関 ② 実績 値 
金融 機関 (3) 実績 値 
郵便 局 (1) 実績 値 
郵便 局 (2) 実績 値 
郵便 局 4) 実績 値 
郵便 局 (3) 実績 値 
郵便 局 (5) 実績 値 
郵便 局 (6) 実績 値 
郵便 局 (7) 実績 値 
郵便 局 (8) 実績 値 
郵便 局 (9) 実績 値 
郵便 局 (10) 実績 値 
郵便 局 (11) 実績 値 
生駒 商工 会 議 所 
民生 ・ 業 務 そ の 他 (商業 施設 ) 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(1) | 既存 1| 実 績 値 49.615 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(⑫ | 既存 1 類似 施設 の 平均 51.771 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(3) | 既存 1 類似 施設 の 平均 51.771 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(4⑭ | 既存 1| 実 績 値 46.826 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(5) | 既存 1| 実 績 値 59.910 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(15) 1 35, 146 


民生 ・ 
民生 ・ 


自動 車 デ ィ ー ラ ー (6) 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(7) 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(16) 
自動 車 デ ィ ー ラ ー (8) 


類似 施設 の 平均 


| WW ETT) 
トー esoss =m 
TT 


自動 車 デ ィ ー ラ ー (9) 


類似 施設 の 平均 


自動 車 デ ィ ー ラ ー(10 


類似 施設 の 平均 


自動 車 デ ィ ー ラ ー(11 


類似 施設 の 平均 


類似 施設 の 平均 


) 
) 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(12) 
自動 車 デ ィ ー ラ ー (13) 

) 


自動 車 デ ィ ー ラ ー(14 


業務 その 他 ( 宿 泊 施 設 ) 
業務 その 他 ( そ の 他 ) 


ーー 


高山 サイ エン スプ ラ ザ 
(支援 財団 ) 
生駒 台 自治 会 館 


萩 の 台 住宅 地 公民 館 


ひか り が 丘 集会 所 


傍 示 集会 所 


類似 施設 の 平均 


獅子 ヶ 丘 自治 会 館 


類似 施設 の 平均 


庄 田 自治 会 館 


類似 施設 の 平均 


ーー 


る 


芝 自 治 会 集会 所 


類似 施設 の 平均 


| wows 
ーー lawaows 


鹿 畑 自治 会 館 既存 
鹿 ノ 台東 集会 所 既存 
鹿 ノ 台 西 集 会 所 既存 
ーーー 既存 
鹿 ノ 台 北 集 会 既存 


(小計) 
近 電 力 寺村 量 
(kW 年 


需要 家 と の 合意 形成 の 状況 


6, 881, 870 


一 部 説明 済み 


ー 部 説明 済み 
0 

1, 354, 930 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


880, 107 


0 
1, 446, 511 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


塵 ノ 台 いき いき ホー ル 


既存 1 類似 施設 の 平均 8, 440 


美 鹿 の 台 集会 所 既存 | | 類似 施設 の 平均 


あす か 台 集 会 所 


白 庭 台 北 集 会 所 


白 庭 台南 集会 所 


南田 原町 集会 所 


1 類似 施設 の 平均 


星 和 台 集会 所 


類似 施設 の 平均 


新 南田 原 自治 会 


1 類似 施設 の 平均 


西 白 庭 台 1 丁目 集会 所 | 既存 | 。 1 類似 施設 の 平均 
西 白 府 台 2 丁目 集会 所 | 既存 | 。 1 類似 施 設 の 平均 


西 白 庭 台 3 丁目 集会 所 


北田 原町 集会 所 
小明 町 自治 会 
小明 台 集 会 所 


松美 台 自 治 会 


1 類似 施設 の 平均 
既存 
中 


依 口 町 自治 会 


1 類似 施設 の 平均 
1 類似 施設 の 平均 


稲葉 台 集会 所 既存 類似 施設 の 平均 


喜 里 が 丘 自治 会 
南 喜 里 が 丘 集会 所 


既存 ” | || 類似 施設 の 平均 


類似 施設 の 平均 


喜 里 池 集 会 所 


1 類似 施設 の 平均 


27 マツ ョ ッ 依 口 2 番館 集 


会 所 


光陽 台 集 会 所 


1 類似 施設 の 平均 


桜ケ丘 自治 会 


谷田 自治 会 


辻 町 北 集 会 所 


辻 町 アー バン ライ フ ( 集 


教育 支援 施設 の 一 部 ( 北 
新町 ) 


仲之 町 集会 所 


門前 町 自治 会 館 


東 旭 ケ 丘 自治 会 集会 所 憩 
い の 館 
西 旭ケ丘 自治 会 


1 類似 施設 の 平均 
類似 施設 の 平均 


湯船 自治 会 館 (緑ヶ丘 、 
新旭 ケ 丘 、 東 旭ヶ丘 と 共 
用 ) 


1 類似 施設 の 平均 


軽井沢 集会 所 


1 類似 施設 の 平均 


未 
未 き 
未 


腹 | 晶 | 暗 | 障 | 朋 


] 


a | a 
mn | ml 


wun 


部 
婦 


購 | 了 朋 ] 遂 | 陵 | 陵 | 朋 | 陽 | 陽 | 骨 | 購 | 肛 | 了 遂 | 朋 | 陸 | 陣 


El 


| gm 
mm | 下 


ET ET ET En 


wun 
mm | sm 


| 
吾 | 吾 


購 | 朋 | 遂 | 陵 | 陸上 B 


] 


汗 | 汗 
| 留 EEE! 


FT 


FI 


FT 


未 
未 


FI 


陸 | 陣 | 骨 | 陽 


朋 


l 
誤 | 詞 | 詞 | 詞 | 謀 


農 | 瞳 | 骨 | 典 | 典 | 典明 | 瞳 


朋 | 障 朋 | 障 


典 | 剛 


騰 


騰 


憶 


典 | 陣 | 典 | 瞳 


騰 


騰 


レフ ィ ナ ー ド 東生 駒 集会 
室 (東生 駒 ) 

ネオ ハイ ツ 集 会 室 (月 
見 ヶ 丘 ) 
東生 駒 南 自治 会 

葉 畑 自治 会 館 ( 東 菜 畑 1・ 
2 丁目 、 中 葉 畑 2 丁目 、 東 
生駒 月 見 町 ) 


既存 


1 類似 施設 の 平均 


1 類似 施設 の 平均 


1 類似 施設 の 平均 


1 類似 施設 の 平均 


管理 組合 管理 (月 見 町 第 1 
ガー デン ハイ ツ ) 


1 類似 施設 の 平均 


管理 組合 管理 (月 見 町 第 2 
ガー デン ハイ ツ ) 


1 類似 施設 の 平均 


東 菜 畑 北 集会 所 


類似 施設 の 平均 


葉 畑 自治 会 館 (中 葉 畑 1 丁 
目 ) 


類似 施設 の 平均 


類似 施設 の 平均 


西 菜 畑 町 自治 会 館 


類似 施 


壱 分 町 東 自治 会 


類似 施 
類似 施 


類似 施 き 


さつき 台 集 会 所 


類似 施 


さつき 台南 集会 所 
イト ー ピ ア 生 駒 フ ァ イ ン 
コー ト 集 会 室 


類似 施 き 
類似 施設 の 平均 


昼 光 台 集会 所 


類似 施設 の 平均 


南山 手 台 自 治 会 
有 里 町 自治 会 


類似 施設 の 平均 
類似 施設 の 平均 


259 り -%9 ッ 生駒 集会 所 


類似 施設 の 平均 


時 


小瀬 町 自治 会 


類似 施設 の 平均 


TI 


みな み 野 台 集 会 所 
大 瀬 ふ れ あ い の 館 
萩原 町 自治 会 
青山 人 台 集 会 所 
藤尾 町 自治 会 


類似 施設 の 平均 


wun 


西畑 町 自治 会 


| | | 避 | 


時 


FT 
SH | sgH 


a 


鬼 取 町 自治 会 


類似 施設 の 平均 


小倉 寺 集会 所 


類似 施設 の 平均 


大 門 町 集会 所 


南小 平尾 自治 会 
北 小 平尾 自治 会 
秋津 自治 会 集会 所 
萩 の 台 自 治 会 


類似 施設 の 平均 


六 


東山 集会 所 


類似 施設 の 平均 


腹 | 暖 | 障 | 朋 | 障 | 懇 | 明 | 晶 | 明 | 晶 | 明 | 障 | 懇 | 障 | 陽 | 障 | 剛 | 晶 | 明 | 隊 | 骨 | 隊 | 懇 | 骨 


] 


管理 組合 管理 (ロー レル 
コー ト エ スタ 萩 の 台 ) 
ロー レル コー ト 萩 の 台 団 
地 集 会 室 


類似 施設 の 平均 


類似 施設 の 平均 


障 | 中 | 障 


生駒 市 衛生 社 


実績 値 


障 


国東 
ヨコ 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


本 メ タル ワー ク | 


ト (公共 施設 ) 35, 687, 521 


a 0 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ バ 

= R 


P/ 


K 


こま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


学校 給食 セン ター 


教育 支援 施設 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


高山 竹林 園 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


山田 川 浄化 セン ター 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


市 民活 動 推進 セン ター 
小平 尾 南 児 童 館 


を 
セン ター 剤 | な 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


人 権 文 化 セ ンタ ー 


既存 1| 実 績 値 5, 265 


5 分 を | ll | gm 豆 


ひか り が 丘 北田 原 第 2 中 
継 ポ ンプ 場 


歓喜 の 湯 (足湯 ) 


是認 本 


消防 署 南 分 著 


本 


消防 署 本 署 救 急 施設 


1| 実 績 値 177, 910 
1 実績 値 22, 538 


回 所 中 相 ポンプ 場 | な 


北大 和 第 1 中 継 ポ ンプ 場 


市 動 了 還 | 存 | 人 | ii 


2 自動 車 駐車 


1| 実 績 値 247, 595 


長楽 デイ サー ビス 


1 実績 値 0 


谷田 第 二 駐 輸 場 既存 2.669 


駅 前 駐輪場 
駅 前 第 二 駐 輪 場 


本 


駅 北 駐輪場 


1| 実 績 値 1.196 
1 実績 値 14, 651 


谷田 駐輪場 
生駒 市 図書 会 
動車 用 急速 充電 器 

北 コ ミュ ニテ ィ セ ンタ ー 
電気 自動 車 用 急速 充電 器 


エコ パー ク 2 1 電気 自 
動車 用 急速 充電 器 


1 実績 値 


南 コ ミュ ニテ ィ セ ンタ ー 
せせらぎ 電気 自動 車 用 
急速 充電 器 

生駒 市 役所 電気 自動 車 
用 急速 充電 器 

旧 生 駒 メ ディ カル セン 
ター 北 訪問 看護 ステ ー 


ショ ン 


50 


自信 ふれ あい ホー ル | 75.49 


図書 会 


南 コ ミュ ニテ ィ セ ンタ ー る 


北 コ ミュ ニテ ィ セ ンタ ー 
ISTA は ば た き 


生駒 市 体育 協会 滝 寺 S. 
C. 体育 館 ・ 武 道 館 


1| 実 績 値 578, 802 
1| 実 績 値 294, 545 
1 


北大 和 ス ポー ツ 施 設 体 
育 館 ・ 武 道 館 


生駒 市 体育 協会 高山 
S.C. 体育 館 ほか 
小平 尾 南 ス ポー ツ 施 設 


類似 施設 の 平均 
1 類似 施設 の 平均 
1 類似 施設 の 平均 


むか いや ま 公 園 ス ポー ツ 
施設 体育 館 ・ 武 道 館 ・ 
テニ スコ ー ト 


生駒 市 体育 協会 総合 S. 
C. テニ スコ ー ト 


イモ 山 公園 スポ ー ツ 施設 
プー ル 


H 山 スポ ー ツ パー ク 


1 類似 施設 の 平均 
1 類似 施設 の 平均 
1 類似 施設 の 平均 
1 類似 施設 の 平均 


1 類似 施設 の 平均 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


奈良 先端 科学 技術 大 学院 18, 717, 130 
大 学 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
~ 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
光明 中 学校 いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
大 瀬 中 学校 いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
な ば た 幼稚 園 いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 
いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


いこ ま 市 民 パ ワー に 切替 済み 


公共 (その 他 ) 0 


合計 46, 250, 939 


2.4 再 エネ 等 の 電力 供給 に 関す る 状況 (別紙 ) 


調達 方 法 (kWh/ 年 ) 再 エネ 等 の 
対象 施設 名 施設 数 電力 供給 元 | 電力 供給 量 
相対 契約 | 再 エネ メニ ュー| 証書 (発電 主体 ) | WW 年 

ひか り が 丘 自治 会 ICP 3, 305, 344 
萩 の 台 住 宅地 自治 会 ICP 3, 576, 526 

民生 ・ 家 庭 ( そ の 他 ) 

民生 ・ 業 務 そ の 他 ( オ フィ ス ビ ピル) 
金融 機関 (1) 1 | 147120 ーーl 830 
金融 機関 (2) 1 | sa1e62| ,775 
金融 機関 (3) 1 EY! . 826 
郵便 局 (1) 1 | | Ul ,006 
郵便 局 (2) 1 EE .676 
郵便 局 (4 1 0 0 17.893 OliCP 17.893 
郵便 局 (3) 1 118, 260 0 ICP 956, 394 
FR | he 3 20 
郵便 局 (6) | | 0 19, 444 olrcp 19, 444 
郵便 局 (7) 1 0 0 20.135 0liCP 20.135 
郵便 局 (⑧) 1 0 0 0liCP 12.929 
郵便 局 (9) 1 0 0 OliCP 11.761 
郵便 局 (10) | 9 。 0 olrcp 22, 136 
郵便 局 (11) 1 0 0 0|rep 17, 584 
生駒 商工 会 議 所 1 0 0 0|rep 3,292 

民生 ・ 業 務 そ の 他 (商業 施設 ) 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(1) | 4249.61| 。 0 ICP 49.615 
自動 車 デ ィ ー ラ ー (2 | 14.687| 。 0 olrcp 51.771 
自動 車 ディ ー ラ ー(3) 1 0 0liCP 51.771 
自動 車 ディ ー ラ ー(⑭ 1 0 OliCP 46.826 
自動 車 ディ ー ラ ー(5) 1 0 0|iCP 59.910 
自動 車 ディ ー ラ ー(15) 1 0 0liCP 35, 146 
生還 デ ィ ー ラ ー he mo ia 
自動車 ディ ー ラ ー( の ] ml 引  』 中 
De ディー ラー he 中 
自動 還 ディーラー ] 操 宮 | | sm dw 中 
自動 車 ディ ー ラ ー(9) 1 0liP 51.771 
自動 車 ディ ー ラ ー(10) 1 0liCP 51.771 
自動 車 ディ ー ラ ー(11) 1 23.323 0liCP 51.771 
自動 車 ディ ー ラ ー(12) 1 28.126 0liCP 51.771 
自生 ディー ラー (9 ] ae q| 舌 史 die 中 
自動 車 デ ィ ー ラ ー(14 1 51.771 0| 。 % ole 51.771 

民生 ・ 業 務 そ の 他 (宿泊 施設 

民生 ・ 業 務 そ の 他 ( そ の 他 ) 
人 自活 人 he OO 
華人 [EE 、 』 sm っ we id 
ひか り が 丘 集会 所 1 7.260 0 0 ICP 7.260 
傍 示 集 会 所 1 8, 356 0 ICP 8.440 
獅子 ヶ 丘 自治 会 1 8.440 0 ICP 8.440 
庄 田 自治 会 1 0 0 ICP 8.440 
大 北 自治 会 1 0 ICP 8.440 
人 人 ] se っ 、 』 sy 40 
EE ]] sem っ 引  』 40 
芝 自 治 会 集会 所 1 8.440 0O| 。 | ogliee 8.440 
会 ]] dd  q』 s 細 40 
鹿 ノ 台東 集会 所 1 0 0 8.440 0liCP 8.440 
鹿 ノ 台 西 集会 所 1 0 0 8.440 0|iCP 8.440 
鹿 ノ 台南 集会 所 1 0 0 8.440 0|iCP 8.440 
鹿 ノ 台北 集会 所 1 0 0 8.440 0liCP 8.440 
鹿 ノ 台 い きい き ホ ー ル 1 8.440 0 0 OliP 8.440 


美 鹿 の 台 集会 所 8.440 
上 町 自治 会 8.440 
真弓 第 1 集会 所 8.440 
真弓 第 2 集会 所 8.440 
真弓 南 集 会 所 8, 440 
北大 和 自 治 会 8, 440 
上 町 台 集 会 所 8, 440 
あす か 野 北 集 会 所 8, 440 
あす か 野 南 集会 所 8, 440 
あす か 野 自 治 会 8, 440 
あす か 台 集 会 所 8, 440 
白 庭 台北 集会 所 8, 440 
白 庭 台 南 集会 所 8, 440 
白 庭 台 中 央 集会 所 8, 440 
南田 原町 集会 所 8.440 
星 和 人 台 集 会 所 8.440 
新 南田 原 自治 会 8, 440 
西 白 廃 台 1 丁目 集会 所 8.440 
西 白 庭 台 2 丁目 集会 所 8, 440 
西 白 庭 馬 3 丁目 集会 所 8, 440 
北田 原町 集会 所 8.440 
小明 町 自治 会 8, 440 
小明 人 台 集 会 所 8, 440 
松美 台 自 治 会 8, 440 
依 口 町 自治 会 8, 440 
稲葉 台 集会 所 8, 440 
喜 里 が 丘 自治 会 8, 440 
南 喜 里 が 丘 集 会 所 8, 440 
喜 里 池 集 会 所 8, 440 
PE ャ ? ツ ョ ッ 依 口 2 番館 集 8, 440 
セン ト ポ リ ア 生 駒 集会 室 8.440 
東 松 ケ 丘 集会 所 8.440 
西松 ケ 丘 自治 会 8, 440 
光陽 全集 会 所 8.440 
桜ケ丘 自治 会 8, 440 
谷田 自治 会 館 8, 440 
アメ ニテ ィ セ ンタ ー (町 8, 440 
辻 町 北 集会 所 8, 440 
下町 アー パン ライ フ (休会 8, 440 
NE ( 辻 町 0 8.440 
rE 計 罰 ーー す ーー す ーー de eo 
生駒 7 リー ツマ ッッ ョ 集会 室 8.440 0 0 olicP 8.440 
0 0 8.440 olicp 8, 440 
i ーー si 引 ー ョ ー 9 
東 新町 自治 会 8.440 0 0 olicP 8.440 
症 2  ー 8.440 0 0 olicp 8, 440 
本 町 集会 所 8, 440 
山崎 新町 自治 会 8, 440 
仲之 町 集会 所 8, 440 
門前 町 自治 会 8, 440 
東電 ケ 丘 自治 会 人 所 天 い NY 
西 旭ケ丘 自治 会 8, 440 
湯船 自治 会 館 (緑ヶ丘 、 新 6 
旭ケ丘 、 東 旭ヶ丘 と 共用 ) 

軽井沢 集会 所 8.440 
レフ ィ ナ ー ド 東生 駒 集会 室 8.440 


(東生 駒 ) 


2 1 8, 440 0 0 0lip 8.440 
東生 駒 南 自治 会 1 0 0 8.440 OliP 8.440 
葉 畑 自治 会 館 ( 東 菜 畑 1・2 

丁目 、 中 菜 畑 2 丁目 、 東 生 1 0 0 8, 440 O|ICP 8.440 
駒 月 見 町 ) 

有人 ] swl dd dd dm 40 
Id | 当 境 9 
西 菜 畑 町 自治 会 1 4, 928 0 ICP 8.440 
索 分 町 東 自治 会 1 8.440 0O|  % ogliee 8.440 
壱 分 困 西 集会 所 1 8.440 0 0 0liCP 8.440 
索 分 南 集会 所 1 0 0 8, 440 OliCP 8, 440 
さつき 台 集 会 所 1 8.440 0O|  % ogliee 8.440 
さつき 台南 集会 所 1 8.440 0O| 0 ogliee 8.440 
で 1 8, 440 0 | 中 ICP 8, 440 
加入 会 ] sel | q』 dw | se 
夫人 ] sw dd  d de 40 
有 里 町 自治 会 館 1 8.440 0 0 OliCP 8.440 
259 り -9> 生 駒 集会 所 1 8.440 0 0 OliCP 8.440 
小瀬 町 自治 会 1 

みな み 野 台 集 会 所 1 

大 瀬 ふ れ あ い の 館 1 

萩原 町 自治 会 館 1 

青山 台 集 会 所 1 

藤尾 町 自治 会 館 1 

西畑 町 自治 会 1 

鬼 取 町 自治 会 1 

小倉 寺 集 会 所 1 

大 門 町 集会 所 1 

南小 平尾 自治 会 1 

北 小 平尾 自治 会 1 

秋津 自治 会 集会 所 1 

萩 の 台 自 治 会 館 1 

東山 集会 所 1 

aaa 1 8.440 0 0 0lip 8, 440 
ロー レル コー ト 萩 の 台 団 地 

集会 室 

生駒 市 衛生 社 

くる くる 館 

関西 メタ ル ワ ー ク 

関西 メタ ル ワ ー ク 


公共 (公共 施設 ) 


アコ ー ル いこ ま も や い 館 1]| 9 gl 

モコ バー ク ] | dj 

コミ ュ ニテ ィ ャ ンタ ー | 和牛 同  j 「 
セラ ビー いこ ま 1 297, 278 
学校 給食 セン ター 1 241, 631 ! 241. 3 
教育 支援 施設 1 83, 466 I 83, 466 
高山 竹林 園 1 65, 362 
山田 川 浄化 セン ター 1 89.615 0| 648.365| OleP 737.980 
市 時 セ ンタ ー ]] dd 1 放 語 中 55 76 
EEE TA dd  、d』  、 de | 豆 細 
件 文 セ セ ン ター | he 3 
人 権 文化 セン ター 1 0 0 5, 265 OliCP 5, 265 
消防 北 分 署 1 8.935 0 84.648 0lieP 93.583 
消防 本 部 1 0 0 196, 478 OliCP 196, 478 


真弓 浄水 場 


202, 857 


1, 392, 027 


1, 594, 884 


清掃 リレー セン ター 


109, 035 


0 


109, 035 


生駒 市 役所 


0 


836, 704 


836, 704 


竜田 川 浄化 セン ター 


604, 314 


1, 112, 684 


1, 716, 998 


ひか り が 丘 北田 原 第 2 中継 
ポン プ 場 


22, 674 


22, 674 


火葬 場 


40, 750 


歓喜 の 湯 (足湯 ) 


6, 345 


消防 署 南 分 著 


77. 910 


消防 署 本 署 救 急 施設 


南北 田原 中 継 ポ ンプ 場 


北大 和 第 1 中 継 ポ ンプ 場 


北大 和 第 2 中 継 ポ ンプ 場 


高山 中 継 ポ ンプ 場 
生駒 ふる さと ミュ ー ジ アム 


23, 032 


生駒 駅 南 自動 車 駐車 場 


60, 066 


生駒 駅 北 地下 自動 車 駐 車場 


247, 595 


長楽 デイ サー ビス 


谷田 第 二 駐 輪 場 


駅 前 駐輪場 
駅 前 第 二 駐 輪 場 
駅 北 駐輪場 


駅 南 駐 輪 場 


谷田 駐輪場 


生駒 市 図書 会 館 電気 自動 
車 用 急速 充電 


北 コ ミュ ニテ ィ セ ンタ ー 


電気 自動 車 用 急速 充電 器 
エコ パー ク 21 電気 自動 
車 用 急速 充電 器 


南 コ ミュ ニテ ィ セ ンタ ー せ 

せら ぎ 電気 自動 車 用 急速 
電 

生駒 市 役所 電気 自動 車 用 

急速 充電 器 


旧 生 駒 メ ディ カル セン ター 
北 訪問 看護 ステ ーション 


や すら ぎの 杜 優 楽 


た け ま る ホー 

鹿 ノ 台 ふれ あい ホー 
図書 会 

南 コ ミュ ニテ ィ セ ンタ ー せ 
せら ぎ 

北 コ ミュ ニテ ィ セ ンタ ー 


31, 261 OIICP 78, 434 
60, 444 0 266, 553 OIICP 326, 997 


1 100, 127 0 318, 443 OIICP 418, 570 


ISTA は ば た き 289, 868 288, 934 
芸術 会 館 美 楽 来 124, 436 170, 109 
生駒 市 体育 協会 滝 寺 S. 

C. 体育館 ・ 武 道 館 361, 876 312, 934 


北大 和 ス ポー ツ 施 設 体育 
館 ・ 武 道 館 


34, 690 


287, 215 


生駒 市 体育 協会 高山 S.C. 
体育 館 ほ か 
小平 尾 南 スポ ー ツ 施設 
むか いや ま 公 園 ス ポー ツ 施 
設 体育 館 ・ 武 道 館 ・ テ ニ 
スコ ー ト 


329, 445 


325, 675 


生駒 市 体育 協会 総合 S. 

C. テニ スコ ー ト 

イモ 山 公園 スポ ー ツ 施設 
プー ル 


TAC 井 出山 スポ ー ツ パー ク 


1 


192, 191 


1 20, 400 
132, 410 


451, 619 


奈 先 敵 科 学 技 術 大 学院 大 1 
生駒 小学 校 1 158, 174 I 

生駒 南小 学校 1 148, 903 0I! b 
生駒 北 小 中 学校 1 125, 618 0 26, 037 OIICP 151, 655 
生駒 台 小 学校 1 144, 801 0 OIICP 144, 801 


生駒 東 小学 校 1 89, 258 0 0 olrcp 89, 258 
真弓 小学 校 1 137.231 0 0 olicP 137.231 
僚 品 小学校 1 160.458 0 0 olicP 160.458 
鹿 ノ 台 小 学校 1 96, 355 0 0 olicP 96, 355 
桜ヶ丘 小学 校 1 208, 044 0 0 olicP 208.044 
あす か 野 小学 校 1 159, 922 0 0 olicP 159, 922 
壱 分 小学 校 1 177.003 0 0 olicP 177.003 
生駒 南 第 二 小 学校 1 135, 896 0 0 olicP 135, 896 
生駒 中 学校 1 186.823 0 0 olicP 186.823 
生駒 南 中 学校 1 93, 444 0 0 olicP 93, 444 
緑ヶ丘 中 学校 1 .243 0 0 olicP 141, 243 
鹿 ノ 台中 学校 1 0 0 olicP 60, 529 
上 中 学校 1 187.291 0 0 olicP 187.291 
光明 中 学校 1 167.646 0 0 olicP 167.646 
大 ] 改 器 | dd  d de 用 8 
な ば た 幼稚 園 1 0 olicP 24.016 
生駒 台 幼 稚 園 1 0 olrcp 29, 220 
生駒 幼稚 園 1 0 olicP 53, 252 
依 口 幼稚 園 1 0 olicP 16.891 
依 口 幼稚 園 0 0 olicP 
あす か 時 幼稚園 1 0 olicP 22, 954 
あす か 時 幼稚園 0 0 olicP 
桜ヶ丘 幼稚 園 1 0 olicP 29, 459 
桜ヶ丘 幼稚 園 0 0 olicP 
索 分 幼稚 園 1 0 olicP 24.274 
南 こども 園 1 17.198 olicP 17.198 
ひがし 保育 園 1 0 olicP 90, 939 
小平 尾 保育 園 1 ICP 64.041 
中 保育 園 1 56, 230 olicP 121.142 

共 ( そ の 他 ) 

合計 10, 855, 412 0| 35.395.526 0| レー | 46.250.939 


